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序　　　文

現在、世界では、情報技術（IT）革命による経済成長の恩恵を受けている先進国がある一方で、多くの開発

途上国では、依然として 13億人が絶対的な貧困状態を余儀なくされ、人口、環境、エイズ、薬物等の地球

的規模の課題もますます深刻化しています。

このような中で、トップ・ドナーであるわが国としては、開発途上国の人々の安全や幸福を図るために、

各国の特性や開発状況に応じた、よりきめの細かい援助を実施していく必要があります。

当事業団では、開発途上国各国の開発の現状や課題に即した国別の援助アプローチを強化するため、有識

者の方々にご協力をいただき、当該国に対する援助をどのように進めていくべきかという方向性を検討する

ために、国別援助研究を実施してまいりました。これまでに、計 33件の研究会を設置し、その研究成果を

報告書として取りまとめております。

南部アフリカ地域に関しては、1994年 2月に地域別援助研究会報告書を取りまとめましたが、当時は、南

アフリカがアパルトヘイトを撤廃した直後であり、ポスト・アパルトヘイトの南部アフリカ諸国の動向につ

いては、未だ不透明な時期でした。その後、わが国は、TICAD（Tokyo International Conference on African

Development：アフリカ開発会議）の開催を主導する等、アフリカの開発のために貢献すべく、さまざまな取

り組みを実施してきました。

今般、このような取り組みの一環として、新しい南部アフリカ地域の動向を見極め、わが国としての援助

のあり方を検討することが重要であるとの認識から、再度、南部アフリカ地域を対象として、本研究会を

1999年 6月に設置いたしました。本研究会では、同地域のうち、特に、地域の安定と発展の中核を担う南ア

フリカ、内陸における援助重点国であるザンビア、世界の最貧国の一つであり、内戦復興の観点からも援助

ニーズの高いモザンビークの 3カ国を対象としております。

本研究会は、小田英郎／敬愛大学学長を座長に、計17名の委員の方々により構成され、その運営にあたっ

ては各委員を補佐するために、当事業団の国際協力専門員及び職員等からなるタスクフォースを設けまし

た。

当事業団といたしましては、本研究会で取りまとめられた報告書を、今後の南部アフリカ地域への援助の

実施にあたり、貴重な資料として十分に活用すると共に、関係機関に配布し、より広い利用に供していく所

存であります。

最後に、本報告書の取りまとめにあたり、小田座長を始めとする委員各位より、多大なご尽力をいただい

たことに対し深く感謝申し上げるとともに、ご協力いただいた関係機関の皆様にも心より感謝申し上げま

す。

2000年 12月　

国 際 協 力 事 業 団

総裁 斉 藤 　邦 彦



は じ め に

冷戦後のアフリカでは、依然として多くの国において貧困が深刻さを増しており、他地域との経済格差も

拡大の傾向にあります。さらに政治面でも、民主化が進展している国もある一方で、未だに多くの国で紛争

が起こっており、永続的平和と安定のための基盤は脆弱な状況です。

わが国としては、このようなアフリカの開発を支援するために、TICAD（Tokyo International Conference on

African Development）Iを 1993年に、第二次会合であるTICAD IIを 1998年に開催する等、アフリカの開発に

積極的に貢献するための、さまざまな取り組みを 実施してきています。

このような背景のもとで、わが国が今後アフリカ地域の開発により一層の貢献をしていくためには、南ア

フリカの国際社会への復帰により、大きな社会的、経済的変動が起こっている南部アフリカ地域の動向を把

握し、わが国としての援助のあり方を検討することが非常に重要であることから、南部アフリカ地域、特に

南アフリカ、ザンビア、モザンビークの 3ヵ国を対象とする本援助研究会を発足させたものです。

本援助研究会は、1999年 6月に第 1回研究会を開催し、第 2回～第 7回までは、南アフリカ・モザンビー

ク分科会とザンビア分科会に分かれて、各国別の具体的な検討を行いました。その間、1999年 8月に行った、

南アフリカ、モザンビーク、ザンビアへの現地調査を挟み、第 8回以降は主に合同研究会を開催し、両分科

会での検討結果を基に、南アフリカ、モザンビーク及びザンビア各国への援助のあり方と共に、南部アフリ

カ地域に対する援助のあり方についての検討も行いました。以上のような検討の成果を、最終的に計 7分冊

の和文報告書と、計 4分冊の英文報告書として取りまとめることができました。

本報告書の取りまとめにあたっては、委員各位のご尽力をはじめとして、外務省並びに現地調査で訪問し

た南アフリカ、モザンビーク、ザンビアの各在外公館や JICA事務所、各関係機関、さらには JICA関係事業

部及びタスクフォース各位からのご協力をいただいたことを深く感謝すると共に、本報告書が、南部アフリ

カ地域への援助のための一助となることを、切に希望いたします。

2000年 12月　　　

国際協力事業団

総裁　斉藤　邦彦　殿

「南部アフリカ援助研究会」

座長　小田　英郎
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社会情勢
なか 　 むら 　 とし 　 ゆき

中　村　俊　之 JICA総務部広報課課長代理 （原稿参加）

（前南アフリカ事務所）

社会開発（モザンビーク）
しも 　 ひら 　 あき 　 こ

下　平　明　子 JICAジュニア専門員 （原稿参加）

インフラ・エネルギー
いわ 　 ま 　 とし 　 ゆき

岩　間　敏　之 JICA無償資金協力部 （ザンビア班と兼務）

業務第二課課長代理

教育・人的資源開発（南ア）
また 　 ち 　 　 　じゅん

又　地　　　淳 JICAジュニア専門員 （原稿参加）

保健医療
たき 　 ざわ 　 いく 　 お

瀧　澤　郁　雄 JICA医療協力部 （ザンビア班と兼務）

医療協力第二課

援助動向
あ 　 べ 　 き み お

阿　部　記実夫 JICAアフリカ・中近東・ （ザンビア班と兼務）

欧州部計画課
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（ザンビア分科会タスクフォース）

主査
た 　 だ 　 ゆう 　 すけ

多　田　融　右 国際協力専門員 （平成11年12月まで）

主査／アドバイザー
すず 　 き 　 よう 　 いち

鈴　木　洋　一 国際協力専門員 （平成11年12月から主

（経済情勢・開発計画） 　査兼務）

アドバイザー
や 　 ざわ 　 たつ 　 ひろ

矢　澤　達　宏 恵泉女学園大学

（政治・行政） 非常勤講師

アドバイザー（鉱工業開発）
はぎ 　 の 　 　 　みつる

萩　野　　　端 国際協力専門員

アドバイザー
た 　 ぶち 　しゅん　 じ

田　渕　俊　次 元ザンビア大使館

（貧困対策と社会開発） 専門調査員

インフラ・エネルギー
いわ 　 ま 　 とし 　 ゆき

岩　間　敏　之 JICA無償資金協力部

業務第二課課長代理

環境
まつ 　 した 　 　 　かおり

松　下　　　香 JICA森林・自然環境協力部

森林環境協力課

農林水産業
お 　 ぶち 　 しん 　 じ

小　淵　伸　司 JICA青年海外協力隊事務局

シニア海外ボランティア課課長代理

教育・人的資源開発
の 　 だ 　 ひさ 　 なお

野　田　久　尚 JICAナイジェリア事務所

（前無償資金協力部業務第一課）

保健医療
たき 　 ざわ 　 いく 　 お

瀧　澤　郁　雄 JICA医療協力部

医療協力第二課

援助動向
あ 　 べ 　 き み お

阿　部　記実夫 JICAアフリカ・中近東・欧州部

計画課

（事務局）

うえ 　 むら 　 り 　 か

植　村　吏　香 JICA国際協力総合研修所

調査研究第一課
こ 　 にし 　 よう 　 こ

小　西　洋　子 日本国際協力センター

嘱託研究員

（敬称略）
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南部アフリカ援助研究会の概要

1． 研究会設置の背景
アパルトヘイト後の南アフリカの国際社会への復帰による大きな社会的・経済的変動や、冷戦崩壊に伴うアフリカ地域全

般の周縁化や不安定化等により、南部アフリカ地域をとりまく状況は根本的に変容しつつある。
このような南部アフリカ地域の動向を把握し、わが国としての援助のあり方を検討することが非常に重要であるとの認識

から、南部アフリカ地域並びに、地域の安定と発展の中核を担う南アフリカ、内陸における援助重点国であるザンビア、世
界の最貧国の一つであり、内戦復興の観点からも援助ニーズの高いモザンビークの3カ国を対象とする本援助研究会を発足
させたものである。
本研究会では、座長である小田英郎・敬愛大学学長を中心とした計17名の委員会においては、南部アフリカ地域の政治、

経済、社会状況等についての議論を行い、1999年 8月に行った3カ国への現地調査結果と、これまでの援助動向を踏まえ、
わが国の援助のあり方についての提言をとりまとめた。

2． 報告書の構成
本研究会では、提言を含む和文本編：4分冊、別冊現状分析資料編：3分冊の和文計7分冊、英文4分冊（本編のみ）の計11

分冊の報告書をとりまとめた。（下表参照）

本編（和文） 現状分析資料編（和文） 本編（英文）
第1巻　南部アフリカ地域編 － Volume 1   Southern African Region
第 2巻　南アフリカ・本編 第2巻別冊　南アフリカ・現状分析資料編 Volume 2   South Africa
第 3巻　モザンビーク・本編 第3巻別冊　モザンビーク・現状分析資料編 Volume 3   Mozambique
第 4巻　ザンビア・本編 第4巻別冊　ザンビア・現状分析資料編 Volume 4   Zambia

3． 報告書の概要
提言を含む本編4冊の概要は、以下の通りである。

（1）南部アフリカ地域編
まず、南部アフリカ地域の現状を把握するにあたっては、アパルトヘイト政策下における南アフリカと旧フロントライン

諸国との対立、アパルトヘイト撤廃後の新生南アフリカが同地域にもたらした政治・経済面での多大な影響等を踏まえ、こ
のような同地域の新しい状況に適合した新しい地域協力政策を策定する必要がある。なお、対南部アフリカ地域協力におい
ては、各国個別のニーズに対応する二国間協力を補完するものとして、特に、①国境を越えた課題への取り組み、②域内の
「資源」を生かした地域共通の課題への取り組み、を基本とすべきである。さらに、同地域への援助にあたっての基本的視点
としては、南部アフリカ地域の新しい地域枠組みの形成への支援、南アフリカとその他諸国との微妙な関係への配慮、民間の
経済活動との建設的な補完関係の構築、同地域の平和と安定化への貢献、わが国との互恵的友好関係の強化、を挙げている。

（2）南アフリカ編
南アフリカは、政治・経済両面において並び立つもののない、南部アフリカ地域における大国であるが、未だにアパルト

ヘイトの負の遺産は大きな足枷となっている。さらに、周辺諸国と南アフリカとの歴史的背景に鑑み、南アフリカに対する
協力の理念は、同国一国の安定化と健全な発展に寄与することにとどまらず、これを通じて、南部アフリカ地域の成長と安
定、さらにはアフリカ全体とアジアの関係の深化までを視野に入れて設定される必要がある。このため、わが国と南アフリ
カとの協力は、単なる二国間協力の枠組みを超えて、アジアとアフリカ協力の架け橋としてのポテンシャルを有しているこ
とを意識したうえで、両国のグローバル・パートナーシップの下で、これまで積み重ねてきた協力の経験を活かすべきであ
る。
以上を踏まえ、南アフリカに対する援助の重点課題としては、①黒人最貧層の基礎生活支援と雇用創出等を通じた社会の

安定化、②持続的発展システムの核となる州政府・自治体の能力構築支援、③ODAの枠組みを超えた協同と役割分担の明
確化、を挙げている。

（3）モザンビーク編
内戦終結後、モザンビークは豊かな天然資源、肥沃な国土、回廊国としての有利な地勢学上の位置等に恵まれていること

により、外国投資や海外援助主導による開発が進展し、順調な経済発展が進みつつあり、国内状況も比較的安定を保ってい
る。
しかしながら、内戦の影響は未だに深刻であり、急激な社会変動による格差も増大しており、国民の多くは絶対的貧困に

あえいでいる。わが国としては、このようなモザンビークの状況を踏まえ、貧困撲滅と社会の安定を確保しつつ、自立発展
のための支援を行うことを基本的な理念とすべきである。
以上を踏まえ、モザンビークに対する援助の重点課題としては、①最貧層、内戦の被災者、社会的弱者支援を通じた地域

間格差是正と社会の安定化、②地域の安定化に対する、より直接的な支援、③中長期的視点からの自立発展に向けた人材育
成・制度構築、を挙げている。

（4）ザンビア編
ザンビアは、南アフリカのアパルトヘイト政権に対しては、旧フロントライン諸国の中において、中心的な役割を担って

いた。さらに、コンゴー民主共和国の内戦における和平の仲介等、南部アフリカ地域の国際政治面での評価は高いが、一方
で経済面では、銅依存型の経済構造からの脱却が進まず、構造調整や経済自由化のマイナス面により、社会サービスの低下
や失業者の増大等、貧困が蔓延している。
このようなザンビアの状況に対し、各ドナーは、援助協調を進めるためのセクター投資計画を導入しており、わが国とし

ても、ザンビアに対するこれまでの援助実績を活用しながら、ザンビア側の援助吸収能力や実施体制に応じた協力アプロー
チを進めていく必要がある。
以上を踏まえ、ザンビアに対する援助の重点課題としては、①貧困の軽減への支援、②社会的弱者に対する支援、③より

バランスのとれた経済構造に脱却する努力に対する支援、を挙げている。
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［第１巻］南部アフリカ地域編

項　　目 主担当
第１部　南部アフリカ援助研究会の概要 事 務 局
第２部　南部アフリカ地域についての現状認識 平 野 委 員

西 浦 講 師
第３部　援助動向 鈴 木 委 員

事　務　局
第４部　南部アフリカ地域への援助のあり方 戸 田 主 査

［第２巻］〈南アフリカ・本編〉

項　　目 主担当
第１部　現状と課題
　第１章　総論 小 田 座 長
　第２章　政治・行政　 遠 藤 委 員
　第３章　経済情勢　 平 野 委 員
　第４章　社会開発 佐 藤 委 員
　第５章　農村開発・環境 池 上 委 員
　第６章　都市開発 吉 田 委 員
　第７章　保健医療 内 田 委 員
　第８章　教育・人的資源開発 澤 村 委 員
　第９章　インフラ・エネルギー 飯 島 委 員
第２部　援助動向
　第１章　わが国のこれまでの援助動向　 鈴 木 委 員

飯 島 委 員
　第２章　国際機関、他国、NGO等による援助動向　 事 務 局
第３部　日本の今後の援助のあり方に関する提言
　第１章　南アフリカに対する国際協力の視点 戸 田 主 査
　第２章　南アフリカに対する援助の課題 戸 田 主 査
　第３章　具体的取り組みのための方策 戸 田 主 査

［第３巻］〈モザンビーク・本編〉

項　　目 主担当
第１部　現状と課題
　第１章　総論 小 田 座 長
　第２章　政治・行政　 遠 藤 委 員
　第３章　経済情勢　 林 委 員
　第４章　社会開発 下平タスク
　第５章　農村開発・環境 池 上 委 員
　第６章　都市開発 吉 田 委 員
　第７章　保健医療 内 田 委 員
　第８章　教育・人的資源開発 澤 村 委 員
　第９章　インフラ・エネルギー 岩間タスク
第２部　援助動向
　第１章　わが国のこれまでの援助動向　 鈴 木 委 員
　第２章　国際機関、他国、NGO等による援助動向　 事 務 局
第３部　日本の今後の援助のあり方に関する提言
　第１章　モザンビークに対する国際協力の視点 戸 田 主 査
　第２章　モザンビークに対する援助の課題 戸 田 主 査
　第３章　具体的取り組みのための方策 戸 田 主 査

［第４巻］〈ザンビア・本編〉

項　　目 主担当
第１部　現状と課題
　第１章　総論 小 倉 座 長
　第２章　開発計画 児玉谷委員
　第３章　政治・行政　 川 端 委 員
　第４章　経済情勢 高 橋 委 員
　第５章　鉱工業開発 坂 元 委 員
　第６章　農林水産業開発 半 澤 委 員
　第７章　貧困対策と社会開発 児玉谷委員
　第８章　環境 児玉谷委員
　第９章　保健医療 内田委員、

瀧澤タスク
　第10章　教育・人的資源開発 澤 村 委 員
　第11章　インフラ・エネルギー 岩間タスク
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　第２章　主要援助国及び国際機関による援助動向　 事　務　局
第３部　日本の今後の援助のあり方に関する提言
　第１章　ザンビアに対する国際協力の視点 鈴 木 主 査
　第２章　ザンビアに対する援助の課題 鈴 木 主 査
　第３章　具体的取り組みのための方策 鈴 木 主 査

［第２巻別冊］〈南アフリカ・現状分析資料編〉

項　　目 主担当
第１章．政治・行政 矢澤タスク
第２章．経済・産業開発 鈴 木 主 査
第３章．社会開発 小西タスク
第４章．農村開発・環境 小西タスク
第５章．保健医療 瀧澤タスク
第６章．教育・人的資源開発 又地タスク
第７章．インフラ・エネルギー 飯 島 委 員
第８章．援助動向 阿部タスク

［第３巻別冊］〈モザンビーク・現状分析資料編〉

項　　目 主担当
第１章．政治・行政 矢澤タスク
第２章．経済・産業開発 鈴 木 主 査
第３章．保健医療 瀧澤タスク
第４章．教育・人的資源開発 小西タスク
第５章．インフラ・エネルギー 岩間タスク
第６章．援助動向 阿部タスク
AnnexⅠ．Agricultural Sector －
AnnexⅡ．NGO survey －

［第４巻別冊］〈ザンビア・現状分析資料編〉

項　　目 主担当
第１章．政治・行政 矢澤タスク
第２章．経済情勢・開発計画 鈴 木 主 査
第３章．鉱工業開発 萩野タスク
第４章．農林水産業 小淵タスク
第５章．貧困対策と社会開発 田渕タスク
第６章．環境 松下タスク
第７章．保健医療 瀧澤タスク
第８章．教育・人的資源開発 野田タスク
第９章．インフラ・エネルギー 岩間タスク
第10章．援助動向 阿部タスク

南部アフリカ援助研究会報告書・執筆分担一覧
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南部アフリカ地域編・要約

《第1部　研究会の目的》

冷戦後のアフリカは、依然として多くの国において貧困が深刻であり、他地域の途上国との経済格差も拡大の傾向

にある。さらに、政治面でも民主化が進展している国もあるが、平和と安定のための基盤は未だ脆弱である。

このような中で、わが国は、アフリカの開発を支援するためのアフリカ各国やドナー機関との協議を行うための

TICAD（Tokyo International Conference on African Development）の第二次会合であるTICAD II会議を、国連及びアフリ

カのためのグローバル会合（GCA）と共催で開催した。TICAD IIにおいては、今後のアフリカ開発における社会開発や

貧困を削減するのための指針としての「東京行動計画」が採択され、わが国は、この「東京行動計画」においてうたわれ

た内容を具現化するためのさまざまな取り組みを実施してきている。

今後、アフリカ地域の開発に貢献するためには、南アフリカの国際社会への復帰による大きな社会的・経済的変動

が起こっている南部アフリカ地域の動向を把握し、わが国としての援助のあり方を検討することが非常に重要であり、

このために、南部アフリカ地域、特に南アフリカ、ザンビア、モザンビークの3ヵ国を対象とする本援助研究会を発足

させたものである。

《第2部　南部アフリカ地域についての現状認識》

●新しい南部アフリカ

1980年代の南部アフリカは、アパルトヘイト体制を維持しようとする旧南アフリカの戦略とそれに反対する勢力と

が対峙する闘争の場であり、地域特性は極めて明確であった。しかし、ネルソン・マンデラ政権の成立によって旧来

の基本構図が歴史的使命を終え、いまここには新しい時代状況が開かれつつある。それとともに、南部アフリカとい

う地域枠組みも変化しようとしている。

国際制裁の解けた民主化後の南アフリカは、政治経済両面において、南部アフリカ地域に限定されることのないグ

ローバルな展開を示している。一方で、反アパルトヘイトという共闘枠から解放された旧フロントライン諸国は、ア

フリカに現出しつつある新しい国際関係情況に個別に適応していく中で、ときに利害を対立させ反目し、あるいはま

た互いに対する関心を喪失していって、南アフリカに近接しているという意味での「南部アフリカ」的連帯はやはり崩

壊している。

アフリカ大陸に並び立つもののない圧倒的地域大国の存在が南部アフリカを特殊たらしめてきた。ゆえに、対等で

水平的な経済関係ではなく、非対称で垂直的な極構造が現出した。その一極構造が、南アフリカ民主化を契機として、

旧来の南部アフリカ地域の枠組みを超え、大陸全体に拡散しようとしているのである。

●地域協力機関の変遷

南アフリカの民主化が確定的になった1992年の段階で、SADCCは南部アフリカ開発共同体（Southern African Devel-

opment Community: SADC）への改組を決定し、1996年に貿易議定書が調印され、域内自由貿易体制を8年以内に達成

することが宣言された。その後、南アフリカがSADCに加盟し、1996年にはマンデラがSADC議長に就任した。

一方PTAも、1994年に東南部アフリカ共同市場（COMESA）に改組され、2000年までに関税同盟化して域内自由貿

易を実現することが目標に掲げられた。COMESAもまた新生南アフリカの参加を強く希望したがかなえられず、この

ことが影響してレソトとモザンビークが脱退した。

なお、1992年にCOMESAは両組織の統合を提案したが、SADCによって拒否され、COMESAは新メンバーである

エジプトがリーダーシップをとりつつ、COMESAの優位点である広大な面積を活かして、通信部門の市場を開拓しよ

うとしているようである。このエジプトの動きは、ECA地域構想の破綻とCOMESAの北方シフトを示唆し、さらには、

東アフリカ市場をめぐる南アフリカ対エジプトの競争がやがて現出する可能性すら暗示する。グローバリゼーション
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を生き残るリージョナリズム戦略という世界的趨勢のなかに位置付けて、アフリカの新しい地域枠組みを展望する姿

勢が肝要である。

●南アフリカとアフリカ諸国との経済関係の変化

南アフリカの対アフリカ域内貿易の特徴は、圧倒的な輸出超過であるという点である。つまり、現在の南アフリカ

の貿易収支は、先進諸国に対する貿易赤字をアフリカ内黒字によって埋め合わせるという構造を有しているのであっ

て、南アフリカ経済にとってアフリカ市場が不可欠の存在になっているのと同時に、アフリカ各国は、南アフリカ周

辺諸国に止まらず、南アフリカ製品への依存を年々深めている。また、投資は、南アフリカ企業による国外投資も極

めて活発に行われている。

モザンビークは、SADC諸国のなかでは突出して巨額のFDIが流入している国であるが、1997年における南アフリ

カFDIを含めた総流入は、GNPが17億ドルであったにもかかわらず、29億ドルにも上った。モザンビークと比較すれ

ばザンビアに対するFDIは決して大きくないが、ZCCMの民営化に伴う南アフリカからの投資は、様々な意味合いに

おいてザンビアの今後を左右する。

そもそもマプト回廊開発計画は、南アフリカ国内の開発プランとして作られた地域開発戦略（SDI）の一つで、南アフ

リカが企画し事業を管理するものである。このことは、南アフリカ経済の自己展開が国境を越えるとき、その先にあ

る国に対しては南アフリカを始めとする民間の資金が旺盛に注ぎ込まれるということを意味している。

●アフリカにおける地域枠組みの変容

1960年のコンゴ動乱はその後のアフリカの国際関係を呪縛したが、現在の「新コンゴ動乱」もまた、アフリカにおけ

る国際関係に重大な転機を与えることになった。

OAUができて以降、アフリカ世界の中で、ある国が他国の政権交代を演出するなどというケースは前例がなかった

ため、ザイール政変とそこにおけるウガンダのリーダーシップは、アフリカの自立的な紛争処理能力を示した好例と

して、国際社会、特にアメリカに高く評価された。

モブツ政権時代、どの地域グループにも属していなかったザイールは、DRCとなって、SADCに加盟した。この背

景としては、南アフリカの電力公社エスコムが国際送電網を使った買電構想のもと、モザンビーク中部のカボラバッ

サ発電所や、ジンバブエ・ザンビア国境にあるカリバ発電所との複数連結に続いて、最終到達点としてDRC領内のコ

ンゴ川を主要発電基地とした国際電力網の中にDRC以南のアフリカ諸国を包み込んでしまうという大事業を計画して

いることがあげられる。1995年には南部アフリカ電力プール（Southern African Power Pool: SAPP）が設置され、広域電

力網建設計画に基づいて各国の電力需給や電力価格についての話し合いが始まっている。

このように広域電力網ができあがっていくならば、赤道以南アフリカは送電線の維持管理と保守のためのシステム

が必要になり、地域としての電力調整を恒常的に行う必要が発生する。南アフリカがSADCに期待するのは、第一に、

そのような機能をSADCが果たしてくれることであり、それゆえに、SADC内に反対があったにもかかわらずDRCの

取り込みを主張したと考えられる。

●ニュー・フロントライン

1997年に成立したカビラ政権は、しかし安定的ではなく、大湖諸国との関係が急速に悪化して、「新コンゴ動乱」は

第二局面に突入していった。DRCを舞台として大湖諸国と南部アフリカ諸国が軍事的な対立関係に入り、DRCを取り

巻く「ニュー・フロントライン」が形成されようとしている。

新コンゴ動乱が再燃する以前、1996 年に旧フロントライン機能を引き継ぐ形で新設された政治防衛安全保障機関

（Organ on Politics, Defense and Security）の性質と指導権をめぐって、同機関の議長となったジンバブエのムガベ大統領

とSADC議長であるマンデラとが対立した経緯があったため、新コンゴ動乱はSADCの分裂を印象付けることになっ

た。SADC圏が拡大したことによって、従来南部アフリカ地域に属していなかった「地域」問題を原因に、SADCは深

刻な内部対立を抱えたのである。
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国際社会はアフリカの紛争に対する直接介入を忌避しており、当然DRCについても、国内及び域内での解決を望ん

でいる。かつてのような「非アフリカ」との対決軸を喪失したアフリカは、アフリカ内部で展開する国際関係と内部対

立を処理していかなければならないという使命を背負いながら、そのための能力と機構を未だ獲得できないでいる。そ

ういった能力の欠如と、反アパルトヘイトという国際的大儀の喪失によって、クリティカルな地域問題に一丸となっ

て対処する共同体としての南部アフリカは、既に存在しないと言わざるを得ないだろう。

●新しい地域枠組みと若干の留意点

1980年代に我々が見ていた南部アフリカは既にない。そこにあるのは、南アフリカとの関係が各国各様に変化した

国々であり、北方からやってきた新しい「地域」問題をめぐって対立する国々である。アフリカのなかでもさらに貧し

い最貧国が、にもかかわらず急成長するという「モザンビークの奇跡」にこそ、この地域の新しい特性が潜んでいる。

それは、新生南アフリカという、アフリカ世界に比類ない圧倒的経済力と旺盛な投資意欲を持った地域大国が存在

しているために、大陸内でこの地域にしか見られない経済現象が現れているということである。その現象は、最貧国

集団であり続けてきたアフリカにおいては絶えて観察されなかったものであって、その衝撃がいまアフリカ全体を変

えようとしている。それとともに古い地域枠組みが存在意義を失い、アフリカの区画整理がやり直されている。地域

協力を支援するのであれば、各国にとってプラスとなる協力形態が何であって、協力可能な地域枠がどこにあるのか

を見極めておく必要がある。

・地域公共財の活用

現在の新しい「南部アフリカ」の地域枠組みは、新生南アフリカの国益が展開している領域として定義することが

できるであろう。また、南アフリカ国益の浸透を受け入れるか否かに関する各国の意志によっても変化するだろう。

さらに、アジア的な雁行的経済発展を引き受けられる第二列がアフリカには不在だという点を踏まえたうえで、南

アフリカが有している既存の社会的・経済的インフラストラクチャーを、今後の地域開発のための貴重な資産とし

て活用する方策を検討する必要がある。

また、人口の大多数を収容する農村経済が向上しなければ、貧困問題の目に見える軽減は起こりえない。かつて

「緑の革命」を推進した部隊である国際トウモロコシ・小麦改良センター（CIMMYT）や国際半乾燥熱帯地作物研究所

（ICRISAT）の南部アフリカ支部がジンバブエやマラウイにある。わが国の支援を投入することでその活動を活性化

し、これまでこういった組織と関係を持てなかった南アフリカの地場研究と結合させることができれば、各国のア

フリカ小農に裨益する成果を生産できるかもしれない。

白人が大量に入植した南部アフリカにおいては、農地改革は重要な政策課題であり、農業技術のみならず、土地

政策や農地改革に関する知識と政策経験が、国民経済を安定的に発展させていくうえで必要である。この分野にお

けるわが国の、そしてアジア諸国の歴史経験を提供していくことは、人種融和と貧困軽減を同時に進めていこうと

する賢明なる政権にとって、必ずや歓迎されるべき貢献をなすであろう。

・「国別アプローチ」と「包括的アプローチ」の重要性

現在の南部アフリカに対する援助方針としては、「国別アプローチ」原則への回帰をまず主張したい。各国固有の

事情に十分考慮した援助政策が立案されることが、何よりも重要である。その作業のなかで各国経済の発展にとっ

て重要度の高い国際プロジェクトが発見されるならば、そのとき初めて地域協力に対する支援が検討のテーブルに

上るという順序が、「国別アプローチ」の筋道であろう。また、地域協力案件が検討される場合は、地域特性を正確

に把握しなければならない。特に新しい「南部アフリカ」においては、企業コンソーシアムが民間資金を大量投入し

て地域開発を進めるという新機軸が地域経済全体のダイナミズムを生み出しているのであるから、そのダイナミズ

ムに水を差さない、新機軸と齟齬を来さないことに最大限の注意が払われなければならない。それが「包括的アプ

ローチ」にほかならない。「包括的アプローチ」のなかでODAが成し得る貢献の縁として、南アフリカが持つ地域公

共財の活用を提言したい。
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《第3部　南部アフリカ地域への援助動向》

1.　アフリカ地域への援助動向

1970年代後半以降、わが国はアフリカ地域に対する援助量の拡大に努めており、同地域への援助は、1989年には二

国間援助総額の15.3％に相当する10.4億ドルに達した。しかし、アフリカ諸国の累積債務問題の深刻化に伴う有償資

金協力案件の減少、一部の政情不安定な国や地域に対する援助の停止や中断による無償資金協力の落ち込み等のため、

1990年には7.9億ドルに低下し、シェアも11.4％に留まった。1995年以降、二国間ODA総額に占める割合は概ね12％

強で推移しており、1998年実績では9億5,029万ドルで、そのシェアは11.0％となっている。

2.　南部アフリカ地域への援助動向

南部アフリカ地域に対するわが国の二国間ODAは、従来より対アフリカ総額の30-40％程度を占めてきたが、1997

年及び1998年実績では、対アフリカODAにおける南部アフリカ地域へのODAのシェアは60％前後に伸びており、金

額も増加傾向にある。この主な理由としては、1996年度以降に実施されてきた南アフリカ等への有償資金協力の実績

が、以前に比べて増加していることがあげられる。しかしながら、同地域においてもアンゴラ、ザンビア、モザンビー

ク、マラウイのようにHIPCイニシアティブにより債務削減を検討している重債務貧困国があること、また南アフリカ、

ボツワナ、モーリシャスなどのように、中進国か中進国に準じた所得水準の国があり、円借款の対象分野に制約があ

る国も存在することから、新規供与が困難な国、分野に留意する必要がある。

一方、対アフリカ地域において一般的にシェアの大きい無償資金協力の割合が48.0％（1998年度）と、全世界平均を

上回ってはいるものの、アフリカ全体から見れば低い割合に留まっている。これは、上記のように、所得水準が無償

資金協力対象基準を上回る国があるためであり、今後、モザンビークやアンゴラ等に対する無償資金協力の拡充は見

込まれるものの、南部アフリカ地域全体で見れば大幅な援助供与額の増加は見込まれないと考えられる。

《第4部　南部アフリカ地域への援助のあり方》

1.　地域協力を考える基本的枠組み

・地域協力と二国間協力

南部アフリカ地域に対するODAは、域内各国固有の事情に考慮し、二国間関係を見据え、民間の経済活動まで視野

に入れた総合的な外交政策及び対外経済政策に基づくべきもの（「国別アプローチ」及び「包括的アプローチ」）であり、

それを体現した二国間協力が主役となるべきである。

これに対して、二国間協力の枠組みを越えた「地域協力」は、二国間協力と相互補完関係にあるが、地域協力が比較

優位を持つ局面、あるいは、二国間協力では適切に対応できずに地域協力が必要とされてくる契機としては、少なく

とも次の2つの場合が想定される。

（1）国境を越えた課題への取り組み

地域の平和と安定化に関わる問題、回廊開発、広域運輸・通信インフラの整備、移民などの国境を越えた人の移

動や物流に関わる問題、広域環境問題、域内協力機構の能力強化など、問題の性格上、あるいは問題の原因となる

事象から実際の問題の発現までのプロセスが国境を跨っているために、域内各国が個別に対処することが困難な課

題に対しては、地域協力の枠組みを活用して総合的に取り組むことが望ましい。

（2）域内の「資源」を生かした地域共通の課題への取り組み

教育、職業訓練、中小企業育成、営農普及、公衆衛生その他、本来各国個別に対応すべき課題であるが、課題へ

の取り組みに際して必要とされる施設、人材等の諸資源の性質が域内において共通あるいは類似しているものに対
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しては、各国が有する限られた人的・物的資源を用いて個別に対応するよりも、域内の特定国が有する種々の優れ

た資源をいわば「地域公共財」として活用し、各国の諸資源をネットワーク化してそれぞれの長所を生かしながら機

動的に活用することを通じて、より効果的・効率的に対処することが有効であると考えられる。

・新しい状況に対応した新しい地域協力政策

（1）旧来の地域的枠組みの消失と新しい枠組みの形成への貢献

アフリカにおけるサブリージョンとして南部アフリカ地域を今後どのように位置づけるか、という点については、

「アフリカの南部アフリカ化」という認識の適否に関する判断を含め、非常に重要な問題提起を孕んでいる。新しい

対「南部アフリカ地域」協力政策は、南部アフリカ地域の今後の地域特性を視野に入れながら、今後策定されるべき

新しい対アフリカ協力政策に先んじて、その予兆を包含するものとして意義づけられ得るものである。

新しい地域的枠組みの形成過程において、わが国のODAのありうべき役割を問うこと、就中、どこまで当該枠組

み形成に対して能動的に関与するかを問うことが、地域協力政策の基軸を規定するものであり、その基本的な部分

は、政策過程と実施過程、援助の出し手と受け手の間で共有されることが望まれる。さらに重要なのは、ODA事業

を展開するに際して、南部アフリカ地域のより根元的な構造を共通認識し、かつこれに対して、どの程度までわが

国ODAが「能動的に（Proactiveに）」関与していくのかを問うことである。

（2）南アフリカと周辺国の微妙な関係への配慮

南アフリカ一極構造に依拠した地域発展に寄与すべくODAによる支援を行うのか、あるいは、たとえ僅かでも多

角的な諸関係の構築を慫慂すべく支援を行うのか、という視点から、わが国ODAのあり方についてさらなる議論が

必要であるが、南アフリカと周辺国の微妙な関係に配慮した対地域協力として想定されるアプローチは次のとおり

である。

1） 社会セクターにおける南アフリカの「地域公共財」化支援

南アフリカが有する如何なる資源を「地域公共財」として積極的に活用しうるか、という点に関しては、特に南

アフリカと周辺国の微妙な関係に配慮しつつ、南アフリカの周辺国に対する覇権と受けとられにくい、保健・医

療、教育などの社会セクターにおける資源の活用支援に重点を置く。

2） 対等なパートナーシップによる域内ネットワーキングの形成支援

南アフリカ以外の各国のキャパシティ・ビルディングに寄与することを重視する観点からは、南アフリカを中

心とする依存関係の定着を可能な限り回避しつつ、域内各所に散在する諸資源の間の対等なパートナーシップに

基づく域内ネットワーキングの形成を支援する。

3） わが国の既往の協力拠点の活用

上記1）及び2）に際しては、わが国がこれまで二国間協力の拠点として各国に培ってきた資源を活用することが

有効となりうる。ただし、その際、あくまでも各拠点間の関係は、上述の対等なパートナーシップに基づくべき

であり、新しい時代のニーズに応じた新しい着想を相互に学びとり、自らを変革していく姿勢が重要であろう。

（3）民間経済活動との建設的な補完関係の構築

地域経済の基幹は南アフリカ民間資本その他の民間経済活動が支えており、これにODAが直接関与する余地は少

ない。ODAは、あくまでも触媒として機能するか、民間が立ち入らない社会セクターにおいて投入されるべきであ

る。

特に、重債務国が少なくない域内での広域インフラ整備などの大事業へのODA投入には、慎重な考慮が必要であ
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る。また、そのプロセスにおいては、技術協力を活用し、コンセプト作りの段階からわが国が共同形成に参画する

ことが、他のODAの投入との整合性の確保などに鑑み有効であろう。

（4）地域の平和と安定化

地域の平和と安定化は、南部アフリカ地域において最も重要な課題のひとつであり、ODAが本来目的とする当該

地域の発展と福祉の向上にとって不可欠の要件である。

この分野の協力のためには、既往の領域における協力の存続・拡充に際して、地域の平和や安定化への影響に従

来以上に「配慮」した事業の推進に心がけるとともに、可能な範囲で平和構築に対する直接支援を漸次強化していく

というアプローチや、むしろ域内の平和構築への貢献活動への参画を通じて、「わが国が学ぶ」という姿勢が大切で

ある。

（5）わが国との互恵的友好関係の強化と地域間協力への展開

わが国と南部アフリカ地域の互恵的友好関係の強化は、両者の「個性」と深く関わるものである。特に、グローバ

ルな視野の中にアジア・アフリカの地域間連関を位置付けることが重要であり、アジアの一員としてのわが国と、南

部アフリカ地域の域内大国としての南アフリカの位置付けを踏まえつつ、アジアとアフリカの両地域間の関係深化

を模索すべきである。

また、アジアの一部における開発の「成功体験」をアフリカに「移植」するという点については、両地域間の諸条件

の大きな相違と各地域内の多様性の認識から慎重な留保が必要であり、単にアジアからの一方通行のみならず、ア

フリカの玄関口であり、かつ域内大国である南アフリカを擁する南部アフリカ地域からアジアへの発信するといっ

た双方向のアプローチが現実的なものであろう。

2.　地域の重点課題への取り組み

・国境を越えた課題への取り組み

（1）人と物の移動に伴う諸課題への対応

地域協力という枠組みが有効に介入しうる契機としては、次の２つが想定される。

1） 資源の最適配分や域内相互依存関係の深化を目的として、人や物の移動を促進するための貢献

2） 人や物の移動によってもたらされる弊害を極小化するための貢献

（2）域内協力機構の能力強化への支援

地域の地殻変動に伴い、地域協力機構の流動化が進行していることを踏まえた、わが国の取り組みへの提言は、次

のとおりである。

1） 対地域協力政策に裏打ちされた地域機構支援

2） SADC以外の地域協力機構を視野に入れた対応

3） 対地域協力プログラム形成の触媒機能の強化

4） アジアの地域機構との連携の強化

（3）地域の平和と安定化への支援

域内でODA事業を進めるに際しては、プログラム形成の前段階から事業の平和への影響を評価しこれに配慮した

うえで進めるべきである（「平和への配慮／平和アセスメント」）。さらに、戦略的に、平和構築への間接的な効果を

極大化しつつ、種々のプログラムを統合的に進めるといったアプローチによって、地域協力という枠組みを当該地

域の平和構築のために有効に活用する可能性が拓けてくる（「戦略的平和アセスメント」）。
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・域内の「資産」を生かした地域共通の課題（特に貧困削減に向けた諸課題）への取り組み

（1）社会セクター（保健・医療、教育等）の諸課題への対応

社会セクターの開発は、貧困削減の観点から域内の二国間協力においてほぼ例外なく重点分野とされている。従っ

て、地域協力支援に際しては、二国間協力によって培われた拠点を活用し、拠点間のネットワーク化を推進すると

いうアプローチが有効となり得る。

（2）農村の自立的発展、基幹食糧増産、産業開発等への支援

農村の自立的発展及び基幹食糧増産は、すべての域内国において農村の貧困削減を推進するための重要課題とさ

れており、これらについては、二国間の援助の枠組みのみならず、域内外の知見を結集しかつこれらの活用を促進

するような地域協力支援が有効である。

産業開発、地域振興等への支援を、地域協力の枠組みにおいて行う場合は、二国間援助との補完性に加え、特に

民間経済活動との補完性が前提となる。

3.　取り組み体制の強化

・現場主義の推進と知見のネットワーク化

（1）責任と権限のある現場体制の構築

アセアン諸国などと比べ、援助におけるわが国の協力実績が少ない南部アフリカ地域においては、現地の実状に

即応し、現地から評価される質の高い協力を展開するためにも、現場への責任と権限の委譲が求められる。

現場主導の方式による協力を拡充することを通じて、現場の援助実務に係る人材への責任と権限の委譲を進める

ことは、事業の効率化と迅速化をもたらすのみならず、現場における相手国関係者や他の援助機関との信頼関係の

構築を促進する。

（2）援助人材の機動的活用と知見のネットワーク化

様々なドナーによる援助が行われている南部アフリカ地域において、わが国の協力がそれなりの「存在感」を発揮

するには、質の高い人材を特定の任国一国の業務に留めず、複数の国において、より効果的に活用することについ

て、検討すべきである。

（3）援助協調を通じた「顔の見える協力」の推進

情報と目的の共有化は積極的に行い、援助手段の共有化については、わが国の強みを発揮できるよう、区別して

検討する。

一方、今後は、さらに各セクター、開発課題への取り組みや理念の構築のために目に見える貢献が行えるよう、「理

念の見える協力」を目指すべきである。

（4）新しい情報技術（IT）の活用

新しい情報技術（IT）の活用は、人と物の移動に大きな制約がある南部アフリカ地域において、国境を跨る課題や

地域共通の課題への取り組みを積極的に進めるための画期的な突破口を提供する可能性がある。

ITによって、域内のみならず域外における知見の蓄積と共有化が、現行の援助実施体制を補い、協力の質の飛躍

的な向上が可能となり、一層機動的な展開が実現する可能性がある。 しかしながら、ITは貧困削減その他の援助本

来の目的にとって、重要であるがあくまでもひとつの手段に過ぎない。ITを如何なる理念・目的に従って、具体的

に如何なるかたちで活用するかといった、いわば ITのコンテンツに係るしっかりとした構想が不可欠である。
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・包括的な政策対話機能の強化

有効な対南部アフリカ地域協力の推進のために必要なことは、わが国の知力を結集して、総合的な視点から状況の

変化の先にあるものを見通したうえで、わが国と南部アフリカ地域、ひいてはアフリカ全体との関係について恒常的

に考えていく仕組みを構築することである。

その一例として、既存の「日本・南アフリカ・パートナーシップ・フォーラム」などと随時緩やかな連携を保ちつつ、

非ODAや民間活動を包摂した総合フォーラムを南部アフリカ地域とわが国の協力のあり方を考えるために設置したり、

ITを活用したE -フォーラムのような形式を常設化することを検討すべきである。
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国際開発協会
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JICA Japan International Cooperation Agency

LLDCs Least Less Developed Countries

MDC Maputo Development Corridor

NGO Non-Governmental Organization

OAU Organization of African Unity

ODA Official Development Assistance

OECD Organization for Economic Co-operation and Development

OECF Overseas Economic Cooperation Fund
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PFP Policy Framework Paper

PRGF Poverty Reduction Growth Facility
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Natural Research and Training

SACU Southern African Customs Union

SADC Southern African Development Community
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SPA Strategic Partnership for Africa
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UNAIDS Joint United Nations Programme on HIV/AIDS
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UNDP United Nations Development Programme
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UNHCR Office of the United Nations High Commissioner for Refugees

UNICEF United Nations Children's Fund
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ZMM-GT Zambia-Malawi-Mozambique Growth Triangle

国際協力銀行

国際協力事業団

後発発展途上国
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1

1.　研究会設置の背景

冷戦後のアフリカは、依然として多くの国におい

て、貧困が深刻さを増しており、他地域の途上国と

の経済格差も拡大の傾向にある。さらに、政治面で

も民主化が進展している国もあるが、永続的平和と

安定のための基盤は未だ脆弱である。

このような中で、わが国は、アフリカの開発を支

援するためのアフリカ各国やドナー機関との協議を

行うためのアフリカ開発会議（Tokyo International

Conference on African Development: TICAD）の第二次

会合であるTICAD II会議を、国連及びアフリカのた

めのグローバル会合（GCA）と共催で開催した。

TICAD IIにおいては、今後のアフリカ開発における

社会開発や貧困を削減するのための指針としての

「東京行動計画」が採択され、わが国は、この「東京

行動計画」においてうたわれた内容を具現化するた

めの、さまざまな取り組みを実施してきている。

今後、アフリカ地域の開発に貢献するためには、

近年、南アフリカの国際社会への復帰による大きな

社会的、経済的変動が起こっている南部アフリカ地

域の動向を把握し、わが国としての援助のあり方を

検討することが非常に重要であるとの認識から、南

部アフリカ地域1並びに、その中でも地域の安定と発

展の中核を担う南アフリカ、内陸における援助重点

国であるザンビア、世界の最貧国のひとつであり、

内戦復興の観点からも援助ニーズの高いモザンビー

クの3ヵ国を対象とする本援助研究会を発足させた

ものである。

なお、JICAでは、アフリカ地域に関する援助研究

会として、これまでに、地域別援助研究会として、ア

フリカ地域別援助研究会（1989年度）、南部アフリカ

地域別援助研究会（1994年度）の2つを、国別援助研

究会として、ケニア国別援助研究会（1992年度）、タ

ンザニア国別援助研究会（1996年度）、ガーナ国別検

討会（1994年度）、セネガル国別検討会（1994年度）、

さらに、DAC新開発戦略分野別援助研究会の国別検

討として、ジンバブエ国別検討会（1998年度）及び

ガーナ国別検討会（1998年度）を実施してきた。この

うち、1994年度に実施した「南部アフリカ地域別援

助研究会」では、南部アフリカ地域を地域的な視点

からのみ分析・検討した研究会であり、提言では、同

地域の今後の開発における南アフリカの重要性と同

国への支援の必要性が特に強調されている。

2.　研究会の目的と検討内容

本援助研究会は、南部アフリカ地域の中でも、相

互に政治・経済面で密接な関係を有し、かつこれま

で国別の援助研究を実施していない、南アフリカ、

モザンビーク、ザンビアの3ヵ国の現状と相互関係

を十分に検討、分析することによって、南部アフリ

カ地域全体の開発の方向性を把握し、そのうえでわ

が国のこれら3ヵ国及び南部アフリカ地域への援助

のあり方を検討することを目的として発足したもの

である。

本研究会における具体的な検討内容としては、南

部アフリカ地域の政治、経済、社会等の各セクター

の現状と課題を分析し、同様に、南アフリカ、モザ

ンビーク、ザンビアの3ヵ国についても、開発の現状

と課題を分析した。さらに、わが国及び主要ドナー

機関による援助の動向分析を併せて、南部アフリカ

地域及び南アフリカ、モザンビーク、ザンビアに対

する、わが国の援助のあり方について、提言をとり

まとめた。

第1部　南部アフリカ援助研究会の概要

第1章　南部アフリカ援助研究会の概要

第1部　南部アフリカ援助研究会の概要

1 本研究会において検討の対象とした南部アフリカ地域は、主としてSADC加盟14ヵ国であるが、場合によっては、コ
モロ、マダガスカルを加えた16ヵ国について検討を行った。
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3.　研究会の進め方

本援助研究会は、1999年6月に第1回研究会を開

催し、その後、第2回～第7回研究会までは、南ア

フリカ・モザンビーク分科会とザンビア分科会に分

かれて、各国別の具体的な検討を行った。

その間、1999年8月に、南アフリカ、モザンビー

ク、ザンビアへの現地調査を行い、相手国政府や主

要ドナー機関、NGO、わが国援助関係者等との意見

交換を行い、提言とりまとめに向けた貴重な情報収

第2章　南部アフリカ援助研究会の特徴

1.　研究会の構成と特徴

本援助研究会においては、南部アフリカ地域全般

に加え、南アフリカ、モザンビーク及びザンビアの

3ヵ国を対象とした国別検討を行うという観点から、

学識経験者を中心とした委員会を設置し、南アフリ

カ・モザンビーク分科会とザンビア分科会の2つの

分科会を構成した。なお、一部の委員は、両分科会

を兼任した。

また、委員の分野構成としては、両分科会ともに、

政治、経済、社会をほぼ網羅的に検討可能な体制と

したが、各国の現状を踏まえ、南アフリカ・モザン

ビーク分科会では都市問題、ザンビア分科会では鉱

工業開発を担当する委員を置いた。

各委員は、毎回の研究会での議題に加え、報告書

第1巻～第4巻における現状認識の部分について、報

告書原稿の執筆を行った。

なお、各委員の担当分野に対応する形で若手研究

者やJICA職員を中心にタスクフォースを設置し、随

時委員の指導、助言を得つつ、タスクフォース主査

が第1巻～第4巻の提言部分についての原稿執筆を

行い、その他のタスクフォースは、委員が執筆する

原稿の参考資料として現状分析資料編を作成した。

2.　報告書の全体構成

本援助研究会で取りまとめた報告書は、和文計7

分冊、英文4分冊である。

このうち、研究会の概要と南部アフリカ地域への

集を行った。

さらに、第8回以降は主に合同研究会を開催し、両

分科会の立場を踏まえ、南部アフリカ地域に対する

援助のあり方についての検討を行った。

以上を基に、本援助研究会の報告書を取りまとめ

ていったが、各セクター及び援助動向における現状

と課題の分析及び原稿の執筆は主に委員が行い、提

言については、主査が作成した原案を基に、各委員

の意見を踏まえ、最終的な提言としてとりまとめた。

援助のあり方をまとめた第1巻、南アフリカへの援

助のあり方をまとめた第2巻、モザンビークへの援

助のあり方をまとめた第3巻、ザンビアへの援助の

あり方をまとめた第4巻が提言を含む本編であり、

第2巻から第4巻には、タスクフォースが作成した

本編の内容を補足するための現状分析資料をとりま

とめた別冊資料編を作成した。

南部アフリカ援助研究会

報告書一覧

第1巻 南部アフリカ地域編

第2巻 南アフリカ・本編

第2巻別冊 南アフリカ・現状分析資料編

第3巻 モザンビーク・本編

第3巻別冊 モザンビーク・現状分析資料編

第4巻 ザンビア・本編

第4巻別冊 ザンビア・現状分析資料編

Volume 1 Southern African Region

Volume 2 South Africa

Volume 3 Mozambique

Volume 4 Zambia

和
文
報
告
書

英
文
報
告
書
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第2部　南部アフリカ地域についての現状認識

平野　克己（日本貿易振興会アジア経済研究所）

序　章

本論の目的は、各国編のための背景情報として、

南アフリカ、モザンビーク、ザンビアの3ヵ国がその

なかで結び付き合っている地域情勢を説明すること

にある。国別の分析からはなかなか抽出し難い地域

の経済論理と、地域の国際政治を、各国編に先立っ

て確認しておきたい。

「南部アフリカ」はこれまで独特の意味付けを与え

られてきた地域である。1980 年代の南部アフリカ

は、アパルトヘイト体制を維持しようとする旧南ア

フリカの戦略とそれに反対する勢力とが対峙する闘

争の場であり、地域特性は極めて明確であった。し

かし、ネルソン・マンデラ（Nelson Mandela）政権の

成立によって旧来の基本構図が歴史的使命を終え、

いまここには新しい時代状況が開かれつつある。そ

れとともに、南部アフリカという地域枠組みも変化

しようとしているのである。変化の震源は新生南ア

フリカであり、そこから発せられる国境を越えた政

治的・経済的影響力なのであるが、その兆候は1990

年代初頭には既に始まっており、いまやその動向を

見ずしては地域情勢を語れなくなっている。モザン

ビークやザンビアはこうした影響を最も近くで強烈

に浴びる国であり、したがってこれら諸国は各国個

別に見るだけではなく、変転著しい地域情勢のなか

で観察しておく必要がある。

国際制裁の解けた民主化後の南アフリカは、政治

経済両面において、南部アフリカ地域に限定される

ことのない広範なグローバル展開を示している。そ

れはアフリカ大陸全般を網羅し、遠くアジアやラテ

ン・アメリカに到達し、欧米やオーストラリアとの

関係再編を含んでいる。となれば、ある意味では南

アフリカとの様々な関係性をもって規定され、それ

ゆえ同国周辺に限定されてきた「南部アフリカ」とい

う地域枠組みは、枠組みとしての境界が拡大し拡散

していくことによって徐々に意味を失っていくわけ

である。これは全アフリカの「南部アフリカ」化だと

もいえるし、また、アパルトヘイトという南部アフ

リカ問題が解決したいまとなっては、「南部アフリ

カ」的特性そのものが消滅したともいえる。以後の

アフリカの国際関係に残るのは南アフリカ対その他

諸国という二国間関係の束であるという些か大胆な

予想すら、いまや不可能ではない。事実、民間経済

レベルではそうなりつつある。

一方で、反アパルトヘイトという共闘枠から解放

された旧フロントライン諸国（後述）は、アフリカに

現出しつつある新しい国際関係情況に個別に適応し

ていくなかで、ときに利害を対立させ反目し、ある

いはまた互いに対する関心を喪失していって、南ア

フリカに近接しているという意味での「南部アフリ

カ」的連帯はやはり崩壊している。

かつて固有の地域環境ゆえに苦しみ、それゆえの

連帯に特徴付けられてきた南部アフリカは、全アフ

リカにおける反植民地闘争の終着点である南アフリ

カの解放を時代の区切りとして、アフリカ一般のな

かに解消され、地理的区画以上の意味を持たなくな

るのだろうか。それとも、なにか新しい枠組みが、南

部アフリカの新しい特性を生み出すのだろうか。予

め結論を述べておくと筆者の考えは後者なのである

が、「新しい枠組みと新しい特性」は、1980年代に顕

著であった南部アフリカ像とは当然異なっている。

本論が最終的に明らかにしたいのはその相違であり、

未だ輪郭のはっきりしていない新しい「南部アフリ

カ」である。その作業が重要であると考えるのは、旧

来の南部アフリカ観に基づいて現在のモザンビーク、

ザンビア、南アフリカ3国を解釈すると、場合によっ

ては不適切な援助政策を帰結してしまう危険性があ

るのと、時代の趨勢にそぐわない対アフリカ外交を

進言する結果となるのを恐れるからである。アパル

トヘイトの廃絶と周辺諸国の（南アフリカからの）経

済自立という、かつてここに存在した明解な課題は

既にない。その後には、まったく文脈の異なる、ア
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フリカ世界には前例のない地域動向が立ち現れてい

る。この根本的変化を理解しなければ、新時代の対

アフリカ外交と開発協力は演繹されない。

南部アフリカの実相を見てみよう。南部アフリカ

には国境を越えた経済的紐帯が濃密に存在しており、

地域経済圏と呼びうるものが形成されてきた。鉄道

網においてこのことは明らかで、アフリカ大陸では

ほぼ唯一、周密に発達した鉄道のネットワークが地

域全体を覆っている1。だが、なににもまして南部ア

フリカがその他アフリカ地域と決定的に異なったの

は、そこには、南アフリカのヘゲモニーが厳然とし

て成立していたという点である。むしろ、国によっ

て濃淡の差はあるにしても、南アフリカのヘゲモ

ニーに包摂されている領域をして南部アフリカ地域

と称した方が、実態としては正確であったかも知れ

ない。アフリカ大陸に並び立つもののない圧倒的地

域大国の存在が南部アフリカを特殊たらしめてきた。

ゆえに、対等で水平的な経済関係ではなく、非対称

で垂直的な極構造が現出した。その極構造が、南ア

フリカの民主化を契機として、旧来の南部アフリカ

地域枠組みを超え大陸全体に拡散しようとしている

のである。

南部アフリカ地域を構成してきた各国の様相は、

実にバラエティに富む。たとえば人口規模をみると、

4,000万人台の南アフリカや1,500万を超えるモザン

ビークがある一方、200万に満たないレソトや100万

にも達しないスワジランドのような小国家が存在す

る。経済面においても、ジンバブエが比較的発達し

た産業構造と多彩な商品生産力を持っているのとは

対照的に、ザンビア、ボツワナ、アンゴラは特定鉱

物資源に依ったモノカルチャー経済を特徴としてい

るし、レソトに至ってはこれといった産業を持たず、

その国民経済は出稼ぎ労働者の送金に依存している。

また相対的に高い所得に恵まれた国がある一方で、

モザンビークの1人当たりGNPは世界最低水準であ

る。政治面では、ボツワナが一貫して複数政党制を

維持しているのに対し、アンゴラでは独立以降一度

として戦火が絶えたことがない。さらにここには、

南アフリカ領土内に埋め込まれたレソトやスワジラ

ンドのような奇態な国家も存在する。

このようにも多様で、経済力も経済規模も異にし

ている国家群が、ではなにゆえに一つの経済圏を構

成してきたのだろうか。また、このようにも歪な経

済圏を成立せしめた南アフリカのヘゲモニーとは

いったいどのようなものだったのか。まずはこの点

から検討するために、80年代型構図に至るまでの歴

史的経緯を遡ろう。

1 20世紀初頭においてイギリスはインドに次ぐ海外投資を南アフリカに対して行っており、1913年の段階で南部アフリ
カ地域は、第三世界において、インドには及ばないものの中国を遥かに凌ぐ鉄道敷設距離を有していた。



5

第 2部　南部アフリカ地域についての現状認識

第1章　南部アフリカの歴史的形成

最初に南部アフリカ通史から本論の作業を始めるのは、80年代型構図の形成過程を見ることのほかに、南

アフリカ白人社会の歴史観によってこれまで歪められてきた感のある地域史を、改めてここで点検しておく

意義があると考えるからである。80年代型構図の暴力的性格は、そこに至った地域の歴史を正確に理解して

おかなければ把握できない。その暴力性は、60年代には完成していた南部アフリカの地域経済構造が崩壊し

ていったことの、いわば反作用として捉えられる。

1.　首長国群の成立

南部アフリカには紀元前の遥か昔から牧畜民が居

住していて、かなり安定した牧畜採集経済が営まれ

ていた。そこに長い時間をかけて農耕文化が浸透し、

遅くとも3世紀には、ナタールに至るまでの広範な

地域において鉄器を使用した農耕が行われるように

なった。10世紀前後にはリンポポ川中流域（現在の

ボツワナ・ジンバブエ・南アフリカ国境付近）に鉄器

文明を持つ都市国家が形成され、インド洋交易圏に

参加していた。その精華がグレート・ジンバブエで

ある2。

ヨーロッパとの遭遇を間近に控えた16世紀には、

一定降水量を持つほとんどの地域に農牧混合経済を

基盤とする国家が形成されていた。そのなかには、

ヨーロッパからこの地に最初にやってきたポルトガ

ル人と金交易を行っていたモノモタパ王国（現ジン

バブエ北部）や、彼らと奴隷貿易で結び付いたンゴ

ラ王国（現アンゴラ）などがある。南アフリカの東側

を縁取るドラケンスバーグ山脈と海岸線に挟まれた

地域には、バンツー系言語を話すングニ人の首長国

群が胚胎されたが、彼らは現在の南アフリカ黒人の

始祖である。主に南部ングニがコーサとなり、北部

ングニはズールーとなった。これら首長国の多くは

19世紀後半まで存続した。

15世紀末から東回りインド航路を求めてヨーロッ

パ船がこの地を訪れるようになるが、南アフリカ海

域は激しい海流に守られているために、大航海時代

の先陣をきったポルトガルは南アフリカに拠点を確

保することができず、ポルトガル人入植地は、モザ

ンビーク、アンゴラより南下することはなかった。

2.　白人の入植

初めてケープ半島への入植に乗り出したのは、17

世紀にイギリスと覇を競っていた通商国オランダで

ある。1652年にヤン・ファン・リーベック率いる遠

征隊がこの地に足を踏み入れてからは、ケープ半島

は、オランダ東インド会社が管轄するインド洋貿易

航路の補給基地としてヨーロッパ史に登場するよう

になる。オランダ人入植者はマレー半島から労働力

を導入して奴隷制社会を形成しつつ、徐々にその版

図を拡大していった。先住牧畜採集民であったコイ

サン人は、白人が持ち込んだ天然痘によって大打撃

を受け、北方の乾燥地に駆逐されるか、あるいは奴

隷として植民地社会に吸収された。その後南アフリ

カ独特の人種分類として登場する「カラード」は、マ

レー系、コイサン系を含めた都市解放奴隷の子孫と、

僻隅に棲むコイサン人を併せて称するものである3。

ファン・リーベック隊がケープに入った1652 年

は、第一次英蘭戦争が始まった年でもある。このと

き既にヨーロッパの覇権はオランダからイギリスへ

と移りつつあった。オランダを追い落としたイギリ

スは、次なるライバル、フランスとの覇権争奪戦を

繰り広げることになるが、英仏戦争のさなかの1795

年に、この地にフランスが進出してくることを恐れ

たイギリスによってケープ植民地が占領された。イ

ギリスが引き継いだのは、ケープタウン以外には町

らしい集落を持たず、人口の半分を奴隷が占めてい

るような前近代的コロニーであった。その周辺には、

オランダ本国支配から半ば独立した入植者集団が茫

漠と拡散していて、黒人首長国と小競り合いを繰り

返していた。

2「石の家」を意味するジンバブエの国名はこの巨大遺跡に由来する。
3 未だにこれを「混血」と訳しているものがあるが、誤りである。
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しばらくしてイギリスからの計画入植が始まり、

その第一陣は「1820年の入植」と呼ばれている。彼ら

はオランダ系入植者と混交することなく、別個の社

会を形成していった。またイギリスの制度が導入さ

れ始め、公用語が英語になって、奴隷制が廃止され

た。これに反発したオランダ系入植者達（彼らはや

がてアフリカーナー民族を自称するようになる）は、

1830年代から多数の奴隷を引き連れて集団移住を開

始する。これがグレート・トレックである。

3.　ムフェカネの激動

白人入植者社会がオランダ系初期入植者とイギリ

ス人入植者とに分裂していく一方で、黒人社会もま

た大変動を経験していた。

次第に高まる人口圧力によって土地支配権をめぐ

る黒人首長国間の緊張が抜き差しならなくなってい

た頃、ズールー族にシャカ王が出現する。彼はズー

ルー王国を強大な軍事国家に仕立てあげ、1818年に

ナタール北部を統一した後、周辺首長国に対する

大々的な侵略戦争に乗り出していった。これが「ム

フェカネ」4といわれる時代の始まりである。内陸部

にあった共同体社会は破壊され、ズールー王国に押

し出された他の集団が各地に散っていって、そこで

新たな国家を建設した。戦乱による大規模な人口移

動の影響は遠くジンバブエ、ザンビア、マラウイ、タ

ンザニアにまで及んだ。たとえば、ングニ人の一派

は現在のジンバブエ南部に進出してンデベレ王国を

築き、旧モノモタパ王国の領域を支配した。他の一

派はガザ王国（現モザンビーク南部）を興し、現在の

ザンビアやマラウイにも新しい征服王朝が成立した。

19世紀前半は南部アフリカにとって骨肉相食む戦国

時代であった。

アフリカーナーのグレート・トレックはまさにこ

の時代に始まったのである。彼らに無主の土地と見

えた内陸の草原地帯は、実はムフェカネの争乱と

人々の難民化が作り出した一時的空白に過ぎなかっ

た。かつてのアフリカーナー正史では、この時代は

残虐な黒人と戦ったアフリカーナー開拓民の苦難の

歴史として描かれてきたが、しかし同様の苦難は、

人種に関わらずこの地に居住するすべての人々に

よって共有されていた。白人黒人入り乱れての戦乱

が続くなかで多くの共同体社会が消滅し、大勢の

人々が殺され、あるいは土地を追われて難民化した

が、その過程で次の時代が準備されていった。

ズールーとアフリカーナーの主戦場となったナ

タールは、結局イギリスの支配下に組み込まれた。

難攻不落の山岳地帯に集結したソト人の一派は、南

アフリカ高原部にアフリカーナーが建国したオレン

ジ自由国の圧力に耐えかねてイギリスの保護を求め、

自ら進んでその植民地（バストランド、現レソト）と

なることで生き残りを果たした。レソト山中に発す

るオレンジ川は、バール川と合流して南アフリカの

地表水の2割以上を供給する。ここを版図とするこ

とでイギリスは南アフリカの水源を掌中に収めた。

オレンジ自由国の北隣には、もうひとつのアフリ

カーナー国家である南アフリカ（通称トランスバー

ル）共和国があったが、こことナタール植民地とに

挟まれるようにして形成されたスワジランド王国は、

トランスバール、ナタール双方と友好関係を保つこ

とでズールー人の侵略を免れ、各勢力の均衡点にお

いて独立を維持していた。やがてスワジランドは、

トランスバールに海への出口を与えまいとするイギ

リスの思惑からその植民地に併合された。トランス

バールの東側に位置し、同共和国の領土拡張によっ

て存亡の危機に立たされていたツワナ人は、やはり

イギリスに保護を求め、トランスバールがドイツ領

ナミビアと結び付くことを恐れたケープ植民地政府

によってイギリス領（ベチュアナランド、現ボツワ

ナ）に組み込まれた。

こうして、ムフェカネの争乱が治まった19世紀後

半には、2つのアフリカーナー共和国（トランスバー

ル共和国、オレンジ自由国）、2つのイギリス植民地

（ケープ、ナタール）、3つのイギリス高等弁務官領

（スワジランド、バストランド、ベチュアナランド）

に結実することになる基本的境界線が確定し、現在

に至る版図の原型が形成された。もしここにアフリ

カーナーとイギリスの対立関係が存在しなかったな

ら、つまり、他のアフリカ諸国と同様に宗主国対現

地社会という単一の対立軸だけであったなら、ボツ

4 ズールー語で「蹴散らし」や「破壊」といった意味。
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ワナ、レソト、スワジランドは独立国家としては存

在しなかったであろう。この3ヵ国は、ムフェカネの

争乱を母胎として誕生したとはいえ、アフリカー

ナーと大英帝国の相克が生み出した地政学的産物な

のである。これが南部アフリカ独特の小国家の由縁

であって、したがってこれら小国家は、大英帝国が

消滅すると同時に一方の梃子を失って、南アフリカ

への極端な従属を強いられることになる。

またこの時代には、ナタール植民地の農業労働力

としてインド人契約労働者の導入が始まっている。

彼らはそのまま定着したことから、さらに新しい人

種構成要素が南アフリカに加わることになった。ナ

タールにおけるインド人人口は、やがて白人のそれ

を上回るようになる。

4.　ダイヤモンド鉱・金鉱の発見と帝国主義

このように激烈な社会変動を経た南部アフリカで

はあるが、世界経済との関係でいえば大した変化は

見られなかった。すなわち、ケープ植民地産の羊毛

を英本国に輸出し、かわりに雑多な消費財を輸入す

るという構造が継続していたのである。決定的な転

換点は、1867年にキンバリーでダイヤモンド鉱が発

見され、続いて1886年にトランスバール金鉱が発見

されたことによって訪れた。

膨大な埋蔵量を擁する両鉱脈は、世界中から大量

の移民と投資を呼び込んだ。キンバリーとヨハネス

ブルグという鉱業都市が俄に出現して急速に膨張し、

これらと港湾とを結ぶ鉄道網が敷設された。数年に

して南アフリカは世界経済の欠かせない一部にまで

昇格した。

この事情が、19世紀末のヨーロッパ外交を変質さ

せつつあった帝国主義気運を刺激することになる。

列強によるアフリカ分割を決めたベルリン会議

（1884-85年）において、アクセスの難しい南部アフ

リカ中央部、リンポポ川以北に権益の空白が生まれ

た。ケープ植民地首相であったローズは、リンポポ

川以北に新たなる金鉱脈を求めて、南部アフリカ中

央部の領土権獲得に乗り出す。1889年にイギリス本

国はローズに対し、トランスバール共和国以北の統

治と開発を認める特許状を発出した。この特許状に

基づいてイギリス南アフリカ会社が設立され、ベ

チュアナランド経由で北方への入植が始まった。そ

の結果、トランスバール共和国の背後にイギリス領

ローデシア（現ジンバブエ）が誕生し、彼らの手に

よってンデベレ王国は滅ぼされた。その後ローデシ

アは北に向かって拡大していく。イギリス南アフリ

カ会社による鉄道敷設も進み、1899年にはモザンビ

ーク中部のベイラ港とソールズベリ（現ハラレ）が連

結された。

南部アフリカ中央部の領土権争いに敗れ、アンゴ

ラとモザンビークの連結に失敗したポルトガルでは、

その屈辱に発奮した「1891年世代」による革命政権が

成立して、植民地行政の「近代化」が図られた。奴隷

貿易という収入源を失ったポルトガル領アフリカは

当時破産の危機に瀕しており、アンゴラにおいては

コーヒーの、モザンビークにおいては綿花の強制栽

培が始まった。

イギリス本国では、第3次ソールズベリ内閣（1895-

1902年）で植民地相に就任したジョゼフ・チェンバ

レンが南アフリカ高等弁務官にアルフレッド・ミル

ナーを任命、このコンビによって露骨な帝国主義政

策が展開される。ミルナーの挑発的な介入を前にし

てもはや開戦は避けられないと判断したアフリカー

ナー側は、ケープ、ナタール両植民地に対する進撃

を開始し、2年半に及ぶ南アフリカ戦争（通称ボーア

戦争、1899-1902年）が勃発した。劣勢が明らかなア

フリカーナー軍はしかしよく奮戦し、イギリスは45

万にも上る兵力動員を余儀なくされた。イギリス軍

は焦土作戦を展開して数万人のアフリカーナー子女

や黒人を死に至らしめた。ジョン・ホブソンの『帝国

主義論』は、彼が従軍記者として実見したこの戦争

をもとに書かれたものである。ウィンストン・

チャーチルもまた従軍記者の 1 人で、アフリカー

ナー軍捕虜となり奇跡的に脱走に成功したことが彼

を一躍有名にして、政界進出のきっかけとなった。

この戦争によってイギリスが得たものは、しかし

ミルナーの当初の意図とはまったく違うものであっ

た。アフリカーナー側が降伏して2つの共和国は大

英帝国の版図に接収されたが、その後に行われた選

挙では、アフリカーナー政党を軸とする反帝国主義

勢力が各植民地で勝利し、彼らのイニシアティブの

もと1910年にイギリス自治領南アフリカ連邦が成立

した。連邦には、やがてここがアフリカーナー民族
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政府を確立してアパルトヘイト政策を推進していく、

そのための法的装置が既に組み込まれていた。イギ

リス本国にできたことといえば、高等弁務官領で

あった3つの地域を連邦から除外させたことのみで

あった。南アフリカ連邦から除外されたゆえの「幸

福」と「苦悩」が、後に南部アフリカ開発調整会議（後

述）を形成させるのである。

5.　アパルトヘイトの確立

南アフリカ連邦の成立から第二次世界大戦に至る

期間は、一時の例外を除いてヤン・スマッツが国政

を指揮した時代である。スマッツはケープ生まれの

アフリカーナーで、オックスフォード大学を卒業し

てからトランスバール共和国の法務長官を務め、

ボーア戦争中はコマンド軍指揮官であった。第一次

大戦では大英帝国戦時内閣の閣僚に就任して国際連

盟創設に関与し、第二次大戦後は国際連合憲章の起

草にも参画している。彼はイギリスとの融和政策を

推進するとともに南アフリカ経済の復興と発展に尽

力したが、一方では黒人差別のための法律を次々に

成立させた。いわば、やがて来るアパルトヘイト時

代のための準備体勢を整えた時代であった。

スマッツに対して反旗を翻し、南アフリカ在住イ

ンド人の権利擁護運動を展開したのが、当時ダーバ

ンで弁護士業を営んでいたモハンダス・ガンジーで

ある。後にインド独立を指導する彼の非暴力抵抗運

動は、このとき南アフリカにおいて始まっている。

結局のところ人種問題に関して明確な方針を示せ

ず、頼りになる後継者も持てなかったスマッツ陣営

は、1948年の選挙でアフリカーナー民族主義とアパ

ルトヘイト政策の推進を掲げる国民党に敗北した。

以後は、ほぼ一直線でアパルトヘイト体制が構築さ

れていく。

6.　「白いアフリカ」

かつて1970年代に至るまで、南部アフリカは「白

いアフリカ」と呼ばれていた。地域全体を白人入植

者の政権が支配していたからである。

南アフリカにおいて独占的権力を掌握した国民党

は、黒人解放運動に酷烈な弾圧を加えながら、アパ

ルトヘイト体制を着々と構築していった。南アフリ

カ経済は膨大な鉱産物輸出収入によって着実な発展

を示し、廉価な黒人労働力にも支えられて、産業構

造を急速に高度化させていく。山岳地に閉じ込めら

れた結果頼るべき耕作地を所有できなかったレソト

人は、アパルトヘイト法制からは逃れたものの、南

アフリカ鉱山に出稼ぎに行く以外生活を維持する手

段を持てなくなった。出稼ぎ労働形態はモザンビー

クやマラウイにも構造的に定着して、南アフリカ国

内におけるアパルトヘイト型出稼ぎ労働とともに南

部アフリカの特徴となった。

南アフリカ連邦の北方では、1920年代から北ロー

デシア（現ザンビア）の銅採掘が本格化して、南ロー

デシアの製造業が発展し、1953年にはローデシア・

ニアサランド連邦（通称中央アフリカ連邦）が創設さ

れた。中央アフリカ連邦は、南アフリカ連邦とは別

個の独立した経済単位として成長していった。連邦

中央部を流れるザンベジ川に大規模なカリバダムが

建設され、発電所が作られて、重工業の発展を支え

た。南ローデシアは連邦経済の工業センターであり、

北ローデシアの銅輸出収益は南ローデシア製造業の

成長原資として活用された。ニアサランド（現マラ

ウイ）は両ローデシアのための労働力供給源として

機能した。南アフリカを除けばジンバブエがこの地

域で唯一、自立的な国民経済を持って独立したのは、

南ローデシアの経済を継承したからである。また、

北ローデシアの銅開発が主に南アフリカ資本に依存

していたことから、ザンビアは南アフリカとローデ

シア双方への、重複した従属関係に置かれることに

なった。

このふたつの連邦国家を後背に持つことで、ポル

トガル領アフリカの経営も維持されていた。ポルト

ガルは、モザンビーク労働者をトランスバールに供

給して賃金の一部を植民地財政に組み入れるのと同

時に、トランスバール荷扱いの半分をロレンソマル

ケス（現マプト）港経由とする協定を南アフリカ連邦

との間で結んでいた。またローデシア貨物のほとん

どはベイラ港ルートで扱われ、植民地歳入の40％は

鉄道港湾サービスによって賄われていた。一方アン

ゴラでは1920年代にダイヤモンドの採掘が始まり、

このダイヤモンドと、北ローデシアやベルギー領コ

ンゴの銅を搬出する目的で、イギリス資本の手に
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よってベンゲラ鉄道が建設された。1950年代には石

油採掘が始まり、アンゴラは「黄金の50年代」を迎え

た。しかしながら国力に劣るポルトガルを宗主国に

持つ両植民地においては、南アフリカ連邦と中央ア

フリカ連邦に依存する極めて安上がりの財政運営が

行われ、社会資本投資が一向に進まず、国内移動の

ための交通網が不在であるばかりか、黒人に対する

教育はまったく看過された。

このようにして、二つの連邦国家を核とする南部

アフリカ地域経済の原型が形成され、それらと深く

結び付くことで維持されるポルトガル領アフリカの

経済構造が固定された。しかし、その一見安定的な

地域経済構造は、膨大な黒人大衆の犠牲のうえに浮

かんだ「白い枠組み」でしかなく、当然ながら黒人解

放運動の挑戦に曝される運命にあった。ここから先

に続く歴史は、この原型が徐々に破壊されていく解

体の過程である。

アフリカ人社会は20世紀初頭の段階で一旦は完全

に制圧されたが、第二次世界大戦が終了して暫く後

には、各地で黒人解放闘争が激化していった。1960

年のシャープビル事件直後、南アフリカ連邦は共和

国に体制移行し、英連邦から追放された。1964年に

はザンビアとマラウイが独立したが、南ローデシア

の白人政権は権力移譲を拒否して、宗主国イギリス

の意向を無視する形で一方的に独立を宣言し、やは

り英連邦から追放されて、ローデシア共和国となっ

た。中央アフリカ連邦という経済基盤を喪失した

ローデシア経済は、国際的にも完全に孤立して、隣

国南アフリカへの依存を急速に深めていった。ザン

ビアとローデシアの関係は緊迫化し、一時期国境が

閉鎖されて、このことが中国の援助によってタザラ

鉄道が建設される引き金となった。一方マラウイは

南アフリカやローデシアとの融和政策をとり、南ア

フリカの援助でナカラ鉄道を敷設した。60年代後半

に入ると、ボツワナ、レソト、スワジランドが相次

いで独立した。このようにしてイギリスの支配権は、

南部アフリカ地域から完全に姿を消した。

南アフリカ、ローデシア、ポルトガル両植民地の

白人政権は、各々の領域内で活動する民族解放組織

を共同で撃退するための軍事協定を結んでいた。だ

が、15万人もの兵員をアフリカに送り込み、そのた

めに国家予算の半分を費消し続けたポルトガルは、

既に疲弊しきっていた。そのポルトガルで1974年に

クーデターが発生、独裁政権が倒れたことで、モザ

ンビークとアンゴラは独立を達成した。モザンビー

クに黒人政権が成立したため、ローデシアの解放組

織はモザンビーク領内に恰好の兵站を確保すること

ができるようになり5、ローデシア内戦は一気に激化

した。

ローデシア問題が国際化してアメリカが調停工作

に乗り出してくると、南アフリカはローデシアにお

ける白人政権の維持を諦め、地域ブロックとしての

アパルトヘイトは崩壊した。孤立を余儀なくされた

南アフリカ白人政権は、アンゴラ内戦への軍事介入

に見られる如く、自らの生存を暴力的な手段によっ

て確保しようとし始めるが、1976 年には国内でソ

ウェト蜂起が勃発して、時代の流れは明らかにアパ

ルトヘイトの「終わりの始まり」を告げていた。

地域経済システムのなかで連結していた各国は、

こうして分断されていき、成長経路を失って、国民

経済の自立化を模索せざるをえなくなった。あるい

は、アパルトヘイト南アフリカへの苦渋に満ちた従

属を受け入れる以外、新生黒人国家には存続の道が

なかった。

5 独立後モザンビークはGNPの1割にも相当する被害を覚悟の上で対ローデシア国境を閉鎖、現ジンバブエ与党である
ジンバブエ・アフリカ民族同盟（ZANU）のゲリラ軍（ZANLA）に基地を提供した。モザンビーク内戦を惹き起こした反
政府組織モザンビーク民族抵抗（RENAMO）は、ZANLAを後方で叩くためにローデシア軍が創設したものであり、ジン
バブエ独立後には南アフリカがRENAMOを支援した。
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1980年代は、南部アフリカにとっても、またアフリカ全体にとっても苦悩の時代であった。石油危機に

よってマクロ経済バランスが瓦解したアフリカ諸国を構造調整政策が覆っていくなかで、従来の国家運営方

法が厳しい見直しを迫られることになった。南部アフリカにおいても特にザンビアの制度疲労が顕著になっ

ていくが、その一方では、終焉の季を迎えつつあったアパルトヘイト体制による、最後の、しかし激烈な攻

勢が展開されるのである。

1.　CONSAS構想

ポルトガル領アフリカの独立と、それに続いたジ

ンバブエ独立（1980年）によって、アパルトヘイトの

同胞を支援して地域ブロックとしての白人権力を維

持するというそれまでの緩衝国強化政策を放棄せざ

るを得なくなった南アフリカは、新しい政策体系と

して全面戦略（Total Strategy）を策定した。これは、南

部アフリカへの共産主義勢力の浸透を食い止めるた

めに、軍事力のみならず、経済力、政治力、情報力

といった、南アフリカが有するあらゆる能力を総動

員するというもので、最終的には「穏健派自由主義」

諸国による地域共同体の構築を目標としていた。こ

れが「南部アフリカ国家連合（Constellation of Southern

African States: CONSAS）」である。

これは「白いアフリカ」に代わる、南アフリカの新

しい地域生存圏として企画され、人種主義に代わっ

て反共が、南アフリカ外交の表看板に掲げられるよ

うになった。ホームランド6と周辺諸国を同列なメン

バーとして含む、南アフリカのヘゲモニーに包摂さ

れた衛星国家群を形成して、国際社会に南アフリカ

を地域大国として承認させようという構想が

CONSASであった。

全面戦略に従って当時の南アフリカは、周辺諸国

に対しアメとムチを使い分けた。「南部アフリカ関税

同盟（Southern African Customs Union: SACU）」加盟

国への資金配分を増やすとともに、CONSAS構想の

ための金融機関として「南部アフリカ開発銀行

（Development Bank of Southern Africa: DBSA）」を設

立した。一方、マルクス・レーニン主義を標榜する

第2章　1980年代の南部アフリカ

6 南アフリカ国内にあった「部族」別居住地。国民党政権は人口の75％を占める黒人を10の「部族」に分類し、各ホームラ
ンドに帰属させることによって南アフリカ国籍を剥奪して、南アフリカ本土における白人優位を捏造しようとした。こ
れをグランドアパルトヘイト政策という。4つのホームランドが「独立」したが南アフリカ以外は国家承認しなかった。

7. 破壊工作には南アフリカ軍や秘密工作員のほか、各国の反政府ゲリラが使われた。

アンゴラとモザンビークに対しては不安定化工作を

展開し、両国の地域輸送ルートは繰り返し破壊され

て7、内陸国は南アフリカを経由しなければ貿易でき

ないという状況が政策的に作り出された。1980年代

中頃における各国の対南ア輸送依存率は、レソト

100％、マラウイ95％、ジンバブエ85％、スワジラ

ンド70％、ザンビア55％にも上った。

現南アフリカ与党である「アフリカ民族会議

（African National Congress: ANC）」を南部アフリカ地

域から放逐するため、亡命ANC要員をターゲットと

した破壊工作では、ジンバブエ、ザンビア、ボツワ

ナといった諸国も被害を受けた。このようにして周

辺諸国に軍事的脅威を与える一方で、南アフリカは

各国に対して相互不可侵条約の締結を提案し、ANC

の国外追放を要求したのである。1984年に締結され

た南アフリカ・モザンビーク相互不可侵条約（通称

ヌコマティ協定）は、不安定化工作の主要目標とさ

れたモザンビークが遂に追い込まれた敗北であり、

南アフリカにとっては全面戦略の成果であった。

2.　SACU

CONSASが実現可能性のあるものとして構想され

た背景にはSACUの存在がある。SACUの発祥はケー

プ植民地とオレンジ自由国とが1889年に結んだ関税

同盟にある。これにバストランドとベチュアナラン

ドが編入され、ボーア戦争終了後にはスワジランド

が加えられた。これが、南アフリカ連邦が創設され

た後、連邦政府とイギリス本国の合意に基づいて

SACUに再編された。SACU協定は3保護領の独立後
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に改訂され（1966年）、1976年に修正が施されて、現

在に至っている。1990年には、南アフリカから独立

したナミビアが加盟した。

SACUはまた共通通貨圏でもある。植民地時代の

単一通貨制度は、南アフリカが共和国に移行して独

自通貨ランドを発行（1961年）するようになってから

も継続し、1974 年にはランド通貨圏協定が結ばれ

て、1986年に共通通貨圏（Common Monetary Area:

CMA）に改称された。1974年以降CMA加盟国は独

自通貨を発行しているものの、各通貨はランドと等

価で連結されていて、中央銀行機能は南アフリカ準

備銀行が担っている。ボツワナはCMAに加盟してい

ないが、ナミビアは独立後SACUと同時に加盟した。

SACUは域内無関税と域外共通関税を備えた完全

な関税同盟であり、共通通貨を有するばかりか域内

資本移動の自由が保証されていることから、アフリ

カにおける地域経済機構としては最も強固である。

SACU圏は南アフリカ商品と南アフリカ資本によっ

て維持されているところの、南アフリカ経済の裏庭

なのである。

3.　SADCC

アフリカに最も早くやってきて最も遅く去った宗

主国ポルトガルが1975年に退却した後、民族解放の

次なる前線となったローデシア問題を解決するため、

ジンバブエ解放闘争を一致団結して支援するという

目的でフロントライン大統領会議（タンザニア、ザ

ンビア、ボツワナ、モザンビーク）が結成された8。タ

ンザニアは地理的に南部アフリカに属していないが、

故ニエレレ大統領は独立直後にローデシア問題をめ

ぐる対立から、旧宗主国であり最大援助国であった

イギリスと国交を断絶していた。ニエレレはアフリ

カ統一機構（Organization of African Unity: OAU）解放

調整委員会の委員長であり、1960年に非合法化され

亡命を余儀なくされたANCに対してタンザニア内

に基地を提供した。フロントラインの議長も、引退

するまで彼が務めた。

南アフリカが全面戦略を実行に移し始めると、

フロントライン諸国は、CONSAS構想に対抗する地

域的な経済機構を設立すべく話し合いを開始する。

1979年の設立準備会議を経て1980年にルサカ首脳

会議でルサカ宣言「南部アフリカ－経済的解放に向

けて」が採択され、ここに「南部アフリカ開発調整会

議（Southern African Development Coordination

Conference: SADCC）」が発足した。同会議にはフロン

トライン諸国のほか、マラウイ、レソト、スワジラ

ンド、そして、独立を直前に控えたジンバブエが出

席した。

SADCC創設を主導したのはボツワナの故カーマ

大統領である。カラハリ砂漠に隣接するボツワナは、

1966年に独立した当時は牧畜以外にこれといった産

業を持たない貧困国で、イギリスの財政援助に大き

く依存していた。ところが、独立後に銅・ニッケル

鉱床とダイヤモンド鉱床が相次いで発見され、以後

は急成長を遂げる。この過程でボツワナは、南アフ

リカ資本の手になる経済開発に身を委ねながら、一

方で経済の自立化を模索するという二律背反のなか

で呻吟し、黒人解放勢力を支持しつつも常に南アフ

リカとの関係を考慮せざるをえないという、極めて

限定的な制約のなかで外交政策を進めてきた。

それでもボツワナはやがて財政自立を達成し、ラ

ンド通貨圏からの離脱に成功する。次なる自立化の

目標としてカーマ大統領が重視したのが通信・輸送

における南アフリカ依存の軽減であり、この認識は

カーマ亡き後も（1980年死去）SADCCにそのまま引

き継がれた。こういった経緯からSADCC事務局は

ボツワナに置かれ、SADCCが南部アフリカ開発共同

体（後述）に再編されてマンデラが議長に就任するま

で、ボツワナが議長国を務めた。

SADCC創設に関する話し合いが始まった1979年

は、ローデシア問題が大詰めを迎えていた頃であり、

ジンバブエの独立形態をめぐる南アフリカ対フロン

トラインの戦いに決着がつこうとしていた時期であ

る。南アフリカはジンバブエに穏健派政権を樹立す

ることで、CONSAS構想を実現させようと画策して

いた9。フロントラインの一員であり、かつSACU加

盟国でもあるボツワナにとっては、CONSASの実現

8 アンゴラは独立内戦のため政権樹立が遅れ、翌1976年に加入。
9 1980年に行われたジンバブエ総選挙では、南アフリカ及びアメリカが期待した政党が敗北して、彼等が教条的マルク
ス主義者として最も警戒したムガベ現大統領が勝利した。
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は国家のアイデンティティに関わる重大な脅威だっ

た。SADCCは、経済協力機構であると同時に、南部

アフリカ解放闘争の一翼を担う存在として発足当初

から政治的色彩を濃厚に有しており、南アフリカ対

フロントラインという対立図式のなかで登場したと

ころの、南アフリカによる周辺国不安定化工作と

CONSASに対するアンチテーゼなのである。

ルサカ宣言の要諦は、

①南アフリカの経済ヘゲモニーは南部アフリカ諸

国の発展を著しく阻害している、

②よって我々は一致団結して経済的解放を勝ち取

らなければならない、

③就中、南アフリカの地域支配は同国による輸送

ルート独占によって強化されていることから、交

通運輸網の再建整備がSADCCの中心課題となる、

④この目標達成に向け海外の協力を招聘するため

ドナーとの年次協議を持つ、

の4点であった。

SADCCは国際協定に基づいて創設されたもので

はない。したがって加盟国政府から（一部を除いて）

なんらの権限も委託されておらず、加盟国に代わっ

てドナーと直接交渉にあたることもできない。

SADCCの存立基盤は、ルサカ宣言に合意する各国の

自発的意思に依っている。

このため設立当初のSADCCは独自の予算を持た

ず、官僚組織もなかった。そのシステムは、加盟国

に担当部門を割り当て、それぞれの担当に関して各

国が全地域の開発プロジェクトを統轄して、SADCC

プロジェクトを選定・調整するというものであり、

その業務は各国政府が、各々の予算と人員を使って

行うことになっている。このようなシステムは援助

国側、加盟国側双方に戸惑いを生じさせたことから、

1981年の首脳会議で機構整備が図られ、サミット、

閣僚会議、部門別委員会、常設事務委員会、事務局

の各機能が定められた。しかし基本的システムに変

化はなく、加盟国政府のなかに置かれた部門別調整

機能（Sectoral Coordination Unit）が飽くまでも中心的

役割を担っている10。

既存のアフリカ地域協力機構と比べてSADCCを

高く評価する議論の論拠は、こういった組織的簡素

さにある。運輸インフラを中心としたプロジェクト

志向が極めて明解で、域内政治の介入する余地が少

なく、組織費用も必要としない点は、目に見える具

体的成果に的を絞った「機能的統合」の好例として一

部の賞賛を受けることになった。ただSADCCは、そ

の分権的性格から地域統合については積極的でなく、

また東南部アフリカ特恵貿易地域（後述）が同時期に

設立されていたことから、アフリカ全体の地域統合

プログラムとは一線を画していた。

SADCCは、ドナー諸国の積極的な反応を引き出す

ことに成功した。毎年開催されるドナー年次協議で

プロジェクト一覧とその経費が提示されるが、総経

費のおおよそ85％は外貨分としてODAの支援を仰

いでおり、必要額の半分近いプレッジを順調に確保

していた。また総費用の半分以上、多い年には80％

が運輸通信部門で占められ、その主軸となるプロ

ジェクトはベイラ回廊再建計画であった11。

SADCCプロジェクトに対する援助は、同組織が国

際法上の実体を有していないことから通常の供与手

続きにそぐわない嫌いがあった。しかしながら、そ

の目的とする開発課題、すなわち南アフリカ経済ヘ

ゲモニーからの脱却が、国際社会の注視を集めてい

た当時の南部アフリカ情勢においてただならぬ重要

性を持っていたことから、欧米諸国の積極的コミッ

トメントを集めることになった。対SADCC援助は、

形式上は各加盟国に対する二国間援助の形態をとる

わけだが、主要ドナーはSADCC用に別枠予算を用

意した 12。各加盟国の国内開発事業とは違って

10 したがって援助国側は、A国におけるプロジェクトを支援しようとする場合、そのプロジェクト部門を担当するB国と
も協議するよう要請されることになるが、B国は同プロジェクトに関してなんら権限を委託されておらず、援助手続き
に関する一切の権限は依然としてA国に帰属している。

11 ベイラ港はかつて中央アフリカ連邦の主要貿易港であった。鉄道、道路、パイプラインを持つが、モザンビークが独立
後に対ローデシア国境を封鎖したことで衰退し、ジンバブエ独立後は南アフリカの不安定化工作のターゲットとされた。
当時は同ルートを防衛するためジンバブエ軍が派遣されており、その負担は同国財政が破綻する一因となった。

12 ECはSADCC事務局と「援助に関する覚書」を取り交わし、案件によっては事務局と交渉できるようにしていた。北欧
諸国はSADCC用ODA予算を別建てにし、さらに「ノルディック諸国とSADCC加盟国間の経済文化協力促進に関する
共同宣言」を交わした。アメリカは在ジンバブエUSAID事務所にSADCC担当職員を配置、カナダはSADCCを「第1計
画対象」地域団体に指定した。イギリスにはもともと二国間援助ODAとは別枠で地域予算があったが、SADCCは特記
扱いとされた。SADCCはまた国連オブザーバーの地位を与えられ、国連機関とSADCCとの協力関係に関して事務総
長が年一回総会報告を行っていた。
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SADCCプロジェクトは、アパルトヘイトの暴力性を

病巣とする南部アフリカ問題の文脈から選定される

ものであったから、これを支援することは、アパル

トヘイト問題に対する自国の政治的コミットメント

を高らかに掲揚する効果があったのである。

その反面で極端な援助依存が定着したことは否め

ない。SADCC組織の特徴が簡素な機構と非集権性に

あることから、その空白を埋めるため、SADCCにお

ける業務が専ら援助する側の負担によって支えられ

るという結果を招いた。各ドナーはSADCCの組織

上の頼りなさを補うため人員を投入し、あるいは

SADCC機関に対する技術援助を通じて、プロジェク

トの発掘・立案・実施状況のモニターといった内部

プロセスへの関与を深めていった。その意味では、

SADCCの発展はドナー側の努力によってもたらさ

れたものといえるだろう。基軸プロジェクトである

ベイラ回廊再建計画の実施にあたっては、ドナー年

次協議のほかにも様々な非公式会合が行われたが、

それらもドナー側のイニシアティブに依っていた。

つまり、組織運営の枢要までもドナーに仰ぐという

点にSADCC成功の秘訣があったのであり、その点

で、SADCCをアフリカにおける地域協力のモデルと

する一部の議論には、簡単には頷けない。

4.　PTA

SADCCとはまったく別の経緯と目的を持った組

織として、「東南部アフリカ特恵貿易地域

（Preferential Trade Area for Eastern and Southern Afri-

can States: PTA）」が1981年に設立された。その基本

的な発想は、1960年代に作成された「国連アフリカ

経済委員会（United Nations Economic Commission for

Africa: ECA）」構想にある。

OAU創設の後、アフリカ経済統合という形でパン

アフリカニズムの命脈を継承したECAは13、独特の

地域経済圏構想を持っていた。それは、アフリカ大

陸を北アフリカ、西アフリカ、中部アフリカ、東南

部アフリカの4地域に分け、各々に地域協力機構を

設置して共同市場を創成し、それらを糾合して全ア

フリカの経済統合を実現するというものである。

ECAが東アフリカと南部アフリカを一つの地域枠に

組み入れていたのは、当時南部アフリカが白人支配

の下にあり、開発よりは解放闘争の場であって、い

わば「将来のアフリカ」として認識されていたからで

ある。民族解放闘争支援は設立当初のOAUの最大任

務であり、そのために設置された解放調整委員会の

長であるニエレレがフロントライン議長となって、

そのフロントラインがSADCC誕生の母胎になった

という経緯は、PTAとSADCCが南部アフリカにお

いて重複する淵源が、そもそもOAUのなかにあった

ことを示唆している。

1965年に、ECAは西アフリカ経済共同体と東アフ

リカ経済共同体の両構想を提示、西アフリカ構想は

ビアフラ戦争の勃発（1967 年）によって頓挫する

が14、東アフリカに関しては1966年の仮協定まで進

んだ。しかしながら翌1967年に、ケニア、タンザニ

ア、ウガンダによって東アフリカ共同体（East Afri-

can Community: EAC）が結成される。EACは、植民

地時代に構築された精緻かつ包括的な地域統合機構

を継承したもので、しかもエチオピア、ソマリア、コ

ンゴ、ブルンジ、ザンビアがEACへの加盟を希望し

たことから、以後暫く東南部アフリカにおける地域

協力スキームは、EACを広域化するという方向で検

討されることになった。

ところが深刻な内部対立から1977年にEACが解

体、再び旧構想が浮上して、新たな機構としてPTA

を設立する方針が1978年に決まった。これを受けて

1981年に開かれたルサカ首脳会議では9ヵ国（コモ

ロ、ジブチ、エティオピア、ケニア、マラウイ、モー

リシャス、ソマリア、ウガンダ、ザンビア）がPTA条

約に調印、その後徐々に加盟国を増やしていった。

PTAの主眼は、その名が示しているとおり域内関

税引き下げによる貿易促進にある。関税同盟から共

同市場、そして経済共同体の結成へと進展していく

13 アフリカ大陸政府の創設を最終目標とする「正統」パンアフリカニズムの理想主義は、現実主義的思考に立つ勢力の前に
敗れ、各国主権と国境線の尊重を前提とした緩やかな国家連合体であるOAUが創設されることになった。ECAは1958
年に国連経済社会理事会及び国連総会の下部機関として設置されたが、いわばOAU経済局として貢献し続け、パンア
フリカニズムが思想として衰退した後もアフリカ域内協力を推進する役割を担ってきた。

14 ビアフラ戦争終結後ナイジェリアの主導によって、1977年に西アフリカ諸国経済共同体（ECOWAS）として実現する。
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古典的な地域統合論を組織原理として有しており、

これに従って、後に東南部アフリカ共同市場（後述）

への改組が行われた。ラゴス行動計画15と同時期に

調印されたPTA条約には、同計画の作成者であった

ECAの地域統合にかける熱意と叡智が注がれたので

あり、スキームとしては極めて包括的で完成度が高

かった。関税引き下げに関する詳細なスケジュール

が組まれ、1993年には全商品が特恵待遇になるはず

であった。ルサカ事務局のほかナイロビに貿易開発

銀行が、ハラレに貿易決済機構が設けられ、域内通

商をインフラ面から支援するための道路補修計画や

航空計画を持っていた。

問題はこれらが実効を伴わなかったことである。

多くの加盟国は関税引き下げ公約を実行していない

し、決済機構の利用も進まなかった。域外共通関税

の設定に関してはなんの進展も見られなかった。な

によりも域内貿易比率が一向に拡大せず、むしろ減

少したのである16。域内貿易の7割はケニアとジンバ

ブエによって占められており、植民地時代から続く

貿易構造はまったく変化していない。もともと経済

関係が不在な、エティオピアからジンバブエに至る

広大な領域において、関税引き下げインセンティブ

に頼りながら相互貿易を創成しようとする発想その

ものが無理であった。間接税収入に依存している開

発途上国では関税の引き下げは死活的財政問題であ

るから、PTA合意が各国の批准を容易に得られない

のは当然であって、その点においてもECAプランに

成功の見込みは少なかった。

1980年代の南部アフリカは、アパルトヘイト南ア

フリカ対フロントライン諸国という明確な対立構図

を特徴としていた。その枠組みのなかでSADCCが

誕生し、南アフリカ経済ヘゲモニーからの脱却とい

う目標に向かって、様々な地域開発プログラムが組

まれていた。SADCCは、かつてここに成立していた

地域経済ネットワークを、その中核であった南アフ

リカを排除する形で再建しようとしたともいえる。

一方の南アフリカは、その努力を妨害し、自国覇権

に基づいた一極構造を南部アフリカに実現しようと

したと総括できるだろう。しかしながら、そういっ

た試みは双方とも著しく困難であり、望ましい姿で

もなかった。まずなによりもアパルトヘイトが廃絶

されなければならず、それによる地域全体の正常化

が達成されなければ、地域経済の安定した発展は緒

につく見込みがなかったからである。

15 1980年のOAU特別首脳会議で採択された包括的なアフリカ経済再建計画で、2000年までにアフリカ経済共同体を創設
するとしていた。同計画はしかし、やはり1980年から始まる構造調整プログラムに圧倒されて、なんらの実効も果た
せなかった。たった一つの成果がPTAであったともいえる。

16 1981年に7.8％であった域内輸出は89年には5.3％となり、輸出入併せた1991年の域内貿易比率は4.6％にまで落ち込
んだ。
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第3章　アパルトヘイトの崩壊と南部アフリカ

実に永きにわたって国際社会を悩ませ続けた「人類に対する罪」アパルトヘイトは、1989年に成立したデ

クラーク国民党政権の手で廃絶が決まり、その後数年の民主化交渉を経て94年に実施された総選挙でマン

デラANC政権が誕生して、遂に南アフリカは民主主義国として再生を果たした。ここに漸くアフリカ民族

解放闘争が終結し、全アフリカが解放された。つまりアフリカ世界を呪縛してきた「非アフリカ」との対決軸

が消滅したのであり、以後は、アフリカ内の国際関係が最大課題として浮上することになった。

1.　SADCとCOMESA

南アフリカの民主化が確定的になった1992年の段

階で、SADCCは「南部アフリカ開発共同体（Southern

African Development Community: SADC）」への改組を

決定し、1993年にSADCが発足した。SADCは新生

南アフリカの加入を前提としたうえで、南アフリカ

を含む新しい南部アフリカの在り方を展望し17、生

産要素の域内自由移動を実現して共同市場化を図る

という、従来にない目標を掲げた。この目標に向け

て1996年に貿易議定書が調印され、域内自由貿易体

制を8年以内に達成することが宣言された18。

マンデラ政権成立直後に開かれたハボローネ会議

で南アフリカがSADCに加盟、1996年にはマンデラ

がSADC議長に就任した。1995年にはモーリシャス、

1997年にはコンゴー民主共和国（Democratic Republic

of Congo: DRC）とセイシェルが加わって現在の体制

となった。この結果SADCの経済規模はSADCC時

代の6倍に膨張し、アフリカ地域機構中最大となっ

たが、うち80％は南アフリカである。

一方PTAも、1994年に「東南部アフリカ共同市場

（Common Market for Eastern and Southern African States:

COMESA）」に改組された。COMESA移行後は、PTA

時代の関税障壁引き下げプログラムをさらに発展さ

せ、2000年までに関税同盟化して域内自由貿易を実

現することが目標に掲げられた。COMESAもまた新

生南アフリカの参加を強く希望したがかなえられず、

このことが影響してレソトとモザンビークが脱退し

た。しかし98年にエジプトが新たに加盟したので、

現在の加盟国は21ヵ国（アンゴラ、ブルンディ、コ

17 経済統合のほか、民主主義とグッド・ガバナンス、法の支配と人権保障、貧困撲滅、平和と安全保障が南部アフリカの
将来像として掲げられた。

18 ただし、同協定を批准しているのはボツワナ、モーリシャス、タンザニア、ジンバブエの4カ国のみである。
19 ただしタンザニアはCOMESA脱退の意向を表明した。

モロ、DRC、ジブティ、エジプト、エリトリア、エ

ティオピア、ケニア、マダガスカル、マラウイ、モー

リシャス、ナミビア、ルワンダ、セイシェル、スー

ダン、スワジランド、タンザニア19、ウガンダ、ザン

ビア、ジンバブエ）である。

異なる背景と思想をもって設立されたはずの

SADCCとPTAは、新生南アフリカのアフリカグルー

プ参入という事態を前にして、まったく同じ目標を

持つ二つの組織に再編されたわけである。10ヵ国

（アンゴラ、DRC、マラウイ、モーリシャス、ナミビ

ア、セイシェル、スワジランド、タンザニア、ザン

ビア、ジンバブエ）が両組織に重複し、南部アフリカ

地域においては6ヵ国が二重加盟している。域内自

由貿易による共同市場化という双方共通の目標は、

いってみればSADC、COMESAともSACUになるこ

とを目指しているわけで、両者の違いは設定範囲に

しかない。この事情は、南アフリカ民主化によって

アフリカの民族解放闘争が終わり、SADCCを支えて

きたOAU解放調整委員会とフロントラインの使命

が完了したことを反映しているのであり、さらには、

40年前に策定されたECAのアフリカ経済統合プラ

ンが既に時代遅れになったことを如実に語っている。

1992年に、COMESAは両組織の統合を提案した

が、SADCによって拒否された。南アフリカの参加

をえられなかったCOMESAはさらなる沈滞を余儀

なくされたが、新メンバーであるエジプトがリー

ダーシップをとるに至って新たな展開を示しつつあ

る。エジプトは当面の課題を通信部門におき、

COMESAの優位点である広大な面積を活かして、モ

バイルやコンピュータ・ネットワークの市場を開拓
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しようとしているようである。これは、電話回線に

よる通信網の拡充に不適なアフリカ大陸で現在携帯

電話が急速に普及しつつあることや、南アフリカを

拠点とする企業がその市場を独占しつつあることに

関係した、エジプトの地域経済戦略として理解でき

るかも知れない。かつては北アフリカの盟主として

期待されていたエジプトが、そういった地域割りを

飛び越えて東南部アフリカに進出を図っているとい

う事実は、ECA地域構想の破綻とCOMESAの北方

シフトを示唆し、さらには、東アフリカ市場をめぐ

る南アフリカ対エジプトの競争がやがて現出する可

能性すら暗示する。いずれにしろ旧態依然の地域観

はもはやアフリカにおいても通用しないのであって、

グローバリゼーションを生き残るリージョナリズム

戦略という世界的趨勢のなかに位置付けて、アフリ

カの新しい地域枠組みを展望する姿勢が肝要である。

2.　南アフリカとアフリカ諸国との経済関係の変化

2－1　貿易

表1は、南アフリカの民主化交渉が始まった1990

年と、5年後の96年における、南アフリカの対アフ

リカ諸国輸出の変化を見たものである。南アフリカ

製品にとって伝統的で安定的な輸出市場である

SACU圏に関しては73％の伸びであるが、SACU以

外の国に対する輸出は5倍近い急伸を示しており、

輸出総額に占める割合も14％まで拡大して、SACU

内輸出を凌ぐに至っている。ジンバブエ、モザン

ビーク、ザンビア、アンゴラ、マラウイといった南

部アフリカ諸国が上位を占めるが、ザイール（現

DRC）、ケニア、モーリシャス、タンザニアといった

国へも南アフリカ製品が浸透していて、大陸全体に

万遍なく輸出先を拡大している様子が分かる。

南アフリカのアフリカ域内貿易の特徴は、圧倒的

な輸出超過であるという点である。1996年について

輸出額と黒字額を見比べるならば、わずかの例外を

除いて南アフリカが一方的に輸出し、南アフリカ経

済の分業体制に組み込まれているSACU圏以外から

の輸入はほとんどない。つまり、現在の南アフリカ

の貿易収支は、先進諸国に対する貿易赤字をアフリ

カ内黒字によって埋め合わせるという構造を有して

いるのであって、南アフリカ経済にとってアフリカ

市場が不可欠の存在になっているのと同時に、アフ

リカ各国は、南アフリカ周辺諸国に止まらず、南ア

フリカ製品への依存を年々深めている。アフリカ地

域機構のなかでSADCの域内貿易が進んでいるよう

に見えるのは、実はこういった全体動向の一端に過

ぎず、機構としてのSADCとは関係ない。

2－2　投資

南アフリカ企業による国外投資も極めて活発に行

われており、対象国や投資分野は多岐にわたる。南

アフリカの民間調査会社ビジネスマップによれば20、

1994-98年におけるFDI累積額はおそよ150億ドル

で、案件数ではイギリスとオーストラリアが多い。

総額の26％はSADC圏、その他アフリカ諸国42％、

EU18％と推測され21、対SADC諸国投資は全体の4

分の1に過ぎない。南アフリカ経済権益が南部アフ

リカ地域枠からはみ出していく様が明瞭であるが、

SADC圏に関して現在最も注目されている案件は、

モザンビークのマプト開発回廊（Maputo Development

Corridor: MDC）と、ザンビア合同銅鉱山会社（Zambia

Consolidated Copper Mines: ZCCM）民営化に伴う採掘

権の購入であろう。

南アフリカの投資活動が近年最も盛んだった1997

年のFDI総額は22.7億ドル22で、うち60％がモザン

ビーク向け（13.8億ドル）23であった。モザンビーク

は、SADC諸国のなかでは突出して巨額のFDIが流

入している国であるが、同年における南アフリカ

FDIを含めた総流入は、GNPが17億ドル24であった

にもかかわらず、29億ドル25にも上った。この破格

な相対規模を持つFDIが、南部アフリカ一貧しい国

20 投資額の把捉は難しく、特にモザンビークのように統計未整備の国においてはなおさらで、文献によってまちまちとい
うのが実態だが、ここでは、南アフリカ民間情報に最も詳しい機関のものに依った。

21 BusinessMap （1999b） p.72.
22 South African Reserve Bank （1999）.
23 BusinessMap （1999b） p.61.
24 World Bank （1999） Appendix, Table 1.
25 BusinessMap （1999b） p.60
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表1　南アフリカの対アフリカ諸国輸出と貿易黒字額（単位：百万ランド）

1990年 1996年 変化率 1996年の貿易黒字
輸出（黒字）総額 60,928 126,027 107％ 10,566

SACU諸国
ナミビア 2,840 5,022 77％ 3,572
ボツワナ 3,343 4,339 30％ 2,258
スワジランド 1,714 4,008 134％ 1,784
レソト 1,540 2,958 92％ 2,539
小計 9,437 16,327 73％ 10,153
（輸出総額に占める割合） 15％ 13％ - -

その他アフリカ諸国
ジンバブエ 1,100 5,388 390％ 4,211
モザンビーク 467 2,377 409％ 2,302
ザンビア 513 1,801 251％ 1,628
アンゴラ 51 1,524 2,888％ 1,263
マラウイ 424 962 127％ 667
ザイール 489 961 97％ 481
ケニア 10 953 9,430％ 830
モーリシャス 312 924 196％ 908
タンザニア 22 552 2,409％ 531
ガーナ 255 - 240
マダガスカル 52 193 271％ 187
ナイジェリア 180 - 142
セイシェル 45 163 262％ 160
ウガンダ 2 104 5,100％ 102
コートジボアール 99 - -30
コモロ 22 90 309％ 90
スーダン 78 - 74
マリ 73 - 24
コンゴ 6 68 1,033％ 65
エチオピア 66 - 65
カメルーン 37 - 9
ガボン 8 36 350％ 14
リベリア 28 - 27
トーゴ 26 - -48
セネガル 21 - 19
ルワンダ 0.4 14 3,400％ 14
ブルンジ 10 - 10
ギニア 9 - 9
ベナン 7 - -26
モーリタニア 7 - 7
赤道ギニア 6 - 6
ガンビア 5 - 5
サントメプリンシペ 4 - 4
カーボベルデ 4 - 4
チャド 2 - -13
ニジェール 1 - -10
ジプティ 1 - 1
小計 3,523 17,029 383％ 13,972
（輸出総額に占める割合） 6％ 14％ - -

合計 12,960 33,356 157％ 24,125
（輸出総額に占める割合） 21％ 26％ - -

出所：Department of Trade and Industry （1996）, Esterhuysen, P. （ed.） （1994） Table 25. SACU諸国に関しては
EIU（各号）.
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が高成長を達成している秘密である。MDCは、鉄道

再建や道路建設といった輸送インフラストラク

チャーに止まらず、南アフリカのハウテン州からモ

ザンビークのマプトに至る広大な地域を対象とした、

観光や農工業プロジェクトを含む総合的開発事業で

あって、しかも政府出資を仰がない民間事業である。

MDCに限らず、南アフリカ企業は中部モザンビーク

の鉱業開発や電力事業にも関心を示している。

モザンビークと比較すれば、ザンビアに対する

FDIは決して大きくないが、将来的意味において注

目に値する。ZCCMはザンビア経済の根幹を支えて

きた銅産業の独占公社だったのであり、その民営化

の行方は、様々な意味合いにおいてザンビアの今後

を左右する。ザンビアは、アフリカ諸国のなかでは

比較的順調に民営化プログラムを進めてきた国であ

るが、最大案件であるZCCMに関しては遅れが目

立っていた。しかし1999年末になって漸く、同社中

核鉱区26の売却交渉が基本合意に達した。売却先は

アングロ・アメリカン子会社の「ザンビア銅投資会

社（Zambia Copper Investments: ZCI）」で、ZCIは購入

代金として900万ドルを支払った後、当初の3年で

少なくとも2億ドル、銅市況如何によっては5億ド

ルの開発投資を行う内容である27。この合意が軌道

に乗ればZCCMの民営化はほぼ完成することにな

る。

モザンビークとザンビアの事例は、アフリカ域内

経済の今後の趨勢をみるにあたってたいへん示唆的

である。そもそもMDCは、南ア国内の開発プランと

して作られた地域開発戦略（Spatial Development

Initiatives: SDI）の一つで、南アフリカが企画し事業

を管理するものである。すなわち、SADCの部門調

整ともドナー協議とも無関係である。このことは、

南アフリカ経済の自己展開が国境を越えるとき、そ

の先にある国に対しては南アフリカを始めとする民

間の資金が旺盛に注ぎ込まれるということを意味し

ている。現在8つあるSDIのなかで唯一の「国際」事

業がMDCなのであるが、かつて存在した地域経済構

造の支柱の一つがトランスバールとロレンソマルケ

スの間にあったことを想起すれば、桎梏を解かれた

南アフリカ経済が、自らを再構築する営みの一環と

してモザンビークに投資するのは、歴史的にみて自

然である。

一方ZCCMのケースは、本論のテーマである「新

しい地域枠組み」という観点から眺めると、MDCと

は違う方向を示している。というのは、ザンビアが

南部アフリカ地域に属していようといまいと、この

件は同じ推移を辿ったであろうと思うのと、同じこ

とは西アフリカでも北アフリカでも、あるいは他の

大陸でも起こるだろうと思うからである。これは、

結果としてザンビア経済の行く末を左右することに

なるものの、飽くまでもアングロ・アメリカンとい

う一企業の判断なのであって、アングロ・アメリカ

ンが南アフリカ企業であることには関係なく、南ア

フリカの国民経済とも無関係である28。MDC と

ZCCMの例におけるこの違いが、投資金額の桁の違

いとなって現れていると考えられよう。

3.　アフリカにおける地域枠組みの変容

1960年のコンゴ動乱はその後のアフリカの国際関

係を呪縛したが、現在の「新コンゴ動乱」もまた、ア

フリカにおける国際関係に重大な転機を与えること

になった。

ルワンダ大虐殺をもたらしたツチ対フツという対

決図式は、ルワンダ難民の扱いをめぐって越境し、

瞬く間に大国ザイールの政変に結び付いた。その背

後には、ザイール東部の僻隅に成立した小さな反政

府組織を強化して首都に進軍させ、ローレン・カビ

ラDRC政権を実現した、ウガンダを始めとする周辺

諸国の積極介入があったのだが、OAUができて以降

アフリカ世界のなかで、ある国が他国の政権交代を

演出するなどというケースは前例がなく、アフリカ

紛争問題に（文字通り）手を焼いていた国際社会の熱

い注目を集めた。特にアメリカは、ザイール政変と

そこにおけるウガンダのリーダーシップを、アフリ

カの自立的な紛争処理能力を示した好例として高く

26 Konkola鉱区とNchanga鉱区。
27 BusinessMap （1999a）.
28 ZCCM民営化交渉はザンビア財務省とZCIの間で行われているもので、南アフリカ政府は関与しておらず、他の南アフ
リカ企業も関係しない。
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評価した。

モブツ政権時代、西側権益の拠点としてどの地域

グループにも属していなかったザイールは、DRCと

なって当初は、政権交代を支援した大湖諸国との緊

密な関係を確認するとともに、なんとSADCに加盟

した。その結果、かつてECAが構想した「中部アフ

リカ」という枠組みは潰え、この地域には、未だ帰趨

の明らかでない中部アフリカ経済通貨共同体

（CEMAC）が、CFAフラン圏のみに限定された形で

残された。

3－1　広域電力網構想

DRCがSADCに組み入れられた背景には南アフリ

カの思惑がある。南アフリカは既に1994年の時点か

らザイールをSADCに加えるよう主張していたのだ

が、その主な動機は、国内にこれといった表水源を

有しない南アフリカの電力事情だと推測される。電

力公社エスコムは、アパルトヘイト時代の経済制裁

下では原油調達に苦しんだ経験を持ち、また現在原

子力政策の見直しを行っている最中である。当面は

火力発電によって国内需要を十分賄えるだけの余力

を有しているが、環境問題が付きまとう火力発電施

設の増設は想定されていない。そこで策定されたの

が、国際送電網を使った買電構想である。図1は、エ

スコムが現在使用している地域送電網と、これから

建設を予定している送電網のあらましである。既に

モザンビーク中部のカボラバッサ発電所との送電線

が復旧しているほか、ジンバブエ・ザンビア国境に

あるカリバ発電所との複数連結も完成している。同

構想は遠くタンザニア、ウガンダをも視野に入れて

おり、赤道以南アフリカ全体を網羅しようとしてい

ることが見て取れるが、最終到達点として考えられ

ているのがDRC領内のコンゴ川なのである。大陸随

一の発電ポテンシャルを有するコンゴ川の河口にあ

るインガ発電所を、エスコム起債資金を投入して再

建拡張し、ここを主要発電基地とした国際電力網の

なかにDRC以南のアフリカ諸国を包み込んでしまう

という大事業である。

エスコムは世界有数の電力会社であり、特に長距

離送電に関して高い技術力を持ち、発電コストが世

界一低い。また、国際金融市場で高い格付けを与え

られていることから起債力に優れており、したがっ

て事業展開も積極的で、アフリカ諸国の電力部門民

営化計画に強い興味を示している。対モザンビーク

投資の大型案件であるアルミニウム精錬工場、鉄鋼

工場、チタニウム精錬工場の各建設プロジェクトも、

エスコムによる電力供給を前提にしているのであっ

て、このために、エスコムによってモザンビーク送

電会社（Mozambique Transmission Company: Motraco）

が設立された。上記3工場が完成するとモザンビー

クは、SADC圏では南アフリカ、ジンバブエに次ぐ

電力消費国になる。1995 年には南部アフリカ電力

プール（Southern African Power Pool: SAPP）が設置さ

れ、広域電力網建設計画に基づいて各国の電力需給

や電力価格についての話し合いが始まっている。

さて、このようにして広域電力網ができあがって

いくならば、赤道以南アフリカは共通の地域特性を

獲得していくことになるだろう。送電線の維持管理

と保全のためのシステムが必要になるし、地域とし

ての電力調整を恒常的に行う必要が発生するからで

ある。紛争等によって発電送電施設が危険に曝され

れば、それは地域全体にとっての脅威となるだろう。

南アフリカがSADCに期待するのは、第一に、その

ような機能をSADC が果たしてくれることであっ

て、それゆえに、SADC内に反対があったにもかか

わらずDRCの取り込みを主張したと考えられるので

ある。

3－2　「ニューフロントライン」

1997年に成立したカビラ政権は、しかし安定的で

はなかった。政権が分裂し、大湖諸国との関係が急

速に悪化して、「新コンゴー動乱」は第二局面に突入

していった。しかも今回は、ウガンダとルワンダが

反カビラ勢力を支援し、ジンバブエ、アンゴラ、ナ

ミビアの南部アフリカ3国がカビラを支援して、双

方がDRCに派兵するという事態になった。DRCを

舞台として大湖諸国と南部アフリカ諸国が軍事的な

対立関係に入ったわけで、DRCを取り巻く「ニュー

フロントライン」が形成されようとしている。

いまやSADCメンバーとなったカビラのSADCに

対する支援要請に対しては、南アフリカが和平調停

を主張していることから、南アフリカ対ジンバブエ

の路線対立が明白で、両国関係は一時期緊迫した。

新コンゴ動乱が再燃する以前、1996年に旧フロント
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ライン機能を引き継ぐ形で新設された政治防衛安全

保障機関（Organ on Politics, Defense and Security）の

性質と指導権をめぐって、同機関の議長となったジ

ンバブエのロバ－ト・ムガベ大統領とSADC議長で

あるマンデラとが対立した経緯があったから、新コ

ンゴ動乱はSADC の分裂を印象付けることになっ

た。SADC圏が拡大したことによって、従来南部ア

フリカ地域に属していなかった「地域」問題を原因

に、SADCは深刻な内部対立を抱えたのである。し

たがって現在のSADCの動向を観察し、その組織力

を評価するためには、従来の南部アフリカ枠内だけ

で見ていても不十分なのである。

国際社会はアフリカの紛争に対する直接介入を忌

避しており、当然DRCについても、国内及び域内で

の解決を望んでいる。紛争問題に関する国際社会の

支援形態は、アフリカが自ら紛争解決能力を構築す

るのを側面的に支援するというものであるから、

SADCが組織として域内紛争解決にあたる能力を有

しない以上、SADCの存在意義が問われることにな

る。かつてのような「非アフリカ」との対決軸を喪失

したアフリカは、アフリカ内部で展開する国際関係

と内部対立を処理していかなければならないという

使命を背負いながら、そのための能力と機構を未だ

獲得できないでいる。そういった能力の欠如と、反

アパルトヘイトという国際的大儀の喪失によって、

クリティカルな地域問題に一丸となって対処する共

同体としての南部アフリカは、既に存在しないとい

わざるを得ないだろう。
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図1　南部アフリカの地域送電網

出所：Africa Grid Planning Information System （1996）.
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第4章　新しい地域枠組みと若干の留意点

1980年代に我々が見ていた南部アフリカは既にない。そこにあるのは、南アフリカとの関係が各国各様に

変化した国々であり、北方からやってきた新しい「地域」問題をめぐって対立する国々である。南アフリカ介

入なき後のアンゴラ内戦は、紛争の性質においてその他アフリカ紛争となんら変わるところはなく、不安定

化工作なき後の各国の貧困は「アフリカ一般」の貧困であって、そこに明確な地域特性を見出すことはできな

い。他の地域と同様の苦悩を苦しんでいる人々に対しては、同様の支援がなされるべきである。この点に

ついては、南部アフリカだけに適用されるような提言を作り出す必然性はもう存在しない。

かつての南部アフリカ枠組みが消滅したとして、ではその後に、西アフリカや東アフリカとまったく同質

の空間が残されているだけなのかというと、そうではない。その相違は、モザンビークにおいて明らかであ

る。もしこの国が他の地域に立地していたなら、昨今の二桁経済成長は決して実現しなかったろう。アフリ

カのなかでもさらに貧しい最貧国が、にもかかわらず急成長するという「モザンビークの奇跡」にこそ、この

地域の新しい特性が潜んでいる。旧来の地域特性の消滅がアンゴラ内戦を「一般化」した一方で、新しい地域

特性がモザンビークに成長機会を与えているのである。

新しい地域特性を一言で説明するなら、80年代型特性の発生源がアパルトヘイトであった如く、ここに新

生南アフリカが存在するということである。アフリカ世界に比類ない圧倒的経済力と、旺盛な投資意欲を

持った地域大国が存在しているために、大陸内でこの地域にしか見られない経済現象が現れている。その現

象は、最貧国集団であり続けてきたアフリカにおいては絶えて観察されなかったものであって、その衝撃が

いまアフリカ全体を変えようとしている。それとともに古い地域枠組みが存在意義を失い、アフリカ世界の

区画整理がやり直されている。地域協力を支援するのであれば、各国にとってプラスとなる協力形態が何で

あって、協力可能な地域枠がどこにあるのかを見極めておく必要がある。

力強い経済成長の実現によってのみ開発途上国の貧

困問題に解決の可能性が開かれる。民間経済の動向

を常に注視しながら、それと齟齬を来すことのない

開発協力を政府が心がけるという意味では、まさし

く「包括的アプローチ」の実践が期待される。現実に

展開中の民間による経済開発とODAが発展的共存

を図らなければならないという要請は、アフリカに

おいては、新しい「南部アフリカ」だけの要請といっ

てよい。

2. 国別アプローチを優先しなくてはならない

1980年代の南部アフリカにあっては、アパルトヘ

イトの暴力から周辺諸国を防衛するという目的意識

に従って、たとえばベイラ回廊再建にも、マゾエ衛

星通信局建設にも、十分な支援理由が存在した。こ

うした経済自立プロジェクトを統轄するSADCCに

は、制度的困難を乗り越えてでも協力する意味が

あった。しかしながら現在、地域開発の新機軸とし

て、純粋な経済原則が地域経済を活性化しようとし

1. 南部アフリカにおいては包括的アプローチが重

要である

加えて、そのような南アフリカの地域的経済展開

がすべからく民間の力によっていることも忘れては

ならない。この点は、SADCCの主軸プロジェクトで

あったベイラ回廊再建計画が援助によって動いてい

たのと、現在のマプト開発回廊計画（MDC）が民間資

金を推進力にしている対照によく現れている。その

MDCを機軸とした大量の資金流入がモザンビークの

奇跡を起こしたのであり、こうした前例のない新現

象が、これからの「南部アフリカ」地域開発を担って

いくのである。独立後のアフリカにほぼ初めて現れ

た地域発展のための新機軸とそのエネルギーを、失

わせてはならない。

となればわが国は、新しいダイナミックな経済展

開が継続していけるような環境作りに、まずは精力

を集中するのが賢明な選択である。それはアジアに

おいて日本が行った開発協力と、おそらくは同様の

スタンスであろう。アジアがそうであったように、
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ている状況においては、支援の在り方が再考されて

然るべきである。ベイラ回廊は、ジンバブエ経済の

成長があって始めて費用対効果が改善していく輸送

ルートなのであり、ナカラ回廊のそれはマラウイ経

済の成長に依存している。となれば、南アフリカ輸

送ルート依存からの脱却という時代要請なきいま、

ジンバブエ経済の成長、マラウイ経済の成長が優先

されるべきであって、そのための国別支援が優先さ

れなければならない。その努力が軌道に乗れば、運

輸需要が増進し、ODAの出動がなくても輸送ルート

の整備は進むだろう。援助効率を向上させていくた

めには、当該国の経済発展を阻んでいる根本要因に

焦点を絞ったODA投入を行うことが肝要であり、そ

ういった焦点合わせのために「国別アプローチ」が重

要なのである。中部モザンビークのモアティゼで

コークス炭の大量埋蔵が確認されたことで企業レベ

ルでの採掘事業が始まろうとしているが、それには

石炭搬出用のベイラ回廊新線の敷設計画が含まれて

いる。それと重複してまでも従来のベイラ回廊計画

にODAを投下するよりは、むしろその資金を他の用

途に回す方が、ODAの効率的活用にとって望ましい

方向であろう。「包括的アプローチ」が求めている慎

重な配慮は、こういうところで試される。

歴史的使命をひとまず終えたSADCに対する支援

の在り方も、新しい地域情勢に鑑みて再考されなけ

ればならない。前述したようにSADCに地域機構と

しての凝集力がなく、民間ベースで進むMDCのよう

な地域開発事業が南アフリカの企画によっている以

上は、むしろ本来の二国間援助に開発協力のフレー

ムを戻して「国別アプローチ」を尊重する方が、援助

政策としては理に適っている。SADCC時代の極端な

援助依存体質は改められなければならない。現在の

SADCはCOMESAやECOWASと質的に変わらない

組織なのであり、これら組織には同様のアプローチ

が採用されるべきである。SADCの新しい組織方針

となった自由貿易は援助によって達成されるもので

はないし、既に域内自由貿易を実現しているSACU

との関係も考慮されなければならないだろう。

SACUの拡大再編を促進した方が早道だからであり、

この点で、ザンビアがSACUに加盟申請したことは

記憶されておいてよい。また、アフリカの経済地図

が流動化している現在、COMESAの新展開にも注意

が必要である。SADCから撤退せよといっているの

ではない。SADCをその他の地域機構と同様に扱う

方が望ましいといいたいのである。

「国別アプローチ」は南アフリカについても重要で

ある。国際制裁の軛を解かれた後の活発な国外展開

とは対照的に、南アフリカ国内の経済は停滞の様相

を強め、治安が悪化し、このことが地域経済にやが

て悪影響を及ぼす可能性を否定できない。新生南ア

フリカの政治的経済的安定は、新「南部アフリカ」の

みならずアフリカ総体の発展にとって不可欠である。

わが国としても対アフリカ外交の支柱の一つとして、

南アフリカの国内問題解決に向けて支援を継続して

いく姿勢が求められる。

3.　地域公共財の活用

地理区分上どの国を北限にして南部アフリカの地

域設定を行うかは本論の関心事ではない。あえてい

えば、北限線をどこで引いても構わない。本論の関

心は特定の地域環境を共有する質的な「地域」にあ

り、その意味で南部アフリカは、常に他と区別され

る「地域」であった。そして現在の新しい「南部アフ

リカ」の地域枠組みは、新生南アフリカの国益が展

開している領域として定義することができるであろ

う。ただし、80年代型構図における全面戦略のよう

に、地域を包括的に扱おうとする権力の意志が存在

しなくなった以上、新しい地域枠組みは南アフリカ

国益の分野によって展開領域が変わり、それを担う

主体が（政府であるか民間であるか）誰であるかに

よっても変わる。また、一方的支配を特徴としてい

たアパルトヘイト時代とは異なり、南ア国益の浸透

を受け入れるか否かに関する各国の意志によっても

変化するだろう。もちろん、たとえばジンバブエの

国益が政治防衛安全保障機関などを通じて展開する

領域として新「南部アフリカ」を規定しても、それ

はそれで間違いではないが、国際社会の一員として

対アフリカ政策を策定しなければならないわが国の

立場からみて、どの切り口が最も有効で、将来の展

望に繋がっているかという判断を加えるならば、上

記の定義が最有力だろうと思うのである。

単なる地理上の区分であるならば、南部アフリカ

に対する開発協力は国別支援の束である。しかしそ
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こに、枠組みが流動的であったとしてもなんらかの

地域特性が存在しているなら、その特性に留意した

対地域開発協力の設定が可能かも知れない。その一

つとして「包括的アプローチ」を提起したが、前述し

たように、新しい地域特性がダイナミックに展開す

る地域開発の原動力は、収益計算に基づいた民間投資

である。ここには直接ODAが出動する契機はない。

対象国経済の自立的発展を側面から、補完的に支

援するという本来の任務に、アフリカに対するODA

も自己発見できることは、「オーナーシップ」の尊重

という原則からみてたいへん「幸福」である。ただ、

アジアの事例と新「南部アフリカ」が異なるのは、ア

ジア的な雁行的経済発展を引き受けられる第二列が

アフリカには不在だという点だろう。南アフリカは

まったく孤独な経済大国であって、SADCC時代に最

大経済国であったジンバブエすら、GNP規模ではそ

の20分の1にしか過ぎない。となれば、南アフリカ

が有している既存の社会的経済的インフラストラク

チャーは、今後の地域開発のための貴重な資産とし

て活用されなければなるまい。

衛星通信を含む南アフリカの通信技術は南半球一

である。鉱業部門、金融部門、電力開発、医療等に

おいても、南アフリカには世界レベルの技術力と施

設が存在しているし、旧白人用大学は他のアフリカ

諸国には望みようもない知的資産と国際的認知を擁

している。これらを地域公共財として活用し、希望

する国がアクセスできる環境をODAによって創成

できるなら、これはまさしく地域協力支援となるだ

ろう。こういった形態の支援を現実のものとしてい

くためには、当然ながらまず南アフリカとの政策協

議を開始して同国の意思を確認しなければならない。

HIV/AIDS感染率が飛び抜けて高いアフリカにあっ

て、南部アフリカ及び南アフリカの感染状況はさら

に突出しているが、感染予防以上の対策について検

討するとき、南アフリカ医学との協力は欠かせない。

全アフリカを対象としたHIV/AIDS対策センターを

南アフリカに設置して、世界各国との研究交流のハ

ブをアフリカ大陸に創造することは、実現可能性の

高い提案であろうと思う。電力部門や鉱業部門と

違って、このような設定は民間ではなし難いからで

ある。

高等教育予算の削減と、黒人学生の受け入れ数の

拡大を強いられている大学にとっても、日本の資金

によってアフリカ留学生枠が恒常的に設けられるな

らば、南アフリカの知的資産は地域公共財として活

かされることになろう。これもまた、市場のなしえ

ない所作である。

ザンビアにおいてもモザンビークにおいても、さ

らにはその他アフリカ諸国にとって、人口の大多数

を収容する農村経済が向上しなければ、貧困問題の

目に見える軽減は起こりえない。世界の援助機関が

再確認している貧困への挑戦も、アフリカ農村を放

置しては成功の目途は立たない。農業技術革新に向

けた大胆な取り組みが成されなければならない状況

にアフリカはあるのだが、かつて「緑の革命」を推進

した部隊である国際トウモロコシ・小麦改良セン

ター（CIMMYT）や国際半乾燥熱帯地作物研究所

（ICRISAT）の南部アフリカ支部がジンバブエやマラ

ウイにある。わが国の支援を投入することでその活

動を活性化し、これまでこういった組織と関係を持

てなかった南アフリカの地場研究と結合させること

ができれば、各国のアフリカ小農に裨益する成果を

生産できるかも知れない。彼らにはない国際研究機

関へのアクセスを提供して、しかもその成果を広く

地域に波及させていくプログラムは、南アフリカの

みならずアフリカ諸国や地域協力機構の賛同をえら

れる可能性が高い。南アフリカ政府は現在、アパル

トヘイト遺制の清算として土地政策と取り組んでお

り、アフリカ人農民による農村の創成を考えている。

南アフリカやジンバブエにおいてはかつて白人政権

によって土地の強制収用が行われたために、黒人小

農が利用可能な土地資源の生産環境が極めて悪く、

29 この問題については、平野「パラドックスのなかの貧困-ジンバブエにおける農地改革を展望する」（『アジア経済』第40
巻9/10号、1999年10月）にて論じた。また、国際協力事業団『DAC新開発戦略援助研究会報告書』第3巻〈国別検討〉に
おいても紹介した。詳しくはこれらを参照されたいが、ジンバブエの貧困問題は農村部に集積しており、黒人小農に優
良農地へのアクセスを提供しなければ救済できない性質の問題である。一方で、白人農業部門は、アフリカ随一の生産
性を有する同国の国富であって、これを損なうことなく農地改革を進めるには、白人所有の未活用地を流通させるため
の土地市場を創設しなければならないというのが、内外識者の一致した見解であるが、ジンバブエ政府にはそういった
政策観が欠如している。
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農地改革は重要な政策課題である。ジンバブエでは、

ムガベ政権が土地問題や農地改革に関する十分な理

解を欠いていたことが29、独立後20年にして結局昨

今の政策破綻を招いたといえよう30。白人が大量に

入植した南部アフリカにおいては、農業技術のみな

らず、土地政策や農地改革に関する知識と政策経験

が、国民経済を安定的に発展させていくうえで必要

である。この分野におけるわが国の、そしてアジア

諸国の歴史経験を提供していくことは、人種融和と

貧困軽減を同時に進めていこうとする賢明なる政権

にとって、必ずや歓迎されるべき貢献をなすであろ

う。

このような提案は、南アフリカとの二国間協議を

前提としながらも、SADCの本旨にも沿うもののは

ずである。かつてSADCCが、南アフリカが独占し

ている機能をフロントラインのなかにも作り出そう

としたのとは逆に、南アフリカ既存の機能を地域公

共財化するという方向にSADC が転換できるなら

ば、開発効率は格段に向上する。SADCに限らない。

機構上は地域公共性を前提としているSACUの望ま

しい再編にとっても、南アフリカが経済面ばかりで

なく社会面においても「公共化」していくことは、プ

ラスに作用するであろう。

現在の南部アフリカに対する援助方針としては、

「国別アプローチ」原則への回帰をまず主張したい。

各国固有の事情に十分考慮した援助政策が立案され

ることがなによりも重要である。その作業のなかで

各国経済の発展にとって重要度の高い国際プロジェ

クトが発見されるならば、そのとき始めて地域協力

に対する支援が検討のテーブルに上るという順序が、

「国別アプローチ」の筋道であろう。その順序を乱し

てしまうと、「国別アプローチ」が目指している援助

の効率性を損なう恐れがある。また、地域協力案件

が検討される場合は、地域特性を正確に把握しなけ

ればならない。特に新しい「南部アフリカ」において

は、企業コンソーシアムが民間資金を大量投入して

地域開発を進めるという新機軸が、地域経済全体の

ダイナミズムを生み出しているのであるから、その

ダイナミズムに水を差さない、新機軸と齟齬を来さ

30 2000年に入ってからジンバブエでは、元解放戦士による白人農場の不法占拠が相次いでいるが、政府はこれに対し何
ら対策を講せず、むしろムガベ大統領はこれを容認している。政策意志そのものが非合法化しているのである。

ないことに最大限の注意が払われなければならない。

それが「包括的アプローチ」にほかならない。「包括

的アプローチ」のなかでODAがなしえる貢献の縁と

して、南アフリカが持つ地域公共財の活用を提言し

たいのである。

現在の南部アフリカは過去の南部アフリカとまっ

たく異質であり、他のアフリカ地域とも異質である

ことを説明した積もりである。援助政策の立案者に

は、その二つの異質性に対する十分の注意と配慮を

期待する。
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補章　南部アフリカにおける地域協力の現状
西浦　昭雄（創価大学）

本章は、南部アフリカにおける地域経済協力の現状をさらに詳しく見るために、SADC、COMESA、SACU

各機構について追加説明を加えるとともに、極めて重要な因子でありながら言及されることの少ない域内の

二国間協定に関して、そのあらましを説明するものである。執筆は西浦昭雄氏（創価大学）にお願いした。

地域協力の理念とは裏腹に、南部アフリカ諸国間で展開されている貿易摩擦は熾烈である。南部アフリカ

諸国は域内分業関係にあるわけではなく、むしろ同種の産業をもって競争しているのであって、この事情は、

地域機構よりも二国間経済交渉の有り様に反映する。したがって、地域経済の実状を見るにあたっては、二

国間交渉や二国間協定を注意深く観察する必要がある。

1.　南部アフリカの地域経済協力機構

南部アフリカ地域31には、南部アフリカ開発共同

体（SADC）、東南部アフリカ共同市場（COMESA）、南

部アフリカ関税同盟（SACU）、共通通貨圏（CMA）の

4つの地域経済協力機構が存在し、それらの加盟国

は重複している。表2は各機構の加盟状況をまとめ

たものであるが、南部アフリカ14ヵ国全ての国が2

つ以上の地域機構に属し、ナミビアに至っては4機

構全てに属している。

1994年 4月に民主化を達成し南アフリカが同年8

月にSADCに加盟したことは、加盟国の流動化をも

たらすことになった。1995年8月、マダガスカルか

らさらに東方に800km離れたところに位置するモー

リシャスがSADCに加盟した。COMESAのメンバー

でもあるモーリシャスが、SADC加盟を強く希望し

た最大の意図は、COMESAへの加盟意思を示さない

南アの市場にアクセスするためであった32。続いて、

1997 年にはコンゴー民主共和国と、セイシェルが

SADCに加盟した。マダガスカルもSADC加盟を希

31 ここでは南部アフリカの定義を、便宜上SADC加盟14カ国にマダガスカル、コモロを含めた地域を指す。
32 1995年 10月、モーリシャス政府関係者へのインタビュー。

表2　南部アフリカ諸国の地域機構加盟状況

南部アフリカ開発共同体 東南部アフリカ共同市場 南部アフリカ関税同盟 共通通貨圏
（SADC） （COMESA1）） （SACU） （CMA）

アンゴラ ● ●
ボツワナ ● ●
コモロ ●
コンゴー民主共和国 ● ●
レソト ● 2） ● ●
マダガスカル ●
マラウイ ● ●
モーリシャス ● ●
モザンビーク ● 2）

ナミビア ● ● ● ●
南アフリカ ● ● ●
セイシェル ● ●
スワジランド ● ● ● ●
タンザニア ● ●
ザンビア ● ●
ジンバブエ ● ●
注：1） COMESAには、その他、ブルンディ、ジブティ、エジプト、エリトリア、エティオピア、ケニア、ルワンダ、

スーダン、ウガンダが加盟している。
2） レソトとモザンビークはCOMESAから脱退した。

出所：筆者作成。
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望しているといわれている。SADCの対象範囲が従

来考えられていた「南部アフリカ」だけには収まらな

くなってきているのである。

南アフリカがCOMESAに加盟をしなかったこと

で、COMESAの求心力は低下した。1997年1月には、

モザンビークとレソトがCOMESAを脱退する意向

を示し、その後両国は脱退した。1992 年 12 月に

COMESAの前身である東南部アフリカ特恵貿易地域

（PTA）が、SADCの前身である南部アフリカ開発調

整会議（SADCC）に対して統合を呼びかけて以来、検

討されてきた両機構の合併話が、モザンビークとレ

ソトの脱退により現実性を帯びなくなった。1999年

7月には、COMESAの域内関税引き下げ案に難色を

示すタンザニアがCOMESAから脱退する意思があ

ることを表明した33。COMESAの求心力が低下する

中、1998年にはエジプトが加盟した。ハズバンド（M.

Husband）によれば、エジプト加盟の背景には輸出市

場の多角化を図るという経済的目的とともに、国連

安保理入りなどを目指してアフリカ諸国から支援を

得ることを目指した政治的意図がある34。

SACU、CMAの加盟状況は1990年に独立したナミ

ビアが加盟して以来は変化がない。しかし、1997年

以来ザンビアがSACU入りを希望している35。1999

年11月に南アフリカ大統領のムベキがザンビアのチ

ルバ大統領と会談した際、ムベキはザンビアの加盟

が困難である理由として、SACU加盟国の中で拒否

する姿勢を示している国があることを指摘した。

SADCの目標には、共同市場の創設とSADCCから

引き継いだ分野別協力という2側面がある。共同市

場創設については、1996年にマセルで開催された首

脳会議で8年間をかけて域内自由貿易圏をつくると

いう貿易議定書が調印された（域内貿易の課題につ

いては後述する）。

次に、分野別協力の推進の鍵は投資誘致である。

SADCの機構には首脳会議、閣僚会議の下、部門別

開発政策の調整を行う部門別調整機関（Sectoral Coor-

dination Unit: SCU）が設置されている。国別の担当部

門は次のようになっている。

ア ン ゴ ラ：エネルギー

ボ ツ ワ ナ：農業調査、畜産・獣疫対策

レ　　ソ　　ト：水、環境・土壌保全

マ　ラ　ウ　イ：内陸漁業・林業・野生動物保護

モーリシャス：観光

モザンビーク：文化・情報、運輸･通信

ナ ミ ビ ア：海洋漁業・海洋資源

南 ア フ リ カ：金融・投資

スワジランド：人的資源開発

タ ン ザ ニ ア：工業・貿易

ザ ン ビ ア：鉱業、労働・雇用

ジ ン バ ブ エ：食糧・農業・天然資源、食糧安全保障

コンゴー民主共和国：未決定

セ イ シ ェ ル：未決定

また、モザンビークには「南部アフリア運輸・通信

委員会（Southern African Transport and Communications

Commission: SATCC）」が設置され、同委員会は特に

内陸国に対し海への輸送ルートを確保し、調整する

役割を担っている。開発プロジェクトは、運輸・通

信などインフラに関するものが多い。例えば、1997/

98年度において認可された404件のプロジェクトの

うち、運輸・通信分野に関するものは174件で資金

総額の80％を占めた。食糧・農業・天然資源の86件、

エネルギーの42件、鉱業の36件がこれに続く。

ジンバブエ、ザンビアのような内陸国を多く抱え

る南部アフリカでは港湾施設までの道路・鉄道網の

整備が重要である。具体的には、モザンビークのベ

イラ港とジンバブエのハラレ、ザンビアのルサカを

結ぶ「ベイラ回廊」と、同じくモザンビークのマプト

港から南アフリカのハウテン州を結ぶ「マプト回廊」

の整備を目的とした関連プロジェクトが活発に実施

されてきている。

SADCは、まず議定書を策定することで共通の政

策フレームワークを形成しようとするアプローチを

とっている。1995年には、水資源の共同利用を確認

33 タンザニアは1999年 11月にケニア、ウガンダとの間で、東アフリカ共同体（EAC）の設立に関する協定を締結した。
34 Business Day, 20 August 1998.
35 ザンビアのカビンデレ商務・通産大臣は、SACU加盟によるザンビア側の効果は年間4,800万ドルになると表明した
（Inter Press Service, 17 April 1998）。
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した水資源共有システムに関する議定書と、電力送

配電網の開発を目的とした「南部アフリカ電力プー

ル」に関する覚え書きが調印された。さらに、1996年

には、「エネルギー開発」、「運輸・通信・気象観測の

開発協力」、「麻薬密輸取り締まり」に関する議定書

が、翌1997年には「鉱業」と「教育・訓練」に関する

議定書が調印された。しかし、各国議会での議定書

批准作業は遅れ気味である（表3参照）。すべてに批

准しているのはボツワナのみである。議定書が発効

するには加盟国のうち3分の2が批准しなければな

らず、SADCを実効性のある組織にするのは各国の

積極的な取り組みが不可欠である。

次にPTAが改組したCOMESAについてであるが、

その設立目的は次の6点に要約できる36。

①協調的でバランスのとれた開発推進による加盟

国の持続可能な成長の達成

②域内経済協力の促進

③投資を誘致できる環境の創生

④加盟国間の平和と安定

⑤域外組織との協力関係の促進

⑥アフリカ経済共同体（Af r i c a n  E c o n om i c

Community）実現への寄与

COMESAの機構には首脳会議、閣僚会議、中央銀

行総裁会議、関連省庁間の次官級会議、決済機構

（Clearing House）、事務局等がある。また関連機関に

は貿易やプロジェクト面の金融を担当する東南部ア

フリカ貿易・開発銀行（通称、PTA銀行）がある。

COMESAには①貿易、②関税・通貨、③投資誘致、

④民間部門の成長という4つの活動目標があるが、

その中心は域内関税の引き下げによる貿易の促進で

ある。COMESAは、2000年 10月末までに域内貿易

の自由化を図り、2004年までには域外共通関税を設

け、そして2025年までには通貨同盟を結成するとい

う目標を掲げている。

SACUは1990年に独立したナミビアが加わった他

は、基本的には1969年協定の形態を維持してきた。

南アフリカにとって、SACUに所属するBLNS（ボツ

ワナ、レソト、ナミビア、スワジランド）諸国は工業

製品の主要市場で、経済的にも欠かせない存在であ

る。しかし、南アフリカ政府はSACUそのものを見

直しているといわれる。それは関税プールから

BLNS諸国に分配する金額が負担になっているから

である。

表4は1979年以降の関税プールの分配率をまとめ

たものである。SACUの新協定が締結され、分配率

の決定に新しく変動方式が取り入れられた1969年度

の配分はボツワナ0.8％、レソト0.8％、スワジラン

ド1.1％で、3ヵ国の合計は2.6％であった。残りの97.4

％の関税収入を南アフリカが受け取っていた。しか

し、ボツワナの対外貿易が増えるにつれてボツワナ

の分配率が増加し、1992年度の南アフリカへの分配

36 Common Market for Eastern and South Africa（n.d.）pp.3-4.

表3　SADC議定書の批准状況（1998年1月現在）

水資源 エネルギー
麻薬密輸 運輸・通信・

貿易 教育・訓練 鉱業
取締まり 気象観測

アンゴラ
ボツワナ ● ● ● ● ● ● ●
レソト ● ● ●
マラウイ ● ●
モーリシャス ● ● ● ● ●
モザンビーク
ナミビア ●
南アフリカ ●
スワジランド ● ●
タンザニア ●
ザンビア
ジンバブエ ●
出所：Business Day, 6 February 1998.
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率は66.4％と大幅に低下した。これはBLNS諸国の

分配率が、実際の輸入額よりも大きくなるように設

定されているからである。BLNSに有利な分配率は

政治的な意図によるものであった。1994 年頃から

SACU加盟国間で、事務局の設置（現在は南アフリカ

の通産省が代行）や共通経済政策の策定等、機構改

組に向けた話し合いが続けられてきたが交渉は難航

している。さらに1999年10月に調印された「EU＝

南アフリカ貿易・開発・協力協定」は、他のSACU諸

国に対して大きな影響を及ぼすと考えられている。

こうした地域機構とは別に、南部アフリカ地域の

諸国間で数多くの二国間貿易協定が結ばれている

（表5参照）。農業産品を除くマラウイ産の輸入品を

南アフリカが関税免除で受け入れるとするマラウイ

＝南アフリカ間の協定から、モーリシャスからの紅

茶に対して輸入課徴金をかけないとするモーリシャ

ス＝南アフリカ間の協定まで内容と実効性は様々で

あるが、実に多くの二国間協定が地域機構と並立し

ている。最も多くの協定を結んでいるのがジンバブ

エで、SACU加盟国のボツワナ、南アフリカ、スワ

ジランド、レソトを含む10ヵ国との間で二国間貿易

協定をもつ。一方、ナミビアはジンバブエのみと二

国間貿易協定を結んでいる。加盟国が重複する各地

表4　SACUの関税プール額と加盟国間の関税プールからの配分率（1969/70-1992/93年度）

年度 関税プール額 各国配分率（％）
（100万ランド） ボツワナ レソト スワジランド ナミビア BLNS合計 南アフリカ

1969/70 431 0.8 0.8 1.1 - 2.6 97.4
1979/80 2,290 3.9 3.4 3.5 - 10.8 89.2
1980/81 2,246 4.2 3.0 3.6 - 10.8 89.2
1981/82 2,123 3.5 2.2 2.0 - 7.7 92.3
1982/83 2,419 3.3 2.1 3.2 - 8.7 91.3
1983/84 3,168 4.5 3.1 3.4 - 11.0 89.0
1984/85 3,399 4.8 4.0 3.4 - 12.2 87.8
1985/86 3,615 4.8 4.4 3.8 - 13.0 87.0
1986/87 4,118 5.7 3.5 2.9 - 12.1 87.9
1987/88 4,707 6.1 3.4 2.9 - 12.4 87.6
1988/89 6,868 5.3 2.8 2.4 - 10.5 89.4
1989/90 7,675 6.1 3.4 2.4 - 12.0 88.0
1990/91 7,922 8.3 4.5 4.3 8.3 25.4 74.6
1991/92 8,017 12.9 5.3 4.4 9.2 31.8 68.2
1992/93 8,918 15.0 6.1 4.0 8.4 33.6 66.4

出所：Maasdorp, G. A.（1994）, Mayer, N. and Zarenda, H.（1994）.

表5　南部アフリカの二国間貿易協定

アンゴラ ボツワナ レソト マラウイ
モーリ モザン

ナミビア
南アフ スワジ タンザ

ザンビア
ジンバ

シャス ビーク リカ ランド ニア ブエ

アンゴラ ● ● ● 　 ● ● ●
ボツワナ ● ● ● ●
レソト ● ● ●
マラウイ ● ● ● ● ● ● ●
モーリシャス ●
モザンビーク ● ● ● ● ● ● ● ●
ナミビア ●
南アフリカ ● ● ● ●
スワジランド ● ● ● ● ●
タンザニア ● ● ● ● ● ●
ザンビア ● ● ● ● ● ● ● ●
ジンバブエ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
注：コンゴー民主共和国、セイシェル、マダガスカル、コモロを除く。
出所：Kabemba, C.K.（1996）.
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域機構ごとに関税に関する取り決めがある上、こう

した二国間貿易協定の並立が南部アフリカ諸国の関

税構造を一層複雑なものにしている。

南部アフリカ諸国には、経済規模や一人当たりの

国民所得水準で大きな格差が存在する（表6参照）。

例えば、セイシェルのGDPはジンバブエの12分の

1、南アの230分の1であるが、1人当たりのGNPで

比べるとセイシェルはコンゴー民主共和国の59倍の

水準である。

2.　南アフリカと周辺諸国の関係

本節では、南アフリカの地域政策と周辺諸国との

二国間関係について言及する。南アは南部アフリカ

地域におけるGDPの82％（1995年）を占める地域経

済大国であり、南アフリカの地域政策は南部アフリ

カの地域協力の方向性を検討する上で極めて重要で

あると考えられる。

2－1　南アフリカの南部アフリカ地域政策

1994年4月の総選挙で発足した南アフリカの新政

権は、国際社会への復帰を目指した積極的な外交活

動を行った。1994年5月の英連邦への復帰とアフリ

カ統一機構（OAU）への加盟を皮切りに、同年6月に

は20 年ぶりに国連への完全復帰を、同年8月には

SADCへの加盟を果たした。また、旧ザイールの内

戦や東ティモール問題への仲介など、全方位外交と

もいうべき外交政策を展開している。さらに経済関

係においても、ロメ協定加入をめぐるEUとの交渉、

環インド洋地域協力連合（Indian Ocean Rim Associa-

tion fo Regional Cooperation: IOR-ARC）を軸とした対

アジア関係、米国との二国間関係、アフリカ諸国と

の地域経済協力をそれぞれ推進するなど、あらゆる

方角に向かって経済関係を強化しようとしている。

この試みを、南アフリカでは「バタフライ戦略」と称

する。

その中でも、南アフリカは南部アフリカ地域が特

別な重要性があるという考えを繰り返し言明してい

る。例えば、1996年に南ア外務省が発表した「南ア

フリカ外交政策討議資料」によれば、「SADC加盟諸

国との関係は最も重要であり、各外交公館はSADC

問題に対し優先して全力で取り組む必要がある」と

している。そして、同討議資料は、南部アフリカ諸

国に対する政策として概要次のように提唱してい

る37。

表6　南部アフリカ諸国の主要指標（1998年）

国　　名 人口（100万人） 面積（1000km2） GDP注1）（100万ドル） 1人当たりGNP（ドル）
アンゴラ 12 1,247 6,648 340
ボツワナ 2 582 5,690 3,600
コモロ 0.5 2.2 196 370
コンゴー民主共和国 48 2,345 6,964 110
レソト 2 30 792 570
マダガスカル 15 587 3,749 260
マラウイ 11 118 1,643 200
モーリシャス 1.2 2.0 4,288 3,700
モザンビーク 17 802 3,959 210
ナミビア 2 824 3,108 1,940
南アフリカ 41 1,221 116,730 2,880
セイシェル 0.1 0.5 507 6,450
スワジランド 1.0 17 1,384 1,400
タンザニア注2） 32 945 7,917 210
ザンビア 10 753 3,352 330
ジンバブエ 12 391 5,908 610
注：1） コモロ、モーリシャス、セイシェル、スワジランドはGNPの値で示している。

2） タンザニアのGDPと1人当たりGNPは大陸部分のみの値である。
出所：World Bank（2000）.

37 Department of Foreign Policy（1996）
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①南アフリカの復興開発計画（RDP）は、南部アフ

リカ全体の開発プロジェクトの推進を目指して

地域化する

②南部アフリカでは、各国が異なるニーズと協定

を持っていることを考慮しなければならない

③外交目標は、調整機能、貿易と投資の促進、地

域開発、そしてSADC諸国と国境を接する南ア

フリカの各州との交流を考慮すべきである

④加盟各国とも相談しながら、湾岸諸国とSADC

との地域間交流も検討する

南アフリカが対南部アフリカ政策を重視する背景

として、次の4点を指摘することができる。第1は、

南アフリカが国民党政権時代、アパルトヘイトの維

持を目的に周辺諸国に行った不安定工作の結果、莫

大な人的・物的被害をもたらしたという歴史的な責

任である。また、ANCにとっては反アパルトヘイト

運動を支援した周辺諸国に対する恩義もある。

第2は、南部アフリカ地域が南アの製造業にとっ

て重要な市場であるばかりでなく、投資先としても

有望であるという経済的動機である38。南アフリカ

のアングロ・アメリカン社をはじめとする鉱業会社

は、南部アフリカ諸国に巨大な利権をもっている。

電力・水資源の確保や道路・鉄道網の整備という観

点からも重要である。

第3は、南アフリカがすべての周辺諸国に対して

大幅な輸出超過を記録しており、諸国間に不満がく

すぶっていること、また、南アフリカの覇権に対す

る警戒心が根深いことから、それを緩和させるべき

であるという政治的な配慮である。1999年8月には、

南アフリカの貿易政策が保護主義的だとするジンバ

ブエとケニアの批判に後押しされる形で、COMESA

事務局が南アフリカへの報復関税の導入を示唆し

た39。

第4に、南アフリカと周辺諸国との経済格差によ

る南アフリカへの不法移民の増加は、多くの失業者

を抱える南アフリカ国内で深刻な社会問題になって

いることである。域内における人の移動の自由化を

できる限り避けたい南アフリカは、問題解決のため

には周辺諸国の経済発展が不可欠であるという認

識を有している。1998年1-8月に逮捕された不法移

民は10万人を超えた40。

2－2　南アフリカと周辺諸国の貿易摩擦

南アフリカは、前述したように南部アフリカでは

ジンバブエ、マラウイ、モザンビーク、モーリシャ

スとの間で二国間貿易協定を持つ。このうち、近年

最も関心を集めているのが、南部アフリカにおける

二大工業国、南アフリカとジンバブエ間の貿易関係

である。ここ数年来、ジンバブエ政府は南アに二国

間協定の改定を求めてきた。この問題の経緯を追う

ことで、南アフリカの抱えている二国間貿易問題を

理解する手助けになるもとの思われる。

南アフリカ・ジンバブエ間の二国間貿易協定の成

立は、ジンバブエがまだ南ローデシアであった1964

年11月に遡る。当時、南アフリカのアパルトヘイト

政策の強化に対する国際社会の批判は、国連総会に

よる対南アフリカ経済・外交制裁決議（1962年）、国

連安保理による対南アフリカ武器輸出禁止決議

（1963年）、国際オリンピック委員会による東京大会

への出場停止処分（1964年）にみられるように、厳し

さを増していた。

一方、南ローデシアは1953年よりニヤサランド、

北ローデシアの英領3植民地で「ローデシア・ニヤサ

ランド連邦」（通称、中央アフリカ連邦）を結成し、共

同市場を形成した。しかし、アフリカ人民族主義運

動の高揚でニヤサランドは1964年7月にマラウイと

して、北ローデシアも同年10月にザンビアとして独

立し、同連邦は解体した。逆に、南ローデシアは、ス

ミス首相率いる「ローデシア戦線」（RF）によって白

人少数支配を強化し、1965年11月には英国に対して

「一方的独立宣言」（UDI）を行った。

よって、こうした国際的な孤立化の渦中に締結さ

れた南アフリカ・南ローデシア貿易協定には、両国

の貿易販路を確保する戦略的な狙いがあったものと

推測できる。同協定によって織物・衣料品、食品、タ

38 南アフリカのアーウィン通産相は、「周辺諸国の経済発展なしには、南アフリカは工業国になることはできない」と発言
している（Business Day, July 2., 1999）

39 Business Day, August 2., 1999.
40 Business Day, September 30., 1998.
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バコなど特定品目を対象とする特恵関税の相互供与

が行われたが、これは、南アフリカが南ローデシア

に対して恩恵を与えるという意味合いをもってい

た41。

5年ごとに協定を更新することが取り決められて

いたが、注目すべきは南ローデシアがジンバブエと

して正式に独立し、フロントライン諸国として反ア

パルトヘイト運動に携わった1980年代も協定が継続

されてきたことである。1982年と86年に同協定は更

新されたが（一部改定）、これにはジンバブエ側の積

極的な働きかけがあったといわれている。ジンバブ

エにとって南アフリカは常に最大の貿易相手国であ

り、1980年代のジンバブエの貿易額に占める対南ア

フリカ貿易額のシェアは15-21％であった。

1992年末以来、ジンバブエ政府は南アフリカに二

国間協定の改定を求めるようになった。ジンバブエ

政府の要求の中心はジンバブエ製織物・衣料品への

南アフリカの関税引き下げであった。南アフリカに

とって衣料産業は13万人の雇用を抱える重要な労働

集約産業であるが、ジンバブエへの特恵供与によっ

て織物・衣料産業の雇用喪失が危惧される。一方で、

南アフリカは周辺国から貿易不均衡是正への措置を

求められている。

ジンバブエ側の要求の背景には、概して3つの要

因があったものと考えられる。第1は、ジンバブエ

の南アフリカに対する大幅な輸入超過である。表 7

はジンバブエの対南アフリカ貿易の推移を表したも

のであるが、1994年以降貿易赤字が急激に拡大した

ことがわかる。1995年実績では、ジンバブエの南ア

フリカからの輸入額が12億5,300万ドルであるのに

対し、ジンバブエからの対南アフリカ輸出額は2億

6,600万ドルで、ジンバブエの9億8,700万ドルに及

ぶ輸入超過であった。ジンバブエは1998年には全体

で5億6,230万ドルの貿易赤字を記録したが、南アフ

リカとの貿易赤字額は10億ドルを超える42。

第2は、1992年に南アフリカの輸入織物・衣料品

に対する関税が引き上げられ、実質的に二国間協定

による恩恵が薄れたことが指摘できる。表8が示す

ようにジンバブエにとって織物・衣料品などの繊維

関連品は重要な輸出品であり、対南ア輸出額の22％

41 南アフリカは1967年にもマラウイとの間で二国間貿易協定を締結した。
42 IMF （1999）.

表7　ジンバブエの対南アフリカ輸出入額の推移（1981-1998年）
（単位：100万ドル）

対南アフリカ輸出 対南アフリカ輸入 対南アフリカ貿易収支
1981年 283 362 -79
1982年 190 331 -141
1983年 190 257 -67
1984年 185 184 1
1985年 103 169 -66
1986年 130 201 -71
1987年 112 217 -105
1988年 137 163 -26
1989年 138 295 -157
1990年 131 361 -230
1991年 132 470 -338
1992年 171 488 -317
1993年 188 447 -259
1994年 233 664 -431
1995年 266 1,253 -987
1996年 275 1,239 -964
1997年 293 1,240 -947
1998年 334 1,413 -1,079

注：1988年数値は推計。
出所：IMF（各号）、World Bank（1997）.
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（1994年）、14％（1995年）を占めた。

第3に、ジンバブエの織物・衣料産業の業績悪化

による産業界からの圧力が指摘できる。ジンバブエ

は1990年に経済構造調整計画（ESAP）を導入し、5年

間で織物に対する関税率を65％から15％に引き下げ

るなど貿易の自由化に取りかかった。この結果、国

際競争力に欠ける織物・衣料産業の業績が悪化し、

1994年11月には6,000人の従業員数を持つジンバブ

エ最大の織物企業であったコーン・テキスタイル社

が倒産した。産業全体でも1990-1994年間で5万人か

ら2万8,000人に雇用が減少した。

1995年8月、南アフリカ政府はジンバブエ側の要

求に従い、ジンバブエからの織物・衣料品に課す関

税率を1992年 12月以前の水準に戻すとする新協定

案を南ア産業界に提示した。南アフリカ通産省の交

渉担当官は「地域社会の安定のためには、南アフリ

カは周辺諸国の雇用面を考慮せざるを得ない」と説

明したが、南アフリカ産業界は一斉に反発し交渉は

再び暗礁に乗り上げた。1996年5月にはジンバブエ

側が南アフリカに対して「貿易戦争」を起こすと警告

するなど、ジンバブエの反南アフリカ感情が悪化し

た。翌6月、南アフリカ政府はジンバブエ側と交渉

し、①織物・衣料品、②農産物、③鉱物、自動車の

関税に関する作業部会を設置することに合意し、関

係修復に向かった。

1996年8月になって漸く、南アフリカ側がジンバ

ブエ製織物・衣料品に対して新たに特恵関税を供与

することで合意に達した。合意では9月よりジンバ

ブエ製の糸（yarn）への関税率を14％、織物（fabric）

19.5％、衣料（clothing）30％に大幅に引き下げ、さら

に2000年までに衣料品の関税を20％に引き下げる43

こと、さらに焦点の一つになっていたローカルコン

テンツ要求でもジンバブエ側の主張に沿うなど、南

アフリカ通産省担当官が「これ以上譲歩できないほ

どの内容」といったほど、南アフリカ側が歩み寄る

形となった。南アフリカ産業界も大勢はこれを受け

入れた。南アフリカ国内にある工場を労働コストの

低いジンバブエに移転し、そこで生産した製品を南

アフリカに逆輸入しようとする企業もある。ジンバ

ブエの政府・産業界は特恵合意に対し歓迎の意を表

明、国内株価も上昇した。

両国が織物・衣料品に関する新特恵関税に合意し

たことにより、他の産業にも同じく特恵扱いが拡大

されるかどうかが次の焦点となった。1995年8月の

段階では、南アフリカ政府は他の産業には特恵供与

を拡大する意思はなかった44。しかし、ジンバブエ

の反南アフリカ感情悪化を緩和させるために、南ア

フリカはジンバブエ政府の要求を受け入れて農産物

や鉱物・自動車に関しても作業部会を設置した。

1997 年 8 月には農産品についても合意が成立した

が、南アフリカ政府は、ジンバブエを経由して低価

格の商品が流入することと、他の周辺諸国に関税引

き下げ要求が波及することを危惧している。

実際、1996年8月にザンビア政府は、ジンバブエ

と同様に織物関税を引き下げる措置を南アフリカ政

府に求め、認められない場合は報復措置もあると警

告した。南アフリカの対ザンビア輸出は輸入の12倍

（1997年）もあり、不均衡貿易が拡大している。ザン

ビアの産業界は、南アフリカの補助金による輸出促

進策が、ザンビアの周辺諸国への工業製品輸出に打

撃を与えていると非難した。ザンビアは長らく反ア

パルトヘイト運動の拠点としてANCを支援してき

43 1995年時点の通常の関税率は糸32％、織物45％、衣料90％であった。
44 1995年 8月、南アフリカ通産省へのインタビュー。

表8　ジンバブエの対SACU諸国主要貿易品目の推移

1992年 1993年 1994年 1995年 1996年
１ 金属・同製品 金属・同製品 機械類・電気製品 金属・同製品 機械類・電気製品

対SACU主要輸入品 ２ 機械類・電気製品 機械類・電気製品 化学品 機械類・電気製品 金属・同製品
３ 化学品 化学品 金属・同製品 輸送機器 化学品
１ 食品・飲料・タバコ 食品・飲料・タバコ 繊維関連品 食品・飲料・タバコ 食品・飲料・タバコ

対SACU主要輸出品 ２ 繊維関連品 繊維関連品 食品・飲料・タバコ 繊維関連品 繊維関連品
３ 金属・同製品 金属・同製品 金属・同製品 金属・同製品 木材・同製品

出所：Republic of South Africa, Custom & Excise（各号）から作成。
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た実績があるが、当初、南アフリカ政府はザンビア

の要求を拒否した。二国間協定の締結国をむやみに

増やすことは自国産業への悪影響をもたらすばかり

でなく、南部アフリカの地域機構に混乱をきたすも

のと危惧されるからである。しかし、1997年9月に

ザンビアが南アフリカ産小麦粉の輸入を禁止すると

表明したことから南アフリカが譲歩し、翌1998年1

月、SACU諸国間でザンビアに特恵を供与すること

で合意した。タンザニア、マラウイ、モーリシャス

といったSADC加盟国も、南アフリカに関税引き下

げを要求する動きを見せている。

2－3　EU＝南アフリカ貿易・開発・協力協定の影響

「EU＝南アフリカ貿易・開発・協力協定」は、3年

越しの交渉の末に、ようやく調印された。同協定の対

象はEU製品の95％、南アフリカ製品の86％に及び、

EUは10年の、南アフリカは12年の移行期間内に関

税の撤廃化をすすめる。同協定は2つの意味において

周辺諸国に影響を及ぼすことになると考えられる。

第1は、SACUにおける関税収入の減少である。南

アフリカ以外のSACU諸国は関税プールからの配当

金への依存率が高い。1995年度の国家歳入に占める

関税プールからの配当金の割合は、レソトとスワジ

ランドで50％、ナミビアで30％と非常に高く、最も

少ないボツワナでも16％であった45。南アフリカの

EU諸国からの輸入額は116億5,600万ドル（1998年）

で、輸入額全体の 43％を占める。南アフリカ財団

（South African Foundation）の試算によれば、南アフリ

カを含む SACU 諸国の関税収入の減少は年間 4 億

2,000万ドルに及ぶという。また、SACUの関税収入

は1997/1998年が140億ランドであったが、EU＝南

ア協定により最大で35億ランド減少するという試算

もある46。影響については諸説があるが、関税プー

ルからの配当金に大きく依存しているレソトとスワ

ジランドの財政状況の悪化は必至である。

第2は、2000年に改定が予定されるロメ協定への

影響である。EUと南アフリカによる協定交渉の行方

がACP諸国の注目するところであったのは、協定内

容が将来のポスト・ロメ協定をめぐる交渉の土台に

なるのではないかという懸念からである47。ページ

（S. Page）らによると、ロメの後継協定として、EU側

はSADCに対して、ACP諸国を地域ごとに分割した

地域経済協力協定（Regional Economic Partnership

Agreement: REPA）を提唱している48。ただ、南アフ

リカ以外のSADC諸国がREPAを受け入れるとして

も、発展度の高いモーリシャス、ジンバブエ、セイ

シェルについては、その他低開発国と分けて対応す

ることも検討しており、南アフリカ以外のSACU諸

国は、REPAに入るかEU＝南ア協定の同内容で受け

入れるかを選択することになるとしている。いずれに

せよ域内貿易自由化をすすめようとするSADCにとっ

てはEU＝南ア協定の影響は大きいものと考えられる。

3.　地域協力の課題

3－1　域内貿易

1980年代を通じ、PTAは域内貿易を増加させるこ

とを目標に域内関税の引き下げを試みた。しかし、

1984年7月に212に及ぶ品目について10％から70％

の関税引き下げを実施して以来、大きな進展はみら

れなかった。1991年のPTA加盟国の全貿易に占める

域内貿易の割合は4.6％と低かった。1993年のPTA

首脳会議では、全ての産品に対する関税引き下げを

同年10月より段階的に実施し、2000年には関税率を

ゼロにすることで合意した。COMESAもこの合意を

継承し、2000年10月末までの域内貿易自由化を目指

しているが、COMESA諸国の域内貿易比率は、1998

年現在6.6％と低迷している。

一方、SADC諸国は1996年の首脳会議で8年間で

関税・非関税貿易障壁を漸進的に完全撤廃し、最終

的には自由貿易圏を創設するという貿易議定書

（Protocol on Trade）に調印した。39条からなる同議定

書の第2条には、議定書の目的として次の5点を掲

げている49。

45 Business Day, January 21, 1998.
46 Business Day, November 20, 1998/Business Day, October 14, 1999.
47 佐藤誠（1999）p.51.
48 Page, S. et al. （1999） pp. xxiii-xxxi.
49 SADC （1996）.
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50 Thabo Mbeki, "State of the Nation Address at the Opening of Parliament"（2000年 2月 4日演説）
51 Business Day, 4 September 1998.

①公正、公平、相互利益を基本とした、商品とサー

ビスの域内取引に関する自由化を促進する

②加盟諸国の比較優位を反映した効率的生産を実

現する

③国内・隣接地域・外国投資のための環境改善に

寄与する

④地域の経済発展、多様化、工業化を促進する

⑤SADC地域に自由貿易地域を創設する

しかし、貿易議定書の批准作業は遅れており、

1998年末時点でモーリシャス、ジンバブエ、タンザ

ニア、ボツワナの4ヵ国が批准しているのみである。

現在もSADC内で調整作業が続けられているが、論

議を呼んでいるのが織物・衣料品に対する原産地規

定（rule of origin）の取り扱いである。通常、織物・衣

料産業は、①繊維・糸、羊毛、②織物、③衣料、と

作業工程が大きく3段階に分かれるが、自由化対象

製品として域内で2段階までの加工が必要だとする

グループと、1段階での加工でよしとするグループ

で意見が分かれている。つまり、南アフリカやジン

バブエといった織物と衣料の両産業を有する国に

とっては、原産地規定が2段階加工になることで域

外諸国からの輸入を抑えることが容易になる。一方、

片方の産業しかない国にとっては、2段階加工が必

要になると、域外諸国から安価な材料を輸入して縫

製加工を施し域内諸国に輸出することができなくな

る。織物・衣料品はSADC内で最も競合する製造業

の分野であることから、調整は難航している。ムベ

キは2000年2月に行った国会演説で、2000年の上半

期中には同問題に決着をつけると表明している50。

関税・非関税障壁撤廃で期待されるのが域内貿易

の促進である。SADCの域内貿易比率は南アの加盟

により2.6％から14.5％（1995年）に上昇したといわ

れるが、依然として高いとはいえない51。表 9 は、

SACU域内貿易を除く1997年のSADC域内貿易の実

績を一覧にしたものである。まず、輸入でみるとマ

ラウイ、モザンビーク、ザンビア、ジンバブエは域

内貿易の割合が50％を超える。これら4ヵ国の域内

輸入額のうち、南アフリカからの輸入額が占める割

合は極めて高く、ジンバブエの場合は88％になる。

表9　SADCの域内貿易（1997年）
（単位：100万ドル）

輸出先
アンゴラ ボツワナ

コンゴー
レソト マラウイ

モーリ モザン
ナミビア

セイ 南アフ スワジ タンザ
ザンビア

ジンバ 域内輸 輸出額
輸入先 民主共和国 シャス ビーク シェル リカ ランド ニア ブエ 出額計 総計

アンゴラ 45 0 0 45 4,149
ボツワナ - 10 - - - 1 5 57 73 -
コンゴー民主共和国 0 99 1 12 0 112 1,241
レソト - - - - 0 0 -
マラウイ 5 3 5 87 0 5 10 6 121 682
モーリシャス 3 4 7 0 1 0 12 27 1,616
モザンビーク 6 36 1 0 8 51 269
ナミビア - - - - 3 12 15 -
セイシェル 0 1 1 123
南アフリカ 190 - 200 - 246 258 588 - 42 - 208 471 1,240 3,443 31,211
スワジランド - - 5 5 - - 7 12 11 40 -
タンザニア 2 4 2 1 2 4 0 14 1 30 708
ザンビア 1 8 45 55 0 7 7 40 2 13 58 236 1,156
ジンバブエ 15 157 29 3 125 4 97 34 1 293 4 40 71 873 2,526
域内輸入額計 206 172 278 3 452 271 699 41 47 612 6 277 598. 1,405 5,067
輸入額総計 2,274 - 1,031 - 801 2,264 1,280 - 296 28,200 - 1,900 1,071 2,663
注：SACU間の域内貿易についての記載なし。また、南アフリカを除くSACU諸国の輸出額は記載がないため、相手国の
輸入値を使用。

出所：IMF （1998）.
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しかし、南アフリカの域内輸入額の比率は2.2％と低

い。一方、輸出は域内輸出割合が高いジンバブエが

34.6％、ザンビアが20.4％、モザンビークが19.0％、

マラウイが17.7％で、南アフリカも11.0％と比較的

高い。それ以外の国の域内輸出割合は10％にも満た

ない。したがって、SADCの域内貿易は、SACUを

除くと未だ活発とはいえず、あくまで南アフリカを

軸にしている状況が理解できよう。

域内貿易がそれほど活発とはいえない理由の一つ

は、輸出できる品目が加盟国間でかなり重複してい

ることである。表10は、南部アフリカ諸国の対SACU

貿易品目とそれらの貿易額を上位3位まで示したも

のであるが、南部アフリカからSACUへの輸出品目

は、鉱物資源や繊維・食品類などの軽工業品が中心

である。注目すべきは、それらSADC諸国が得意と

する食品類にしても、南アフリカを中心とする

SACUはモザンビーク、アンゴラに大量に輸出して

いる。つまり、SACUは機械類・電気製品、化学品、

金属製品に強いばかりでなく、食品や繊維関連産業

にも高い生産能力をもち、他のSADC諸国と競合す

る立場にある。こうしたことから、域内貿易自由化

は域内協力で重要な鍵を担っていることは確かであ

るが、それによって域内貿易がどこまで活発化する

かについては疑問が残る。

南アフリカ政府は、同国の貿易収支が他のSADC

諸国に対して大幅な輸出超過であるために、ジンバ

ブエの例が示すように二国間交渉で一定の譲歩（主

に特恵供与）を示すことで不満を和らげようとして

いるが、域内関税撤廃に伴い、むしろ貿易不均衡が

一層広がる恐れがある。したがって、南アフリカ企

業や外国企業による周辺諸国への直接投資が期待さ

れている。

3－2 インフラ関連投資

6ヵ国の内陸国を抱える南部アフリカ地域にとって

は、輸送網整備を核としたインフラ整備は極めて重

要な課題である。表11は、南部アフリカの電気、輸

送、通信状況をまとめたものである。南部アフリカ

表10　南部アフリカ諸国の対SACU主要貿易品目（1996年）
（単位：100万ランド）

対SACU主要輸出品 対SACU主要輸入品*
南部アフリカ ①鉱物性産品：440.3 ①機械類・電気製品：2481.4

②繊維関連品：362.4 ②化学品：1531.2
③食品・飲料・タバコ：354.7 ③輸送機器：1396.0
計：1980.9 計：12052.1

ジンバブエ ①食品・飲料・タバコ：292.4 ①機械類・電気製品：1144.7
②繊維関連品：137.0 ②金属・同製品：717.5
③木材・同製品：128.1 ③化学品：715.8
計：1176.9 計：5388.3

モザンビーク ①繊維関連品：37.1 ①鉱物性産品：527.7
②動物・動物性産品：9.0 ②食品・飲料・タバコ：374.9
③植物性産品：7.3 ③金属・同製品：202.1
計：74.9 計：2376.7

ザンビア ①鉱物性産品：82.3 ①機械類・電気製品：427.2
②金属・同製品：32.1 ②化学品：323.4
③植物性産品：21.5 ③金属・同製品：197.4
計：173.1 計：1800.1

アンゴラ ①鉱物性産品：258.1 ①機械類・電気製品：565.6
②繊維関連品：1.6 ②植物性産品：441.5
③金属・同製品：0.5 ③食品・飲料・タバコ：239.8
計：260.7 計：1524.2

マラウイ ①繊維関連品：177.6 ①化学品：191.9
②食品・飲料・タバコ：53.1 ②輸送機器：155.9
③植物性産品：30.1 ③機械類・電気製品：143.7
計：295.3 計：962.0

出所：Republic of South Africa, Custom & Excise （1996）より作成。
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には水力発電が可能な河川がいくつかあることから

電源開発への潜在力は極めて高く、水力発電の比重

が高い国も多い。しかし、地域全体でみると、水力

発電可能量の1％程度しか開発されておらず、現時

点では域内電力発電の約8割を火力発電に依存して

いる。これは、主として資金不足と開発後の管理運

営上の問題からくるロスの発生、そしてアンゴラ、

モザンビーク、コンゴー民主共和国の内戦による遅

れが影響したものであると考えられる。

コンゴ川下流に計画されているインガダムは3万

5,000MWの発電能力を持ち、南部アフリカのみなら

ず北部アフリカにまで供給できる潜在力がある。ま

た、ザンベジ川のカリバ発電所（ザンビア、ジンバブ

エ）とカボラバッサ発電所（モザンビーク）の修復と

送電線の整備が行われている。こうした水力発電を

積極的に推進しているのが、南アフリカの電力公社

でアフリカ大陸の電力消費量の半分以上を供給する

エスコム（Eskom）社である。エスコム社は南アフリ

カを拠点にインガダム発電所等を結ぶ中・南部アフ

リカ一帯にわたる電力配給システムの創設を構想し

ている。

南部アフリカの主要鉄道路線は、南アフリカの

ケープタウン、ポートエリザベス、ダーバン、リ

チャードベイの各港から内陸部に北上する路線、モ

ザンビークのマプト、ベイラ港と南アフリカやジン

バブエを結ぶ路線、タンザニアのダルエスサラーム

港とザンビアのルサカを結ぶ路線、アンゴラのロビ

ト港とルサカを結ぶ路線であり、鉄道網は主要港と

内陸部の主要鉱山・都市と結ぶように張り巡らされ

ている。これらの鉄道網で南部アフリカ諸国が独立

後に敷設した路線は、南アフリカ以外では、中国が

支援して建設されたダルエスサラームとルサカを結

ぶタザラ鉄道のみであり、既存路線についても老朽

化が進んでいることから鉄道網の整備が望まれてい

る。また、道路輸送の重要性は年々高まり、貨物輸

送のかなりの部分を担うまでになっているが、劣悪

な道路管理が輸送コストを引き上げていると指摘さ

れている。表11によれば、南アフリカ、ジンバブエ、

アンゴラ、ザンビアの舗装道路距離が長いが、南部

アフリカ地域の舗装道路の割合は概して低い。

SADCはSADCC時代から域内輸送網の整備を重

視してきた。表12は1997/1998年度のSADC部門別

プロジェクトの資金状況をまとめたものである。計

画された80億5,405万ドルに及ぶプロジェクトのう

ち、実際に確保された資金は39億8,410万ドルと半

分にも満たない。SADCの資金状況で特筆できるの

は、先進国や国際機関からの援助を中心とする外国

資金の割合が極めて高いことである。必要資金に占

める外国資本の比率は、1987-89年が88％、1991/1992

年度も88％であったが、1997/1998年度も86.6％と

表11　南部アフリカのインフラ指標(1990-1994年)

電　気 輸　送 通　信
発電能力（MW） 鉄　道 舗装道路 航　空 港　湾 電　話

合　計 火　力 水　力 （km） （km） 舗装道路率 人員輸送人 貨物輸送トン 取扱量 主電話回線数
（％） キロ（100万） キロ（100万） （100トン） （1000回線）

アンゴラ 523 199 324 2,900 8,600 12 1,241 42 22,500 75
ボツワナ 174 174 - 1,100 1,600 14 73 - 内陸国 48
コンゴー民主共和国 2,584 51 2,533 4,000 2,800 2 384 33 4,000 40
レソト 5 2 3 2 570 8 14 - 内陸国 19
マラウイ 190 25 165 780 2,400 18 87 1 内陸国 50
モーリシャス 313 253 60 - 1,700 91 2,464 81 3,000 75
モザンビーク 252 157 95 2） 3,150 4,600 17 465 9 6,000 66
ナミビア 360 120 240 2,380 4,100 8 423 2 700 92
南アフリカ 39,905 1） 35,945 2,120 21,245 58,000 31 8,413 191 111,500 5,200
スワジランド 51 10 41 370 510 18 45 - 内陸国 25
タンザニア 351 - 351 3,570 3,600 4 284 4 7,000 140
ザンビア 1,633 - 1,633 2,190 6,500 18 655 22 内陸国 92
ジンバブエ 1,966 1,300 666 2,745 15,800 19 817 64 内陸国 300
注：1） 原子力発電（1,840MW）を含む。

2） カボラバッサの水力発電を含まない。
出所：Toit, J. and Jacob, A. J. （1995）.
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高く、SADCC時代に顕著であった援助の受け皿とし

ての性格から依然として脱していないことが分かる。

運輸・通信関連プロジェクトは、404件中174件で

あり、約65億ドル（全体の80％）と群を抜いている。

これは、全プロジェクトの資金調達額の75％を占め

ており、運輸・通信分野にSADC加盟諸国の高いプ

ライオリティがあることが推測される。SADCC時代

の運輸・通信関連プロジェクトの割合も高かった。

必要資金合計のうち、運輸・通信関連プロジェクト

の占める割合は、1987-89年には必要資金の63％を

占め、1991/1992年度には66％であった。

しかしながら、南部アフリカに対する外国直接投

資は満足できるものではない。表13は南部アフリカ

諸国の外国投資受入状況をまとめたものであるが、

外国直接投資の受入が1994年の民主化以降南アで回

復し、タンザニア、モザンビークでは急増している

ものの、南部アフリカ全般として外国直接投資は低

水準である。インドネシア、マレイシア、ヴィェト

ナム等の東南アジア諸国と比較すると、外国直接投

資や同残高が1桁から2桁ほど低いことが歴然とし

ている。また、南部アフリカ諸国の外国直接投資の

多くは鉱業資源開発関連である。これに対し、南部

アフリカ諸国は投資促進機関を通じて投資誘致を試

み、SADCも南アフリカに金融・投資分野の部門別

調整機関（SCU）を設置した。

現在、南部アフリカ地域で期待されているのが、

ベイラ回廊とマプト回廊である。特に、後者は「マプ

ト開発回廊（Maputo Development Corridor: MDC）」と

呼ばれ、南アフリカ -モザンビーク両政府の共同計

画として、南アフリカ商工業の中心地でヨハネスブ

ルグやプレトリアを擁するハウテン州と、モザン

ビークの首都マプトを結ぶ広大な地域を対象とする。

南アフリカ政府が力を入れている「地域開発戦略

（Spatial Development Initiatives: SDI）」8件の中でも最

も重視されている。SDIは、潜在力があると期待さ

れる地域の経済インフラを整備し、そこに製造業、

農業、観光等のプロジェクトを実施することで総合

的に地域開発を推し進めようとする計画である。

当初のMDC計画では、インフラ、鉱産物、エネル

ギー、農業、観光関連等135件のプロジェクトによっ

て最初の4年間で約50億ドルの投資が行われ、8万

人の新規雇用が創出されると見込まれていたが、

表12　SADC部門別プロジェクト資金状況（1997/98年度）
（単位：100万ドル）

部　門
必要資金｛1｝（割合％） 資金調達｛2｝ 資金ギャップ｛1｝-｛2｝

件数 合計 外国資金 現地資金 （確保された資金）（未定資金の割合：％）
食糧、農業、天然資源 86 618.44 540.25（87.4） 78.19（12.6） 311.56 306.88（49.6）
農業調査・訓練 14 120.44 94.62（78.6） 25.82（21.4） 77.16 43.28（35.9）
内陸漁業 8 63.26 61.49（97.2） 1.77（2.8） 26.17 37.09（58.6）
林業 15 125.94 115.7（91.9） 10.24（8.1） 46.71 79.23（62.9）
野生動物保護 11 94.30 93.30（98.9） 1.00（1.1） 81.99 12.31（13.1）
食糧安全保障 11 71.21 66.17（92.9） 5.04（7.1） 22.35 48.86（68.6）
畜産・獣疫管理 16 96.27 93.00（96.6） 3.27（3.4） 54.44 41.83（43.5）
環境・土壌保全 6 7.80 6.55（84.0） 1.25（16.0） 2.03 5.77（74.0）
海洋漁業・資源 8 39.22 9.42（24.0） 29.80（76.0） 0.71 38.51（98.2）
鉱業 36 18.51 12.48（67.4） 6.03（32.6） 10.15 8.36（45.2）
水 3 11.55 9.24（80.0） 2.31（20.0） 9.75 1.80（15.6）
工業，貿易 19 20.01 15.33（76.6） 4.68（23.4） 10.45 9.56（47.8）
エネルギー 42 843.60 806.20（95.6） 37.40（4.4） 625.97 217.63（25.8）
観光 11 4.96 4.21（84.9） 0.75（15.1） 2.95 2.01（40.5）
運輸・通信 174 6,474.4 5,528.1（85.3） 946.3（14.6） 2,991.7 3,482.7（53.8）
金融、投資 10 1.92 1.54（80.2） 0.38（19.8） 0.38 1.54（80.2）
人的資源開発 16 44.76 44.76（100） 0 16.27 28.49（63.7）
文化、情報 7 15.90 15.90（100） 0 4.95 10.95（68.9）

合　計 404 8,054.05 6,978.01（86.6） 1,076.04（13.4） 3,984.1 4,069.95（50.5）
注：「確保された資金」には国内・外国資金を含む。また「交渉中の資金」は見通しがあり、近く合意に達する可能性の高い
資金を指す。

出所：SADC （1998）より作成。
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1998年 12月時点でコミットされたプロジェクトは

既におよそ40億ドル分に達し、1万2,000の新規雇

用が創造される52。南アフリカの最大産業集積地で

あるハウテン州から最短距離にある港湾へのアクセ

スが整備されることで、多大な経済効果が期待でき

る。

南アフリカはSDIを他の南部アフリカ地域へ拡大

することを意図している。ムベキ副大統領（当時）は

1998年7月に、南部アフリカのインフラ開発で大き

な役割を担うものと期待されている南部アフリカ開

発銀行（DBSA）における講演で、Lubombo Initiative

（南アフリカ-スワジランド-モザンビーク：アグロ・

ツーリズム）、Trans-Kalahari（南アフリカ-ボツワナ-

ナミビア）、Beira Development Corridor（モザンビー

ク-ジンバブエ）、 Nacala Corridor（モザンビーク-マ

ラウイ-ザンビア）、Tazara Corridor（タンザニア-ザ

ンビア）、Benguela Corridor（アンゴラ-コンゴー民主

共和国-ザンビア）の6つのSDIを検討していること

を表明した53。また、ムベキ大統領は、1999年 7月

の南部アフリカ経済フォーラムで、近々に経済イン

フラ建設、人的資源開発、企業家育成を柱とした地

域開発5ヵ年計画を提示する用意があると発言して

いる54。

公社である南部アフリカ開発銀行は、1997年には

約10億ランドに及ぶインフラ投資を南部アフリカ地

域で行った。また、運輸部門の公社であるトランス

ネット（Transnet）社、電力公社であるエスコム社、産

業開発公社（IDC）も南部アフリカ地域に積極的に投

表13　南部アフリカ諸国の外国直接投資受入状況と東南アジア諸国との比較
（単位：100万ドル）

外国直接投資（FDI）受入額 FDI残高
FDI受入／固
定資本形成

1993年 1994年 1995年 1996年 1997年 1998年 1998年 1997年（%）
アンゴラ 302 170 472 181 412 396 3,911* 65.6
ボツワナ -287 -14 70 71 100 168 1,135 8.8
コモロ - - - -* -* -* 19* 1.4
コンゴー民主共和国 7* -2* -22* 25* -7* -* 289* -2.7
レソト 15 19 -* 19* 12* 30* 183* 1.7
マダガスカル 15 6 10 10 245* 100* 504* 55.2
マラウイ 11 9 25 44 22 70 355* 8.9
モーリシャス 15 20 19 37 57 13 354* 5.0
モザンビーク 32 35 45 73 64 213 551* 6.8
ナミビア 55 98 153 129 91 96 1,473 13.3
南アフリカ -17 334 993 760 1,705 371 18,716* 7.6
セイシェル 4 15 41 30 44 55 404* 23.2
スワジランド 72 63 52 17 -10 19 426* 6.8
タンザニア 20 50 120 150 158 172 775* -2.8
ザンビア 2* 40 97 117 207 222 1,446* 14.3
ジンバブエ 38 41 118 81 135 444 817* 7.8
インドネシア 2,004 2,109 4,346 6,194 4,673 -356 61,116 7.0
マレイシア 5,006 4,342 4,178 5,078 5,106 3,727* 41,005* 12.2
フィリピン 1,238 1,591 1,478 1,517 1,222 1,713 10,133* 6.1
タイ 1,805 1,364 2,068 2,336 3,733 6,969 19,978* 6.8
ヴィェトナム 1,002 1,500 2,000 2,500 2,950 1,900 12,919 -
注：＊推計値
出所：UNCTAD （1999）.

52 Development Bank of Southern Africa （1998）.
53 Thabo Mbeki, "Infrastructure and Development in Southern Africa"（1998年 7月 31日のDevelopment Bank of Southern Africa
における演説）。SADCの運輸・通信委員会（SATCC）も同様の地域を交通回廊（transport corridor）や開発回廊（development
corridor）と呼んでいるが、「SATCC等でも南アフリカSDIなのか開発回廊なのかを厳密に区別せず、同じコンセプトと
して議論される事が多い」（開発援助研究所（1999）p.50）という。しかし、外国からの援助に大きく依存するSADCのプ
ロジェクトと民間投資主導のSDIとでは根本的な違いがあるように思われる。

54 Thabo Mbeki, "Welcome Address at the Southern Africa World Economic Forum"（1999年 7月 4日演説）
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資を行っている。南アフリカの公社が民間企業の先

導役を果たしたり、合弁事業を行うことが南部アフ

リカ地域の開発において見られるが、SDIの成否の

鍵を担っているのは民間企業である。ムベキ大統領

自身、SDIでは官民協力が極めて重要になると強調

し、民間企業の役割を高く評価している。

3－3 地域安全保障

安全保障面での地域協力も見逃してはならない視

点である。1970年代から1980年代にかけての南アフ

リカの不安定化工作、モザンビークとアンゴラにお

ける長年の内戦、近年のコンゴー民主共和国におけ

る紛争等、これまでの経験からも地域の秩序維持は

南部アフリカ経済にとって重要な課題である。

冷戦終結に伴う国際秩序の変化に対応するため、

アフリカ統一機構（OAU）は、1993年に「紛争防止中

央機構（Central Mechanism for Conflict Prevention）」を

設置した。SADC内でも紛争防止・調停機関を創設

することが提案され、1996年6月に首脳レベルの機

関として「政治防衛安全保障機関（Organ on Politics,

Defence and Security）」を設置することが決定され、

初代の議長にはジンバブエのムガベ大統領が選出さ

れた。同機構の目的は、国家の領土的主権と独立を

尊重しつつ、地域の平和と安全保障を維持し、公正

な経済発展を促進することにある。さらに同機関の

機能は、軍事防衛、犯罪防止、治安情報、外交政策、

人権の5部門にわたり、小火器の密輸入等、地域の

治安に関することまで視野に入れている。

1997年には、SADCの議長（3年任期）を務める南

アフリカのマンデラと政治防衛安全保障機関のムガ

ベ議長（1年任期）との間で主導権争いが表面化した。

同機関はあくまで安全保障に関わる問題を協議する

SADCの一部門であると位置付けるマンデラの主張

と、政治・安全保障に関する問題については同機関

がSADCから独立した権限を持つとするムガベ議長

の主張の違いが対立点になったが、その背景には、

かつてSADCCにおいて反アパルトヘイト運動の一

角を担ったジンバブエとムガベ議長自身の、影響力

喪失に対する危機感があるものとみられた。

こうした南アフリカとジンバブエの主導権争いが

反映したのが、1998年8月に勃発したコンゴー民主

共和国での内戦をめぐる両国の対応である。ジンバ

ブエ、アンゴラ、ナミビアの3ヵ国はコンゴー民主共

和国に出兵したが、南アフリカ、モザンビーク等は

交渉による解決を主張し、軍事介入には否定的な立

場をとった。同年9月にはレソトで兵士による暴動

が発生したが、その際には南アフリカとボツワナが

軍事介入を行った55。これらはSADC内にみられる

利害の相違を政治防衛安全保障機関が調整しえない

ことを示すこととなった。

1999年8月のSADC首脳会議においてSADC議長

職が南アフリカからモザンビークに移ったこともあ

り、同年10月に開催されたSADC外相・防衛相閣僚

会議では同機関がSADCの一部であることが了承さ

れ、ムガベもこれを受け入れた。周辺諸国には南ア

フリカの支配に対する警戒心を持つ国も少なくない。

地域大国としての南アフリカは、期待と警戒心とい

う相反する課題への対処が求められている。
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第3部　援助動向

（事務局）

第1章　南部アフリカ地域に対するわが国の援助動向

1. アフリカ地域への援助動向

1970年代後半以降、わが国はアフリカ地域に対す

る援助量の拡大に努めており、同地域への援助は89

年には二国間援助総額の15.3％に相当する10.4億ド

ルに達した。しかし、アフリカ諸国の累積債務問題

の深刻化に伴う有償資金協力案件の減少、一部の政

情不安定な国や地域に対する援助の停止や中断によ

る無償資金協力の落ち込み等のため、90年は7.9億

ドルに低下し、シェアも11.4％に留まった。95年以

降二国間ODA総額に占める割合は概ね12％強で推

移し、98年実績では9億 5,029万ドルで、そのシェ

アは11.0％となっている（表1－1）。

また、わが国の対アフリカ援助の特徴としては、

わが国の二国間ODAに占める無償資金協力の割合

が全世界平均で30.5％（97年）であるのに対し、同地

域では67.0％（98年）と非常に大きなシェアを占めて

いる。一方、有償資金協力は全世界平均の23.8％に

対し、12.6％に留まっている。

2. 南部アフリカ地域への援助動向

南部アフリカ地域に対するわが国の二国間ODA

は、従来より対アフリカ総額の30-40％程度を占めて

きたが、97年及び98年実績における対アフリカODA

における南部アフリカ地域へのODAのシェアは60

％前後に伸びており、金額も増加傾向にある（表1－

2）。この主な理由としては、96年度以降、実施され

てきた南アフリカ等への有償資金協力の実績が以前

に比べて増加していることがあげられる。

この有償資金協力については、南アフリカ、ザン

ビア、ジンバブエ、ボツワナを始め、多くの南部ア

フリカ諸国に供与された実績があり、98年における

全ODAに占める割合も35.7％と高い割合を占めて

いる1。今後も、南部アフリカが他のサブサハラ諸国

に比べ、債務削減すべき国が少なく、また南アフリ

カを中心に地域経済の底上げがなされつつあること

から、引続き円借款供与の対象地域として考えてい

くことが出来る。

1 これまでインフラ型案件では運輸、通信、上下水道が主体、また国際収支支援のため、構造調整融資も80年代後半か
ら90年代半ばにかけて供与された。

表1－1　アフリカ地域に対するわが国の二国間ODA実績（1989-1998年）

（支出純額、単位：百万ドル）
1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 累計

無償資金協力 518.59 423.23 480.13 552.39 575.83 702.27 817.44 659.59 519.87 636.38 7,591.85
（注） 49.9％ 53.5％ 52.8％ 64.3％ 59.6％ 61.4％ 61.3％ 61.8％ 64.8％ 67.0％
技術協力 113.46 124.89 131.27 136.27 186.77 210.34 245.21 221.26 209.11 193.97 2,389.90
（注） 10.9％ 15.8％ 14.4％ 15.9％ 19.3％ 18.4％ 18.4％ 20.7％ 26.0％ 20.4％
贈与小計 632.05 548.12 611.40 686.66 762.60 912.61 1,062.65 880.84 728.98 830.35 9,981.75
政府貸付等 407.59 243.63 298.37 170.15 203.50 231.60 270.28 186.40 73.84 119.93 3,663.19
（注） 39.2％ 30.8％ 32.8％ 19.8％ 21.1％ 20.2％ 20.3％ 17.5％ 9.2％ 12.6％
政府開発

1,039.64 791.75 909.77 858.81 966.10 1,144.22 1,332.93 1,067.24 802.82 950.29 13,644.95
援助合計
全ODAに占

15.3％ 11.4％ 10.3％ 10.1％ 11.8％ 11.8％ 12.6％ 12.8％ 12.1％ 11.0％ -
める割合（％）
注：網掛け部分は、対アフリカ地域ODA全体に占める各援助形態別の割合。
出所：外務省経済協力局編（1999）
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表1－2　南部アフリカ地域に対するわが国の二国間ODAにおける国別・形態別・年度別実績

（1）有償資金協力
（単位：億円）

国名 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 累計
アンゴラ - - - - - -
ボツワナ - 46.85  ④ - - - 132.46
コモロ - - - - - -
コンゴー民主共和国 - - - - - 497.54
レソト - - - - - -
マダガスカル - - - - 104.05  ① 411.01  ⑥
マラウイ - - 53.76  ④ - - 341.36  ⑨
モーリシャス - - - - 45.38  ④ 91.34
モザンビーク - - - - - 40.51
ナミビア - - - - - -
南アフリカ - - 78.31  ③ 62.30  ③ 60.84  ③ 201.45
セイシェル - - - - - -
スワジランド - - - - - -
タンザニア - - - - - 403.01  ⑦
ザンビア 136.46  ① - - 65.19  ② - 965.43  ③
ジンバブエ - 52.09  ② 114.51  ② - - 380.65  ⑧
南部アフリカ全体（1） 136.46 98.94 246.58 127.49 210.27 1,346.08

対南部アフリカODAに占
29.4％ 21.9％ 41.1％ 23.9％ 35.7％ -

める各援助形態の割合

アフリカ全体（2） 292.46 426.74 453.67 243.16 306.78 8,688.81
（1）/（2）％ 46.7％ 23.2％ 54.4％ 52.4％ 68.5％ 15.5％

（2）無償資金協力
（単位：億円）

国名 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 累計
アンゴラ 6.00 11.48 11.76 22.83 25.26  ⑩ 90.78
ボツワナ 1.10 1.10 1.59 2.11 3.43 15.19
コモロ 2.50 - 5.69 1.80 1.50 59.89
コンゴー民主共和国 0.69 0.61 0.44 0.08 - 251.31
レソト 3.00 9.87 5.28 2.99 0.39 36.12
マダガスカル 25.61  ⑤ 36.43  ⑥ 28.50  ⑨ 31.30 16.34 447.33  ⑦
マラウイ 19.39 31.04  ⑩ 24.29 45.10  ⑤ 31.51  ⑥ 320.43
モーリシャス 7.14 - 0.10 - 0.49 48.40
モザンビーク 47.06  ④ 22.00 48.84  ① 35.67  ⑨ 47.96  ③ 526.49  ⑥
ナミビア 3.00 3.50 3.00 3.11 0.22 56.66
南アフリカ 0.89 1.77 2.12 2.94 11.83 36.54
セイシェル 2.01 2.62 - 4.52 - 23.79
スワジランド 3.07 11.16 4.83 12.30 2.10 55.95
タンザニア 50.56  ② 49.94  ② 48.67  ② 75.71  ① 100.97  ① 1,017.23  ①
ザンビア 35.88  ⑥ 34.54  ⑦ 33.83  ④ 23.18 20.56 741.80  ②
ジンバブエ 39.22  ⑤ 45.26  ④ 28.68  ⑦ 32.00  ⑩ 20.17 430.61  ⑨
南部アフリカ全体（1） 247.12 261.32 247.62 295.64 282.73 4,067.74

対南部アフリカODAに占
53.3％ 57.7％ 41.3％ 55.5％ 48.0％ -

める各援助形態の割合

アフリカ全体（2） 654.82 716.39 634.13 792.46 703.60 10,749.94
（1）/（2）％ 37.7％ 36.5％ 39.0％ 37.3％ 40.2％ 37.8％
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（3）技術協力
（単位：億円）

国名 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 累計
アンゴラ 0.06 0.65 1.70 3.08 4.71 10.43
ボツワナ 1.46 2.45 3.73 3.31 2.76 20.21
コモロ 0.39 0.58 0.16 0.13 0.05 6.99
コンゴー民主共和国 0.19 0.46 0.59 0.04 - 65.44
レソト 0.74 0.27 0.28 0.30 0.37 2.79
マダガスカル 6.14 6.48 3.22 4.85 6.84  ⑩ 69.51
マラウイ 8.50  ⑨ 12.31  ⑥ 14.25  ⑤ 15.35  ⑤ 16.77  ④ 169.93  ⑤
モーリシャス 1.13 1.95 5.08 1.98 1.86 36.92
モザンビーク 1.71 2.77 3.82 4.28 5.48 24.35
ナミビア 1.02 0.56 1.45 2.19 0.72 7.92
南アフリカ 0.41 2.22 4.08 5.54 4.05 16.47
セイシェル 0.68 0.80 1.07 0.70 0.63 8.63
スワジランド 0.77 0.89 0.86 0.92 0.73 19.11
タンザニア 26.19  ③ 27.79  ② 31.20  ② 34.77  ② 21.92  ② 408.55  ②
ザンビア 20.97  ② 22.37  ③ 20.52  ③ 18.08  ④ 15.56  ⑤ 298.16  ③
ジンバブエ 10.06  ⑤ 9.91  ⑦ 14.01  ⑥ 14.32  ⑥ 14.14  ⑥ 101.37  ⑨
南部アフリカ全体（1） 80.42 92.46 106.02 109.84 96.59 1,266.78
対南部アフリカODAに占

17.3％ 20.4％ 17.7％ 20.6％ 16.4％ -
める各援助形態の割合
アフリカ全体（2） 196.10 202.80 220.17 236.38 221.11 2984.16
（1）/（2）％ 41.0％ 45.6％ 48.2％ 46.5％ 43.7％ 42.5％

（4）ODA総計
（単位：億円）

国名 94年度 95年度 96年度 97年度 98年度 累計
アンゴラ 6.06 12.13 13.46 25.91 29.97 101.21
ボツワナ 2.56 50.40 5.32 5.42 6.19 167.86
コモロ 2.89 0.58 5.85 1.93 1.55 66.88
コンゴー民主共和国 0.88 1.07 1.03 0.12 - 814.29
レソト 3.74 10.14 5.56 3.29 0.76 38.91
マダガスカル 31.75 42.91 31.72 36.15 127.23 927.85
マラウイ 27.89 43.35 92.30 60.45 48.28 831.72
モーリシャス 8.27 1.95 5.18 1.98 47.73 176.66
モザンビーク 48.77 24.77 52.66 39.95 53.44 591.35
ナミビア 4.02 4.06 4.45 5.30 0.94 64.58
南アフリカ 1.30 3.99 84.51 70.78 76.72 254.46
セイシェル 2.69 3.42 1.07 5.22 0.63 32.42
スワジランド 3.84 12.05 5.69 13.22 2.83 75.06
タンザニア 76.75 77.73 79.87 110.48 122.89 1,828.79
ザンビア 193.31 56.91 54.35 106.45 36.12 2,005.39
ジンバブエ 49.28 107.26 157.20 46.32 34.31 912.63
南部アフリカ全体（1） 464.00 452.72 600.22 532.97 589.59 8,890.06
アフリカ全体（2）注6 1,235.76 1,439.56 1,152.62 867.05 1,026.31 14,736.55
（1）/（2）％ 37.55％ 31.45％ 52.07％ 61.47％ 57.45％ 60.33％
注1 ：「南部アフリカ地域」とは、表中の14ヶ国の合計。
注2 ：「年度」の区分は交換公文日による。
注3 ：「金額」は交換公文ベースで、債務繰延を含む。
注4 ：○中の数字は、アフリカ地域における順位。
注5 ：ODA総額は、表（1）～（3）の合計。
注6 ：アフリカ全体の合計は、1ドル=108円で換算。
出所：外務省経済協力局編（1999）より作成。
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表1－3　南部アフリカ地域への地域協力実績

案件名 実施年度 金額 その他
1. SADCに対す
る協力

2. 地域プロジェ
クトに対する
協力

3. 南部アフリカ
地域を対象に
した地域特設
セミナー及び
第3国研修

出所：JICA内部資料

しかしながら、同地域においてもアンゴラ、ザン

ビア、モザンビーク、マラウイのようにHIPCイニシ

アティブにより債務削減を検討している重債務貧困

国があり、また南アフリカ、ボツワナ、モーリシャ

スなどのように、中進国か中進国に準じた所得水準

の国があり、円借款の対象分野に制約がある国も存

在することから、新規供与が困難な国、分野に留意

する必要がある。

一方、対アフリカ地域において一般的にシェアの

大きい無償資金協力の割合が48.0％（98年度）と、全

世界平均を上回ってはいるものの、アフリカ全体か

ら見れば低い割合に留まっている。これは、上記の

ように、所得水準が無償資金協力対象基準を上回る

国があるためであり、今後、モザンビークやアンゴ

ラ等に対する無償資金協力の拡充は見込まれるもの

の、南部アフリカ地域全体で見れば大幅な援助供与

額の増加は見込まれないと考えられる。

3. 南部アフリカ地域を対象とした援助実績

今後の南部アフリカ地域に対するわが国の二国間

ODAに関しては、技術協力を中心とした事業展開と

なっていくことが想定されるが、南アフリカを核と

した南部アフリカ地域全体を視野に入れた効果的・

効率的な協力を実施していくことも重要であるとこ

ろ、域内協力や広域な裨益効果の観点からの広域無

償資金協力の適用も検討されることとなろう。

また、南部アフリカ地域を対象とした域内協力支

援及び広域な裨益効果の観点からの援助実績として

は、表1－3の通り、SADC事務局に対する協力や、

地域プロジェクトに関する協力、南部アフリカ地域

を対象にした地域特設研修等を行っている。

SADC農業研究・訓練センター
（SACAAR）
「伝染性牛肺炎対策」（注1）及び「産業研究
開発」（注2）ワークショップの開催

「観光部門マーケティング戦略」及び「中小
企業振興対策」ワークショップの開催
「SADC観光ユニビザワークショップ」の開
催
SADC事務局に対する専門家派遣（地域開
発計画アドバイザー）
チルンドゥ橋建設計画（ザンビア－ジンバ
ブエ間）
ザンベジ川カズングラ橋建設計画（ボツワ
ナ－ザンビア）
広域協力案件の発掘を目的としたプロ
ジェクト形成調査（南アフリカ、ザンビ
ア、ボツワナ、ジンバブエ、マラウイ、
タンザニア）
カラハリ道路建設事業

（地域特設）
「南部アフリカ中小企業育成」
「南部アフリカ野菜畑作技術」
「南部アフリカ観光振興セミナー」
「南部アフリカ投資促進センター」
（第3国研修）
「社会林業推進訓練」（ケニア）
「生産性向上」（シンガポール）
「途上国における農業工学・技術」（インド
ネシア）
「熱帯地域家畜疾病診断・予防とコント
ロール」

1995 20万ドル

1996 20万ドル （注1）ザンビア大学獣医学部プロジェクトに
派遣中の専門化を講師として派遣した。
（注2）セミナー専門家を本邦より派遣した。

1997 18万ドル

1998 8.5万ドル

1996～ －

1997～ 14.78億円 1997：開発調査、1999：無償E/N締結、
2000年2月「橋梁工学セミナー」

1999～ 未定 「南部アフリカ運輸・交通ワークショップ」
（1999年3月）によって形成された案件。

1999 －

1991 36.61億円 ナミビア－ボツワナ－南アフリカ－ジン
バブエを結ぶプロジェクト。

1997～ －
1999～ －
1999～ －
1999～ － UNIDOとの連携案件

1995～
1997～
1998～

1999～
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第2章　主要援助国及び国際機関の援助動向

1. 南部アフリカ地域への援助の概況

表2－1の通り、1991年以降、全ドナーによる途

上国へのODA供与額は漸減傾向にあり、91年には

618.65 億ドルであったODA 供与額が、98 年には

500.69億ドルと、100億ドルも減っている。同様に、

対アフリカ地域への全ドナーによるODA供与額は、

91年の246.83億ドルから98年には172.91億ドルへ

と大きく減少しており、全ODAに対するシェアも91

年の39.9％から98年の34.5％へと縮小しており、冷

戦構造の崩壊により、開発資金がアフリカから、旧

東欧等の他地域へ流れていったことがうかがえる。

しかしながら、南部アフリカ地域に限ってみると、

ODA供与額は91年の58.22億ドルから98年の50.48

億ドルへと減少しているものの、全アフリカ地域へ

のODAに占める南部アフリカ地域へのODAのシェ

アは91年以降拡大傾向にあり、98年には、全アフリ

カ地域へのODA において 29.2％を占めるほどに

なっている。また、全途上国へのODAに占める南部

アフリカ地域へのODAのシェアも、91年以降10％

前後を推移しており、南部アフリカ地域へのODA

は、全アフリカ地域向けODAほど急速に落ち込んで

いない。その要因としては、アパルトヘイト撤廃後

の南アフリカを軸とした開発の進展により、特に、

南アフリカ、モザンビーク、タンザニアへのODA供

与額が、96年以降、大きく増加していることがあげ

られる。

表2－2は、各国際機関及びDAC主要援助国によ

る、南部アフリカ地域へのODA供与実績（1998年）

表2－1　南部アフリカ諸国へのODAの推移（全ドナー分）（1991-1998年）

（支出純額、単位：百万ドル）
1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

アンゴラ 279.7 351.1 298.0 449.7 417.8 473.1 354.6 335.2
ボツワナ 136.0 113.6 133.5 85.6 90.1 74.6 121.6 106.4
コモロ 64.9 48.6 50.2 38.8 41.7 39.4 27.2 35.3
コンゴー民主共和国 476.2 268.1 178.2 245.5 195.5 165.8 157.3 125.6
レソト 126.2 144.3 142.9 116.0 113.5 104.0 91.6 66.2
マダガスカル 455.9 361.8 363.1 289.2 301.1 356.7 833.4 494.2
マラウイ 524.6 569.8 497.7 466.6 432.3 492.4 345.1 433.7
モーリシャス 67.5 45.3 25.9 14.2 23.3 19.5 41.7 39.6
モザンビーク 1,072.6 1,470.6 1,187.6 1,199.9 1,064.1 888.0 946.8 1,039.3
ナミビア 184.4 143.4 154.7 137.1 191.6 187.9 164.6 180.1
南アフリカ - - 275.3 294.6 385.9 358.1 495.1 512.3
セイシェル 23.0 19.2 19.4 12.9 12.9 18.9 14.9 23.2
スワジランド 53.9 52.6 53.0 55.9 55.5 30.4 26.6 30.4
タンザニア 1,080.7 1,343.1 953.2 965.3 877.1 876.6 944.1 997.8
ザンビア 883.3 1,034.8 871.9 718.1 2,033.6 609.5 609.8 348.7
ジンバブエ 393.3 792.6 500.1 560.4 491.5 371.4 335.3 280.0
南部アフリカ計（1） 5,822.2 6,758.9 5704.7 5,649.8 6,727.5 5,066.3 5,509.7 5,048.0
アフリカ計（2） 24,683.7 24,484.3 21,067.3 23,423.4 21,932.4 19,961.8 17,907.6 17,291.0
アフリカ地域へのODAに占める南部ア

23.6％ 27.6％ 27.1％ 24.1％ 30.7％ 25.4％ 30.8％ 29.2％
フリカ地域へのODAの割合：（1）/（2）％
途上国計（3） 61,865.2 61,436.8 57,061.0 60,648.6 59,610.0 56,372.5 48,144.6 50,069.7
全途上国へのODAに占めるアフリカ

39.9％ 39.9％ 36.9％ 38.6％ 36.8％ 35.4％ 37.2％ 34.5％
地域へのODAの割合：（2）/（3）％
全途上国へのODAに占める南部アフ

9.4％ 11.0％ 10.0％ 9.3％ 11.3％ 9.0％ 11.4％ 10.1％
リカ地域へのODAの割合：（1）/（3）％
注：「アフリカ全体」は、OECD統計における“North of Africa”と“South of Africa”をあわせた55カ国を指す。
出所：1991-1993年：OECD（1997）、1994-1998年：OECD（2000）.
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表2－2　南部アフリカ地域に対する国際機関及びDAC主要援助国のODA実績（1998年）

（支出純額、単位：百万ドル）

国際機関 DAC主要援助国

国　　名 AfDF EC IDA IMF UNDP UNHCR その他 全マルチ 日本 フランス 米国 ドイツ イタリア スウェー オランダ 英国 DAC
マルチ 合計 デン 合計

アンゴラ - 65.4 35.8 - 7.6 0.5 11.4 120.7 17.9 7.1 28.8 11.8 11.0 22.5 - 10.6 214.5

ボツワナ 4.6 29.1 -0.5 - 0.6 0.5 1.6 35.9 34.0 0.7 3.8 14.2 - 3.8 4.6 5.2 73.1

コモロ - 10.3 2.8 - 1.0 - 2.5 16.6 4.2 13.3 0.0 0.6 - - - 0.0 18.6

コンゴー民主共和国 0.1 12.6 - - 13.8 5.8 11.2 43.5 0.0 9.8 0.1 2.8 1.5 4.2 8.1 13.5 79.7

レソト 2.8 12.9 12.5 - 2.5 - 4.2 34.9 - 5.7 2.0 7.4 3.6 0.2 0.4 8.7 32.5

マダガスカル 8.5 66.8 64.8 - 4.3 0.0 16.6 161.0 52.0 68.9 30.3 28.7 134.2 - 3.6 0.9 333.1

マラウイ 15.0 75.7 119.7 0.7 9.7 1.0 8.3 230.1 47.4 0.6 19.7 25.5 0.6 0.2 4.6 56.7 203.5

モーリシャス 0.0 19.8 -0.6 - 0.4 - 1.5 21.1 5.7 8.1 -0.7 0.7 - - 0.1 1.7 19.6

モザンビーク 67.8 84.1 128.4 9.6 14.6 0.8 23.9 329.2 40.6 37.1 70.5 85.2 110.6 31.9 48.5 53.0 712.6

ナミビア 3.0 40.7 - - 0.8 1.0 6.0 51.5 3.0 10.6 13.4 36.1 0.0 12.5 9.7 6.4 128.7

南アフリカ - 80.8 - - 3.7 3.3 3.8 91.6 30.8 36.7 83.0 42.1 1.1 31.1 42.0 54.1 420.7

セイシェル -0.1 5.3 - - 0.0 - 0.6 5.8 3.1 -0.2 0.1 0.1 12.8 - 0.7 0.4 17.2

スワジランド 2.7 8.0 -0.3 - 0.7 0.5 2.0 13.6 6.2 -1.8 10.3 -2.3 -0.1 0.1 0.4 4.3 16.8

タンザニア 56.4 43.2 84.7 10.7 13.3 0.7 19.4 228.4 83.4 7.5 29.4 109.9 3.4 59.8 80.3 158.6 769.0

ザンビア 13.2 20.5 39.6 - 5.9 2.8 11.2 93.2 33.6 10.4 12.1 50.0 2.3 13.9 22.5 33.4 256.5

ジンバブエ 5.3 21.9 28.2 - 3.2 0.8 5.1 64.5 26.8 -0.8 24.2 15.9 5.4 19.7 28.0 36.7 216.3

南部アフリカ地域小計（1） 179.3 597.1 515.1 21.0 82.1 17.7 129.3 1,541.6 388.7 213.7 327.0 428.7 286.4 199.9 253.5 444.2 3,512.4

全マルチ／DAC諸国に対するシェア 11.6％ 38.7％ 33.4％ 1.4％ 5.3％ 1.1％ 8.4％ - 11.1％ 6.1％ 9.3％ 12.2％ 8.2％ 5.7％ 7.2％ 12.6％ -

アフリカ全体（2） 569.3 2,418.3 1,777.8 132.5 255.1 142.0 510.7 5,805.7 1,102.3 2,317.0 1,886.1 1,115.2 447.8 381.5 692.1 840.3 17,567.4

（1）/（2）％ 31.5％ 24.7％ 29.0％ 15.8％ 32.2％ 12.5％ 25.3％ 26.6％ 35.3％ 9.2％ 17.3％ 38.4％ 64.0％ 52.4％ 36.6％ 52.9％ 20.0％

注：「アフリカ全体」は、OECD統計における“North of Africa”と“South of Africa”をあわせた55カ国を指す。

出所：OECD（2000）.

表2－3　南部アフリカ諸国における対外債務額の変遷とCDF、PRSP等の進捗
（単位：百万ドル）

国 1980 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 HIPCイニシアティブ PRSP CDF
アンゴラ - 9,002 10,061 10,575 11,296 11,515 10,541 10,160 - - -
ボツワナ 147 620 612 660 689 703 614 562 - - -
コモロ 44 180 188 185 192 204 206 197 - - -
コンゴー民主共和国 4,770 10,826 10,964 11,270 12,322 13,241 13,826 12,330 - - -

レソト 72 448 495 541 620 677 670 660 - -

マダガスカル 1,250 3,908 3,911 3,805 4,097 4,322 4,145 4,105 - -

マラウイ 830 1,665 1,709 1,826 2,025 2,242 2,312 2,206 -

モーリシャス 467 1,043 1,051 1,008 1,382 1,756 1,818 2,472 - - -

モザンビーク - 4,718 5,130 5,195 5,622 5,726 5,782 5,991

ナミビア - - - - - - - - - - -
南アフリカ - - - - 21,671 25,358 26,050 25,222 - - -
セイシェル 84 173 164 157 171 159 148 149 - - -
スワジランド 210 245 222 208 220 235 222 368 - - -

タンザニア 5,322 6,568 6,690 6,807 7,270 7,447 7,412 7,177 -

ザンビア 3,261 7,336 6,972 6,791 6,583 6,859 7,182 6,758

ジンバブエ 786 3,437 4,071 4,299 4,537 5,053 5,005 4,961 - 策定準備中 -

出所：World Bank（1999a）及び世銀ホームページ

2000年末までにDeci-
sion Pointに達するよう
な施策を進めている。

1998年3月に1st Decision
Pointに、2000年4月に2nd
Decision Pointに達した。

2000年4月にDecision
Pointに達した。

2000年末までにDeci-
sion Pointに達するよう
な施策を進めている。

2000年末までに
Interim-PRSPを
策定する予定。
2000年末までに
Interim-PRSPを
策定する予定。
2000年半ばまで
にInterim-PRSPを
策定する予定。

2000年半ばまで
にInterim-PRSPを
策定する予定。

2000年半ばまで
にInterim-PRSPを
策定する予定。
2000年5月にIn-
terim-PRSP策定
済み。

パイロット国ではないが、
CDFの原則を優先開発分野
の選定に取り入れている。

パイロット国ではないが、
CDFの原則を優先開発分野
の選定に取り入れている。
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であるが、国際機関の中では、EC、IDAの2機関の

みで約70％を占めている。特に、モザンビークへの

供与額が他国と比べて突出している。

DAC主要国の中では、イギリスによる供与が最も

多く、DAC諸国の中で12.6％を占めており、わが国

はドイツに続いて第3位の供与額となっている。さ

らに、DAC諸国のODA供与額においても、タンザ

ニアとモザンビークへの供与が集中しており、次い

で、南アフリカ、マラウイの順となっている。

また、対外債務の累積が、南部アフリカ地域への

ODA供与にあたって、大きなボトルネックとなって

いるが、表2－3の通り、モザンビーク、タンザニ

アに関しては、2000年 4月にHIPCイニシアティブ

による決定点（Decision Point）をクリアし、マラウ

イ、ザンビアに関しては、2000年中のDecision Point

達成を目標としている。また、この4ヵ国以外にも、

レソトやマダガスカルにおいて、今後のIMFや世銀

によるHIPCイニシアティブの前提条件とされる貧

困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategic Paper:

PRSP）の策定が進められている。

2. 主要援助機関別の動向

2－1 国際機関

（1）世界銀行（World Bank）

世界銀行は、アフリカ地域の経済成長を促進し貧

困を削減するためには、政治的安定及び平和の実現、

社会開発、人材育成、政府のキャパシティ強化を進

めていくべきであるとしている。これらを進めてい

くためには、改革する意志のある国に対して、優先

的な支援をしていく方針を打ち出している。特に、

アフリカ諸国の政府や関係機関との協議の場として、

「アフリカのための戦略的パートナーシップ（Special

Program of Assistance: SPA）」2や「包括的開発フレー

ムワーク（Comprehensive Development Framework:

2 SPAは、サブサハラ・アフリカ地域の債務負担に苦しむ各国の経済改革を進めるためのドナー及び各国政府間の非公式
会合であり、1987年に設立された。現在は、サブサハラ・アフリカの30ヵ国と22のドナーが参加しており、これまで
にSPAにより、約15億ドルが拠出された。

Box 1. 貧困削減戦略ペーパー（PRSP: Poverty Reduction Strategy Paper）と
包括的開発フレームワーク（CDF: Comprehensive Development Framework）

昨年9月のIMF・世界銀行合同開発委員会での決定を受けて、現在、HIPCsをはじめとするIDA融資適格国において
貧困削減戦略ペーパー（PRSP: Poverty Reduction Strategy Paper）の策定作業が進められている。
PRSPが導入された背景としては、永年にわたる途上国援助の実績にもかかわらず、途上国の貧困状況があまり改善
されていないこと、さらには、重債務に苦しむ途上国の負担を解消し、より一層貧困削減に向けた取り組み体制を強化
するために、新しい枠組みが必要とされていたこと等があげられる。
また、世界銀行のウォルフェンソン総裁は、1998年10月のIMF・世界銀行総会にて、国際的な開発目標を達成する
ためのより包括的なフレームワークとして「包括的開発フレームワーク（Comprehensive Development Framework: CDF）」
を提示した。CDFは、持続可能かつ社会的平等を実現する開発のため、マクロ経済面と構造的、社会的、人間的な側面
のバランスのとれた発展を同時に達成する必要があるとの認識に基づき、多くの開発課題を包括的に取組むことを目的
とした開発アプローチであり、情報共有及びパートナー間の調整を図るためのツールとして、当該国の優先開発課題及
び開発のそれぞれの課題に対する開発パートナーの取組みをとりまとめたマトリックスを作成している国もある。
PRSPは、このCDFを具現化するためのアプローチとして、貧困削減の達成を目的とする包括的な開発戦略として位
置付けられており、CDFと同様、当該国政府のオーナーシップのもと、開発のパートナーとの対話を通じて策定するこ
とを基本原則としている。主要な策定プロセスとしては、①貧困の現状及び要因の把握、②最も効果的な貧困削減政策
の選択、③指標の設定、④モニタリング、計画修正となっている。さらに、実施されるべき政策としては、貧困層の市
場へのアクセスの増加、基本的サービス（教育、医療等）の改善、参加の機会拡大、セキュリティの確保などが想定さ
れている。指標はその国の状況に合わせて選択されることが原則であるが、DAC新開発戦略で設定された国際開発目
標の達成を視野においた指標設定が望まれている。
PRSPは、HIPCイニシアティブ適用において、また、IMFの貧困削減成長ファシリティ（PRGF：Poverty Reduction and
Growth Facility）の判断材料とされるものであり、これまで、世銀／IMFが各国との間で作成してきたPolicy Framework
Paper（PFP）に代わる政策文書として位置づけられている。各途上国政府はPRSPの進捗状況について年次報告を作成し、
進捗状況を見つつ計画を見直すことになっており、3年に1度全面改訂される予定である。
なお、PRSPはIDA融資適格国のうち、72ヵ国が策定対象国とされており、大半の国では2000年内にInterim PRSPを、
2002年末までにはほとんどの国が最終的なPRSPを策定すると予想されている。
出所：IMF and International Development Association（1999）., IMF and World Bank（2000）., World Bank（1999）.
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CDF）」等での議論を重視するとしている。また、

HIPCイニシアティブにより、今後モザンビークをは

じめとしたサブサハラ・アフリカの数ヵ国で、IDA

（International Development Association）による債務救

済が実施される見込みである。

さらに、1998 年から導入された、学習革新貸付

（Learning and Innovation Loans：LILs）3や適応可能貸

付（Adaptable Program Loans：APLs）4等の新しいロー

ンにより、これまでよりも、より小規模で住民密着

型の開発プロジェクトへの支援を進めている。

世銀は、表2－4の通り、1999年にサブサハラ・

アフリカ地域5に対して、17億ドル、合計453件の

ローンを供与してきており、そのほとんどが、最貧

国を対象とした IDAを通じたローン6である。

分野としては、農業が77件と全体の約17％を占め

ており、次いで、運輸48件、教育47件、人口・保

健医療・栄養46件、となっている。

また、国別では、ガーナ（15.3億ドル）、エティオ

ピア（13.8億ドル）、タンザニア（13.4億ドル）、ウガ

ンダ（11.9億ドル）、ナイジェリア（10.4億ドル）、モ

ザンビーク（8.7億ドル）の順となっている。

（2）欧州連合（EU）7

EUは、71のアフリカ諸国、カリブ・太平洋諸国

（ACP諸国）、20の海外領土への開発協力を行ってお

り、南部アフリカ地域8に対しては、1976年以降、約

490百万ユーロ（約500億円、1ユーロ＝102円で計

算）の支援を行ってきた。EUとしては、特に、地域

表2－4　世銀によるサブサハラ・アフリカ地域への援助動向

1998年 1999年
分野 プロジェクト数 承認額（百万ドル） プロジェクト数 承認額（百万ドル）

農業 97 2,321.0 77 1,863.1
教育 46 1,590.0 47 1,650.7
電力＆エネルギー 28 1,686.0 25 1,611.3
環境 25 390.0 19 360.9
財政 16 382.0 18 405.4
産業 7 184.0 4 97.6
鉱業 6 69.0 7 84.4
マルチセクター 33 1,966.0 26 1,836.7
石油＆ガス 9 250.0 7 258.7
人口、保健医療＆栄養 50 1,494.0 46 1,504.3
公共セクター管理 43 1,352.0 39 1,006.1
社会保護 33 744.0 34 790.0
電気通信 2 87.0 3 98.0
運輸 50 3,072.0 48 3,121.7
都市開発 30 1,206.0 31 1,219.7
水供給＆衛生 28 1,478.0 22 1,220.1

計 503 18,274.0 453 17,128.7
出所：世銀ホームページ

3 LILsは、途上国の地方において短期的な成果を上げる必要のある小規模なキャパシティ強化のためのプロジェクトのた
めのローンであり、供与額は500万ドル以下とされている。

4 APLsは、世銀と相手国双方が合意した長期的な開発目標に基づき実施されるプロジェクトに対し供与されるローンで
あり、最初のローン供与後、一定の開発目標が達成されているかどうかによって追加的な供与が決定される。

5 世銀におけるサブサハラ・アフリカとは、ガーナ、ウガンダ、マダガスカル、タンザニア、モザンビーク、マラウイ、
セネガル、象牙海岸、マリ、ザンビア、ベニン、ギニア、ケニア、ブルキナ・ファソ、エティオピア、モーリタニア、
ナイジェリア、ルワンダ、アンゴラ、チャド、ジンバブエ、カメルーン、カーボ・ヴェルデ、ニジェール、シエラ・レ
オーネ、レソト、モーリシャス、トーゴ、ブルンディ、コモロ、ガンビア、エリトリア、ガボン、ジブティ、中央アフ
リカ、サントメ・プリンシペ、コンゴー（民）、赤道ギニア、セイシェルの計39ヵ国を指す。

6 IDAの供与対象国となるためには、1人あたりGNPが895ドル以下であり、かつ市場からの資金調達が困難なこと、さ
らには、経済成長と貧困削減に資するための経済社会政策を適切に実施することが条件とされている。

7 http://www.europa.eu.int/comm/dgs/development
8 EUは、アンゴラ、ボツワナ、レソト、マラウイ、モザンビーク、ナミビア、南アフリカ、スワジランド、ザンビア、ジ
ンバブエの10ヵ国を南部アフリカ地域と位置付けている。
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協力促進の観点から SADC との協力を重視してお

り、1996 年には、SADC と“Regional Indicative

Progaramme”を締結し、SADC諸国の住民の生活水準

向上を目指すための社会経済開発を進めるために、

「第8次Euporean Development Fund」により、今後5

年間に121百万ユーロ（約123億円）を拠出する予定

である。重点協力分野としては、インフラストラク

チャー、貿易、サービス、投資をあげており、その

他に食糧、農業、自然資源、人的資源開発、さらに

ドラッグ・コントロール、HIV/AIDS、SADC組織の

強化等もあげられている。

また、EUは、この他に、各国別に、“National In-

dicative Programme”を締結し、持続可能な開発と貧

困削減を主な目的として、国毎の協力のフレーム

ワークを決め、多様な協力を実施している。

（3）国連開発計画（UNDP）9

UNDPは、アフリカ地域に対して、ガバナンスや

貧困及び生活環境の改善等を中心に、持続可能な人

間開発（Sustainable Human Development: SHD）を目指

し、各国と個別に国別の協力フレームワークである

「国連開発援助フレームワーク（United Nations Devel-

opment Assistance Framework: UNDAF）」を策定して、

様々な協力プロジェクトを実施している。

さらに、地域協力の観点からは、OAU、ECA、

COMESA、ECOWAS、SADC等と協力しつつ、アフ

リカ地域の経済統合を促進するための“African Eco-

nomic Community”プロジェクトやTICAD II のフォ

ローアップとしてのワークショップ等を実施してい

る。また、他の国連機関と協力して、アフリカの抱

えるさまざまな課題に対処するためのプログラムで

ある“Special Initiative for Africa（AGF II）”10によるガ

バナンス促進のためのワークショップの開催や、

1997 年から始まった“Internet Initiative for Africa

（IIA）”（Box 1参照）等を実施している。

（4）アフリカ開発銀行（AfDB）及び

アフリカ開発基金（AfDF）

AfDBは、アフリカにおけるメンバー国（Regional

Member Countries: RMCs）の経済社会開発を促進する

ための地域開発銀行であり、1966年に象牙海岸共和

国の首都であるアビジャンに設置された11。AfDF

は、AfDBグループの一員として、より低所得国向け

で金利の低いローンを扱っている。

AfDBは、これまでの約30年にわたる援助の経験

から、アフリカにおける長期的かつ持続可能な開発

には、相手国との真のパートナーシップが重要であ

り、そのためには、世銀や国連各機関、他の二国間

援助機関等とも連携をとるべきであるとしている。

なお、今後のアフリカにおける援助の重点分野と

しては、農業・地方開発、人的資源開発、民間セク

ター開発、ガバナンス、経済統合・協力、環境・ジェ

9 http://www.undp.org/rba/vision/vision.htm
10 UNDP以外に、FAOやUNESCO、UNICEF、世銀等が参画しており、水（UNEP主導）、食糧安全保障（FAO主導）、ガバ
ナンス（UNDP主導）、社会／人間開発（UNESCO主導）、資源活用（世銀主導）、の5つのワーキング・グループに分かれ
て、活動が行われている。

11 RMCsは計53ヵ国であり、この他、ヨーロッパや北米等の24ヵ国がNon-Regional Member Countries（NRMCs）として参
画しており、わが国もNRMCsに含まれている。

Box 2. Internet Initiative for Africa（IIA）

UNDPは、1997年より、サブサハラ・アフリカ地域のインターネット環境の改善や情報アクセス向上のためのキャ
パシティ強化等を目的とした、“Internet Initiative for Africa（IIA）”を開始した。対象国は、ブルキナ・ファソ、エティ
オピア、ガンビア、モーリタニア、ナミビア、ナイジェリア、スワジランド、の計7ヵ国である。
IIAでは、各国の開発課題である、貧困削減や環境・天然資源管理、ガバナンス改善のための市民参加、小規模／
中小企業支援、貿易促進、女性のエンパワーメント、多様な文化の保全等のためには、IIAを促進することにより様々
な情報を提供していくことが重要であるとしており、特に、能力構築、参加、パートナーシップ、持続性、の4つを
基本方針として、各国で協力を進めている。
協力の内容としては、特に、各国の首都におけるインターネット・ゲートウェイとしての環境整備や関係省庁、民
間セクターの技術や管理能力向上のための訓練、法的整備等が重視されており、今後は、パイロット・プロジェクト
の実施等も順次行われる予定である。
出所：UNDPホームページ
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ンダー、等をあげている。

2－2 二国間援助機関

（1）英国（DFID）

DFIDは、アフリカ地域の貧困層は他地域に比べ非

常に深刻な状況であるとし、1998/99年の二国間援助

予算の内、約438百万ポンド（約39.6％）を南部アフ

リカ地域12向けに支出した。この内訳としては、技

術協力約145百万ポンド、プログラム援助約126百

万ポンド、無償協力約54百万ポンド、プロジェクト/

セクター援助49百万ポンド、等となっている。

なお、アフリカ地域における全般的な課題として、

低い経済成長、民主的かつ責任のあるガバナンス、

紛争の削減、持続可能な生活環境の構築、HIV /

AIDS、等をあげており、特に、貧困削減のために、

相手国政府や他の二国間援助機関、住民、アフリカ

自身の地域機関もしくはサブ地域機関と連携を強め

ていく、としている。そのためには、“Sector-wide

Adjustment Programmes”が有効な手段であるとし、

今後も重視していく方針を打ち出している。

Box 3. USAIDによる“Africa Regional Program”と“Initiative for Southern Africa”

“Africa Regional Program”は、従来の二国間援助を補完するために、アフリカ地域特有の技術的専門性や複数国に
またがる課題に効率的に対処するための地域プログラムである。プログラムの内容としては、主に①各国の持続可能
な開発に資するための政策や案件実施能力を高めるための知的貢献、②アフリカ人自身による開発を進めるための
キャパシティ構築、③経済技術協力を促進するためのより効果的な地域間活動の促進、の3つの内容に分けられてい
る。2000年には約14のプロジェクトを予定しており、その多くが、域内の研究機関や大学等における研修、訓練を
中心としたものである。テーマとしては、ガバナンス促進や経済運営、農業技術向上、環境管理、HIV/AIDS対策等、
USAIDの 6つの重点援助分野に即した内容となっている。
“Initiative for Southern Africa”は、地域・経済協力が進みつつある南部アフリカ地域において、より一層の経済的
政治的な協力活動を推進するために、南アフリカ共和国の産業、経済面での南部アフリカ地域への統合を支援しなが
ら、同地域の成長に向けた改革を促進することを目的としているプログラムである。プログラムの実施にあたっては、
特に、SADCとの連携による実施や、USAIDがボツワナ国ハボロネに設立したRegional Center for Southern Africa
（RCSA）を拠点とする等、さまざまな活動が行われている。2000年度においては、民主化、経済成長、環境等の分野
で5つのプロジェクトの実施が予定されている。
出所：USAIDホームページ

（2）アメリカ（USAID）13

USAIDは、サブサハラ・アフリカ地域14に対して、

グローバル経済への統合と複数国にまたがる安全保

障への脅威への対応、の2点を外交政策上の重点と

しており、特に貿易相手先としてのアフリカ地域の

開発を重視している。

また、アフリカにおける開発の課題としては、

USAIDの6つの重点援助分野である、経済成長と農

業開発、民主化／ガバナンス、人的資源開発、人口

／保健医療／栄養、環境保全、人道援助、の6分野

の中でも、特に農業セクターと民主化／ガバナンス

へ特に配慮している。

さらに、特徴的な点として、2000年からは、通常

の開発援助予算としてではなく、“Development Fund

for Africa（DFA）”というアフリカ地域向けの援助予

算枠を確保しており、2000年においては、513百万

ドル（内、二国間援助分：337百万ドル、地域プログ

ラム分：176百万ドル）の予算を計上している。この

他、“Child Survival and Disease”に約232百万ドル、

“Economic Support Funds”に約73百万ドル、食糧援

助である“P.L.480”に約134百万ドルの予算を計上し

12 DFIDは、アンゴラ、ベニン、ボツワナ、ブルキナ・ファソ、ブルンディ、カメルーン、カーボ・ヴェルデ、中央アフ
リカ、コモロ、コンゴ、コンゴー民主共和国、象牙海岸、ジブティ、赤道ギニア、エリトリア、エティオピア、ガンビ
ア、ガーナ、ギニア、ギニア・ビサウ、ケニア、レソト、リベリア、マダガスカル、マラウイ、マリ、モーリタニア、
モーリシャス、モザンビーク、ナミビア、ニジェール、ナイジェリア、ルワンダ、セネガル、セイシェル、シエラ・レ
オーネ、ソマリア、南アフリカ、セントヘレナ、スーダン、スワジランド、タンザニア、トーゴ、ウガンダ、ザンビア、
ジンバブエ、の計46ヵ国およびEACとSADCへの援助を合わせてサブサハラ・アフリカ地域への援助としている。

13 http://www.usaid.gov/regions/afr/regactiv.html
14 USAIDは、アンゴラ、ベニン、コンゴー民主共和国、エリトリア、エティオピア、ガーナ、ギニア、ケニア、リベリ
ア、マダガスカル、マラウイ、マリ、モザンビーク、ナミビア、ナイジェリア、ルワンダ、セネガル、南アフリカ、タ
ンザニア、ウガンダ、ジンバブエ、の21ヵ国をサブサハラ・アフリカ地域としている。
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ている。

なお、USAIDは、アフリカ地域においてさまざま

な地域プログラムを実施ししているが、サブサハ

ラ・アフリカ地域における主要な「地域プログラム」

としては、“Africa Regional Program”と“Initiative for

Southern Africa”の2つのプログラムがあり、それぞ

れ、国際援助機関や研究機関等と協力しつつ、複数

国にまたがる協力プロジェクトを多数実施している。

（3）フランス

フランスは、対外援助の実施において最貧国支援

を最優先としており、重点分野としては、途上国の

経済自立とグローバル経済への参画、政府機関と民

主化基盤の強化、貧困削減と社会サービスの提供、

研究機会と科学情報アクセスの改善、地域協力・統

合の継続、の5つの分野をあげている。

このような援助方針を背景として、フランスの対

外援助においては、サブサハラ・アフリカへの援助

が42.21％（12,426百万フラン、1996年）と圧倒的な

シェアを占めており、サハラ北部：15.56％（4,581百

万フラン）、オセアニア：14.54％（4,279百万フラン）

等、と続いている。

（4）オランダ（Neda）

オランダは、対外援助の実施にあたり、貧困緩和、

環境、ガバナンス、紛争抑止を重点としており、援

助の実施においては、援助額の20％を基礎的社会

サービスにあてること、援助額の4％をリプロダク

ティブ・ヘルスにあてること、GNPの1％を環境保

全にあてること、年間50百万ギルダーを熱帯雨林保

護にあてること、少なくともGNPの0.25％をLLDCs

への援助にあてること、の5つの指標に基づいて実

施することとしている。

地域別では、アフリカ地域への援助額が1,253百万

ギルダー（1997年）と約45.6％を占め、次いで、ラテ

ン・アメリカ：696.726百万ギルダー（約25.3％）、ア

ジア／オセアニア：599.249 百万ギルダー（約21.8

％）、東欧：201.931百万ギルダー（約7.3％）となって

いる。

15 公共セクターに裨益する分のみの合計。

（5）ドイツ（GTZ）

GTZのアフリカ地域への援助額15は、1997 年の

549.4百万ドイツマルク（35.9％）から1998年の502.5

百万ドイツマルク（約31.9％）と、援助額、シェア共

に減少した。

また、南部アフリカ地域に限ってみると、ルワン

ダへの援助額は最も多く、37.8百万ドイツマルクに

のぼり、以下、タンザニア：28.5百万ドイツマルク、

マリ：27.4百万ドイツマルク、モザンビーク：22.9百

万ドイツマルク、マラウイ：22.4百万ドイツマルク

等と続いている。
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第 4部　南部アフリカ地域への援助のあり方

はじめに

アパルトヘイトの歴史を乗り越えて民主南アフリカが誕生する前夜の1994年2月にとりまとめられた「南

部アフリカ地域援助研究会報告書」は、南部アフリカ地域について「新しい地域を構築するための基礎固めの

時期にある」との認識に立ち、わが国援助の基本的方向として、「新しい地域経済圏構築への貢献」を第一に

掲げ、経済自由化支援、セクター開発課題への支援とともに、地域機構に対する支援の強化を提言した。さ

らに同報告書は、地域の安定と発展を求めて、地域の地殻変動の中心である南アフリカに対する支援と、域

内のLLDC諸国に対する支援継続の双方の重要性を強調した2。

以来、6年余の歳月を経て、わが国の同地域に対するODAはどのように進展したであろうか。わが国は、

南部アフリカ地域全体を対象とした研修コースや無償資金協力による橋梁の建設、SADC事務局への専門家

派遣等を行ってきた。さらに、1993年に続いて1998年に第二回アフリカ開発会議（TICAD II）を主導し「東

京行動計画」を通じて対アフリカ協力全体の枠組み造りと具体的なプログラムの進展に貢献するとともに、

1999年には、ムベキ新大統領就任に合わせて対南アフリカ支援策第二弾を発表した。これらの事業展開を支

えるために、1997年のJICA南アフリカ事務所開設、1999年のモザンビーク大使館開設などによって、現地

の体制も漸次強化されてきているが、より質の高い協力を企画立案し実施していくためには、依然として多

くの重要な課題が残されている。

第2部では、主に、新生南アフリカがもたらした新しい地域の枠組みに対応した新しい地域認識が提示さ

れたが、本稿では、これを踏まえ、対地域協力を考える枠組み、新しい協力政策の視点、重点課題への取り

組みの方向性と具体的構想の例、及び取り組み体制の強化について、中長期的な提言を含めて、その要点を

整理して述べる。

第1章　対南部アフリカ地域協力を考える基本的枠組み

第4部　南部アフリカ地域への援助のあり方1

戸田　隆夫（JICA国際協力専門員）

1 第 4部については各委員の意見を踏まえ、主として主査が執筆を行った。
2 国際協力事業団（1994）. pp. iii ～ iv.
3 二国間協力との比較における対地域協力の重要性は、域内各国間の相互依存関係の現状と今後の趨勢、及びこれらを規
定する各国の特性、人口・経済規模等により変化する。たとえば中米・カリブ共同体地域や大洋州の諸地域などに関し
ては、従来から対地域協力の展開が重要な役割を果たしてきた。

1.　対南部アフリカ地域協力と二国間協力

■対南部アフリカ地域協力は、各国個別のニーズ

に対応する二国間協力を補完するものと位置付

ける。

■対南部アフリカ地域協力は、特に次の2つの課題

に対して、二国間協力よりも有効である。

－国境を越えた課題への取り組み

－域内の「資源」を活かした地域共通の課題への

取り組み

南部アフリカ地域に対するODAの投入は、他の多

くの途上国地域に対するものと同様に3、あくまでも

域内各国の自立発展を阻んでいる根本要因の解決の

ために集中的に投入されることが肝要である。なお、

この場合、域内各国固有の事情に考慮し、二国間関

係を見据え、民間の経済活動まで視野に入れた総合

的な外交政策及び対外経済政策に基づくべき（「国別

アプローチ」及び「包括的アプローチ」）であり、それ

を体現した二国間協力が主役となるべきことは「現

状認識」の部で述べたとおりである。
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これに対して、二国間協力の枠組みを越えた「地

域協力」は、二国間協力と相互補完関係にあるとい

えるが、南部アフリカ地域において、地域協力が比

較優位を持つ局面、あるいは、二国間協力では適切

に対応できずに地域協力が必要とされる課題として

は、次の2つがあげられる。

● 国境を越えた課題への取り組み

問題の性格上、あるいは問題の原因となる事

象から実際の問題の発現までのプロセスが国境

を跨ってるために、域内各国が個別に対処する

ことが困難な課題に対しては、地域協力の枠組

みを活用して総合的に取り組むことが望ましい

と考えられる。（地域の平和と安定化に関わる

問題、人畜の感染症への対応、国際河川管理、回

廊開発、広域運輸、通信インフラの整備、移民

などの国境を越えた人の移動や物流に関わる問

題、広域環境問題、あるいはこれらに関わる域

内協力機構の能力強化等）

● 域内の「資源」を生かした地域共通の課題への

取り組み

教育、職業訓練、中小企業育成、営農普及、公

衆衛生その他、本来各国個別に対応すべき課題

であるが、課題への取り組みに際して必要とさ

れる施設、人材等の諸資源の性質が域内におい

て共通あるいは類似しているものに対しては、

各国が有する限られた人的・物的資源を用いて

個別に対応するよりも、域内の特定国が有する

種々の優れた資源をいわば「地域公共財4」とし

て活用することが有効である。特に、各国の諸

資源をネットワーク化してそれぞれの長所を生

かしながら機動的に活用することを通じて、よ

り効果的・効率的に対処することが可能となる

場合もある。

2. 新しい状況に対応した新しい対地域協力政策の

ための基本的視点

■冷戦構造の崩壊とアパルトヘイトの解消を含む

ここ数年来の域内外の情勢の変化が、かつてな

い地殻変動を当該南部アフリカ地域にもたらし

た。

■新しい状況に対応した新しい南部アフリカ地域

についての認識と対地域協力政策のための基本

的視点は、以下の5点に総括できる。

・旧来の地域的枠組みの消失と新しい枠組みの

形成への貢献

・南アフリカと周辺国との微妙な関係への配慮

・民間の経済活動との建設的な補完関係の構築

・地域の平和と安定化への貢献

・わが国との互恵的友好関係の強化、地域間協

力への展開

本研究会においては、南部アフリカ地域認識の基

点となる同地域の凝集性に関する考察を含め、それ

ぞれの専門の立場から闊達な議論がなされたが、す

べての主要な論点において議論が収斂するには至ら

なかった。しかし、少なくとも、冷戦構造の崩壊と

アパルトヘイトの終焉を含むここ数年来の域内外の

情勢の変化がかつてない地殻変動を当該地域にもた

らしたこと、これらの2つの桎梏の消滅が地域の将

来に対する楽観論を必ずしも裏づけるに至らなかっ

たこと、そして、新しい状況に対応した新しい地域

認識と対地域協力政策が不可欠であるということな

どについては概ね見解が一致するところであった5。

本稿では「現状認識」の部で総括されている新しい

地域認識に基づき、新しい対南部アフリカ地域協力

4 本稿において、「地域公共財」とは、第一に、消費の非競合性と非排除性によって特徴づけられるところの「便益の公共
性」と、第二に、便益が特定の国にとどまらず域内の多くの国において共通のものであることという「便益の普遍性」の
2つによって定義する。但し、非排除性と非競合性が同時に成り立つ厳密な意味での純粋公共財に限らず、いずれかを
相当程度満たす不純公共財（in-pure common goods）を含むものとし、また、便益の普遍性において、可能性としての「地
球公共財」（便益が地球規模かつ将来世代にわたっての普遍性を持つもの）を包含するものとして考える。（インゲ・カー
ル他編（1999）pp.29-44.）

5 例えば、白人人口の高い南アフリカの「アフリカにおける非アフリカ的プレゼンス」や、あるいは、内陸国の存在等、南
部アフリカ地域が従来から有していた特性で今も変わらない点を改めて認識し、新しい文脈において問い直すべきであ
るとの意見もあった。
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Box 4. 第二回アフリカ開発会議（TICAD II）

第二回アフリカ開発会議（Second Tokyo International Conference of African Development: TICAD II）は、日本、国連（アフリカ及
び最貧国特別調整室（OSCAL）とUNDP）、およびGCA（アフリカのためのグローバル連合）の共催で、1998年10月19-21日東京
で開催され、80カ国、40国際機関、22NGO団体が参加した（うち元首・首脳15名）。
TICAD IIは93年のTICAD Iで確認されたアフリカ諸国の自国の開発に対するオーナーシップと、それを支援する側のパート

ナーシップの重要性という精神論から前進し、アフリカ諸国の経済・社会開発や貧困削減と国民の生活水準向上を促すことを目
的として行動志向型の結果を生むべく関係者が集結・協議し、その結果、「TICAD II 21世紀に向けたアフリカ開発 東京行動計
画」が採択され、幅広い参加者からアフリカ開発支援に対するコミットメントを得た。

「東京行動計画」の概要
主題：「経済成長の加速化と持続可能な開発による貧困削減およびアフリカのグローバル経済への効果的な統合」
基本原則：「主体性（オーナーシップ）」、「パートナーシップ」
アプローチ：
　①ドナー協調の強化、②地域的な協力と統合、③南南協力（アジア・アフリカ協力）
分野横断的課題：
　①途上国の能力構築、②ジェンダー、③環境
優先的政策・行動計画（具体的な数値目標を含む）：
　①教育、保健・人口、貧困層支援等の社会開発、
　②民間セクター・工業・農業開発、対外債務問題等を内容とする経済開発、
　③ガヴァナンス、紛争予防と紛争後の開発

この「行動計画」の考え、内容は、DAC新開発戦略の考え方をアフリカ開発に具体的に適用したものでもある。
TICADIIにおいては、「行動計画」の目標に沿った370以上の開発プログラム及びプロジェクトを記載した「例示リスト」が作成
され、日本側も、「行動計画」を踏まえた日本の新たな支援プログラムを発表した。

TICAD II行動計画を踏まえた日本の新たな支援プログラム
1） 社会開発
①教育・保健医療・水供給分野で向こう5年間を目処に900億円程度の無償資金協力を目指す。
②寄生虫対策センターの設置
③ポリオ根絶の推進

2） 経済開発
①「ヒッパロス・センター（アジア・アフリカ投資・技術移転促進センター）」の設置
②「アフリカ・アジア・ビジネス・フォーラム」の開催
③アフリカにおける稲作振興のための援助
④債務管理に関するキャパシティ・ビルディング
⑤債務救済無償資金協力

3） 開発の基盤
①UNDPアフリカ・ガヴァナンス・フォーラム支援
②南部アフリカの地雷除去支援

4） 南南協力
①今後5年間南南協力の下で2,000名のアフリカ人の研修を支援
②アジア・アフリカ・フォーラムの開催
③「日・仏・マレイシア三国協力」による研修事業

5） アフリカ人造り拠点設置構想
6） TICADファシリティー

国分（1999）は、①各開発分野で掲げられた目標とそれらを達成するための行動に対する政治的コミットメントの確認とその調
整プロセスにおけるコンセンサスづくり、②アジア・アフリカ間協力の深化へのコミットメント、③民間資源活用の重要性を認
識した包括的アプローチの確認、をTICAD II の成果として評価している。一方、これまで同様、アフリカ政府と援助国双方の
農業開発に対する政治的コミットメントが低く、「多角的な農村開発」の必要性に対する認識も薄いこと、アフリカがアジアから
具体的に何を学びたいかが不明確である点、地域協力の方向性を明確に打ち出せなかった点を今後の課題として指摘している。
今後は、「行動計画」の実施のベスト・プラクティスの収集・分析とその共有や、TICAD IIの中身をどう作っていくかが問われる
であろう。

参考文献：外務省経済協力局編（1999）、国分圭子（1999）.
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政策が当然内包すべき基本的な視点あるいは分析

軸6として、次項以下で順次略述する。

2－1 旧来の地域的枠組みの消失と

新しい枠組みの形成への貢献

■南部アフリカ地域における新しい地域的枠組み

の形成過程において、わが国のODAがどこまで

能動的に関与するかを問うことが、今後の対南

部アフリカ地域協力政策の基軸を規定する。さ

らに、その基本的な考え方は、わが国の政策レベ

ルや実施レベルのみならず、わが国と援助の受

け手側との間で共有されることが望まれる。

■アフリカにおけるサブリージョンとして南部ア

フリカ地域を今後どのように位置付けるか、と

いう点については、南部アフリカ地域の今後の

地域特性を視野に入れながら、わが国ODAの役

割を問うことが重要である。

第一の視点は、冷戦構造の崩壊とアパルトヘイト

の解消によって、それまで南部アフリカ地域を規定

してきた大きな枠組みが消失し新しい枠組みが形成

されつつある現実に対応して、わが国はODAを通じ

て如何なる関与をすべきか、あるいは、すべきでな

いかという点に関するものである。冷戦構造やアパ

ルトヘイトを巡る南アフリカと旧フロントライン諸

国の間の対立構造は、域内の各アクターの行動を規

定し、更に、これに対応した形でわが国の対地域協

力政策の方向性を規定してきたと考えられる7。この

時期においては、地域認識と対地域政策の間にさし

たる距離はなかった。すなわち、冷戦やアパルトヘ

イトに対して、わが国としていかなるポジションを

とるべきか、という点については、大きな選択の余

地はなかったと言える。

しかし、これらの枠組みが消失した現在において

は、いかなる新しい枠組みが形成されようとしてい

るのかを見極め、多様なオプションの中でいかなる

枠組みの定立を、より能動的にわが国がいかに支援

すべきかという視点が対南部アフリカ地域協力政策

の基軸を規定する。就中、「わが国は、南部アフリカ

地域にどうあってほしいのか」、「わが国は、南部ア

フリカ地域とわが国の間においてどのような関係を

構築したいのか」そして「なぜわが国がそれらを望む

のか」ということを自ら厳しく問い続け、かつそれ

らを援助の受け手側や援助の実施に関わる実務者と

の間で、基本的な認識を共有していくことの重要性

をここであえて再確認しておきたい。

DACの新開発戦略やTICADプロセスを通じて培

われてきた、わが国の援助哲学としての「オーナー

シップとパートナーシップ」とは、先方の開発理念

とわが国の援助の理念を政策協議や事業の共同企

画・形成の場などを通じてぶつけ合い、その成果と

して「顔の見える協力」を具体化していくことである

と理解する。わが国の技術協力の修辞を借りるとす

れば、「国造り」、「人造り」に加えて、「地域造り」に

関与しようとする協力政策や理念が、わが国の政策

レベルと実施レベルの間で、さらにはわが国と援助

受け手側の間で共有されることが重要である。

具体的に、対南部アフリカ地域協力施策が包摂す

べきものとしては、次項以下で述べる南アフリカと

周辺国の関係、国境を越えて活性化しつつある民間

経済の諸活動との関係、地域の平和と安定化に対す

るスタンスに加え、アジアの一員としてのわが国と

当該地域との関係をどのように構築するか、などの

視点が鍵となる。もちろん、更にこれらに加えて、地

域の地理的あるいは地政学的特徴や天然資源の賦存

状況や人口、債務の状況等も無視できない。しかし、

重要なのは、これらの多様な視点、分析軸を統合し

て、精緻を極めた認識論を展開することでは必ずし

もなく、むしろ、ODA事業を展開するに際して、南

部アフリカ地域のより根元的な構造を共通認識し、

かつ、これに対してどの程度までわが国のODAが

「能動的に（Proactiveに）」関与していくのかを問うこ

とである。

6「対南部アフリカ地域協力政策」の具体的なイメージについては、「現状認識」の部でも触れられているとおり、ODAの
枠組みを越えた包括的な外交政策及び対外経済政策全体と密接不可分なものとして策定されるべきものである。ここで
は、あくまでも、ODAを通じた対地域協力政策の策定過程及び当該政策のエッセンスに関する視点、分析軸の提示に
とどめる。

7 その代表的な事例は、当時のフロントライン諸国に対するODAを通じた支援であろう。
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さらに、本研究会でも大いに議論となった、アフ

リカにおけるサブリージョンとしての南部アフリカ

地域を今後どのように位置付けるか、という点につ

いては、「アフリカの南部アフリカ化」8という認識関

する判断を含め重要な問題提起を孕んでいる。

本研究会では、南部アフリカ地域を、「南アフリカ

を核とし同国の国益の展開する領域」、あるいは「同

国民間経済の旺盛な投資活動の領域9」と捉え、究極

的には、南部アフリカ地域を規定する枠組みの消失

が同地域の凝集性を消失させ、結果として対「南部

アフリカ」地域協力政策は、将来に向かって対「全ア

フリカ」協力政策に溶け込んでしまうという見方が

あった一方で10、特に、南アフリカの政治問題の解

決と経済自由化の流れの中で同地域の「経済的な」凝

集性はむしろ高まっているとの認識も示された。

これらのいずれの見方に依って立つとしても、そ

のプロセスに対してわが国が如何なるスタンスを有

するべきか、そしてそこにおけるODAの役割は何か

を問うことの意義は、益々重要性を持つことになる。

なぜなら、それは、今後のアフリカにおいて、漸進

的に普遍性を増していくと思われる新しい南部アフ

リカの地域特性に対して、わが国のODAのあり方を

問うことに他ならないからである。新しい対「南部

アフリカ」地域協力政策は、南部アフリカ地域の今

後の地域特性を視野に入れながら、今後策定される

べき新しい対「アフリカ」協力政策に先んじて、策定

していく必要がある。

2－2 南アフリカと周辺国との微妙な関係への配慮

■南部アフリカ地域において、南アフリカと周辺

国の「望ましい」関係が如何にあるべきか、そし

てその関係を構築するために如何なる支援が効

果的かという視点から、わが国のODAのあり方

についてさらなる議論が必要である。

■南アフリカと周辺国の微妙な関係に配慮した、

対南部アフリカ地域協力として想定されるアプ

ローチは次のとおり。

（1）社会セクターにおける南アフリカの「地域公

共財」化支援

（2）対等なパートナーシップによる域内ネット

ワーキングの形成支援

（3）上記支援に際してのわが国の既往の協力拠

点の活用

第二の視点は、前述の視点に関し、今後の南部ア

フリカ地域の地域特性を規定する上で中心となる南

アフリカに焦点を当てるものであるが、今後の南部

アフリカ地域の基本枠組みの構築に際して、南アフ

リカと周辺国の「望ましい」関係が如何にあるべき

か、そしてその関係を構築するために如何なる支援

が効果的か、ということを問うものである。

南アフリカが、域内はもちろんアフリカ大陸にお

いて比類なき圧倒的経済力を持った地域大国である

こと、そしてアジアの場合と異なり、雁行的経済発

展の一翼を担うべき第二列が、南アフリカの周辺あ

るいはアフリカにおいて不在であることは疑念の余

地がない。問題はこのような認識を所与としつつ、

南アフリカ一極構造に依拠した地域発展に寄与すべ

くODAによる支援を行うのか、あるいは、たとえ僅

かでも多角的な諸関係の構築を慫慂すべく支援を行

うのかという点に関する判断である。

わが国のODAがアフリカ及び南部アフリカ地域

に対して与え得るインパクト11を踏まえ、より現実

8 第2部参照
9 第 2部参照
10 ちなみに、アフリカ全体に対してはTICADプロセスが進展し、「東京行動計画」に基づくフォローアップが地道に行わ
れてきており、その中で域内協力の推進は重要課題として位置付けられているが、南部アフリカ地域を含めたサブ・
リージョンごとのわが国の援助政策は、必ずしも援助関係者の間で共有されていない。

11 南アフリカを含むSADC加盟14カ国のGNP総額に占めるODA受取額のシェアは、8.5%（1997年）であるのに対し、南
アフリカ一国のGNP総額に占めるわが国二国間ODAのシェアは、その約14分の1である0.6％である。
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的な思考から南アフリカ一極構造を容認しつつ、同

国の諸資源を域内の経済社会的発展のための「地域

公共財」として活用するのか、あるいは、対南部アフ

リカ地域協力という文脈においては、南アフリカと

一定の距離を保ちながら、むしろ南アフリカ以外の

各国間の域内協力を尊重し育むことを含め、多極分

散型のバランスのとれた域内各国の諸関係の構築に

貢献するのか、という点に関し、より一層の議論が

求められる。

特に、実際の援助の企画・立案及び実施・評価の

各局面において、一極構造（あるいは南アフリカ牽

引型）か多極構造かという分析軸を援助関係者が共

有することが重要であると考える。

この視点に関し、本研究会では概ね次の3点につ

いて、共通理解が形成された。

（1）社会セクターにおける南アフリカの「地域公

共財」化支援

南アフリカが有する如何なる資源を「地域公

共財」として積極的に活用しうるか、という点

に関しては多様なオプションがあり得るが、特

に、南アフリカと周辺国の微妙な関係に配慮し

つつ、周辺国に対する覇権と受けとられにくい

保健・医療、教育などの社会セクターの資源を

南部アフリカ地域において活用するための支援

に重点を置く。

（2）対等なパートナーシップによる域内ネット

ワーキングの形成支援

南アフリカ以外の各国のエンパワーメントに

寄与することを重視する観点からは、南アフリ

カを中心とする「放射型依存関係（Hub & Spokes

Structure）」の定着を可能な限り回避しつつ、域

内各所に散在する諸資源間の対等なパートナー

シップに基づく域内ネットワーキングの形成を

支援する。

（3）わが国の既往の協力拠点の活用

上記1）及び2）に際しては、わが国がこれまで

二国間協力の拠点として各国に培ってきた資源

を活用することが有効となりうる。ただし、そ

の際、あくまでも各拠点間の関係は、上述の対

等なパートナーシップに基づくべきであり、こ

れまでの協力期間の長さや規模に応じた特別な

取り扱いは、各拠点のモラール（志気）を維持す

る観点からも絶対に避けるべきであろう。逆

に、長年の協力実績があるプロジェクトについ

ては、プロジェクト黎明期のアプローチに固執

せず、新しい時代のニーズに応じた新しい着想

を、相互に学びとり、自らを変革していく姿勢

が重要であろう。

2－3 民間経済活動との建設的な補完関係の構築

■地域経済の基幹は南アフリカ民間資本その他の

民間経済活動が支えている。これにODAが直接

関与する余地は少ない。ODAは、あくまでも触

媒として機能するか、あるいは、民間が立ち入る

ことが困難な社会セクターにおいて投入される

べきである。

■重債務国が少なくない域内の広域インフラ整備

などの大事業へのODA投入には慎重な考慮が必

要であり、無償、円借款、OOFから民間、マル

チ/バイのチャンネルなど、可能な限り多様なオ

プションを鳥瞰し、しかもこれらを適宜ミック

スさせることによって、最適解を求めていくと

いうアプローチが望まれる。また、そのプロセス

では技術協力の役割が重要となる。

第三は、民間の諸活動とODAによる協力との重複

を避けつつ、建設的な補完関係をいかに構築するか

という視点である。

特に経済面では、南アフリカの民間資本による投

資活動が地域経済を牽引しており、わが国のODAが

これらとの重複を避けることは当然のことながら、

問題は、その補完性の有り様である。一方では、民

間の経済活動により近接したところで民間の経済主

体がより円滑に活動できるような環境整備や誘い水

的支援をより重視するというアプローチがあり得る

のに対し、他方では、民間経済活動から取り残され

た地域や分野 /領域への支援を重視するというアプ

ローチもある。これは、特に貧困緩和を目的とした

ODAのあり方として、経済成長、基幹産業開発、経

済インフラ整備重視か、あるいは基礎的な生活の需
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要を満たすための社会セクターへの支援を重視する

か、という議論でもある12。

南アフリカが主導する「地域開発戦略（Spatial De-

velopment Initiatives: SDI）やマプト回廊開発のよう

に、開発対象として経済収益性の明らかなものには、

南アフリカ資本の旺盛な投資活動が見られ、BOT方

式も含む民間資本主導で動いており、後背地の開発

などを除いて、そこにODAが有効に関与する余地を

見つけることは必ずしも容易なことではない13。

他方、UNDP主導の「ザンビア・マラウィ・モザン

ビーク成長の三角地帯構想（ZMM-GT）」のように、

経済収益性が近い将来確証を以て見込めず、民間の

自律的投資活動が未だ活性化していないものについ

ては、ODAを含む公的介入の必要性が求められてお

り、現に、UNDPが触媒としての機能を担おうとし

ている。問題は、経済収益性に確証がない場合にお

けるODA投入の正当性に関する判断である。

一般論としては、第一に、ODA投入（資金、技術、

さらにはこれらに付随する政治的モメンタムの投入）

が結果として民間主体の開発への移行を実現する蓋

然性がある場合、第二に、財務的収益性は極めて低

いが、経済的収益性及び社会的効用が十分に高く、

ODAの他所への投入の機会費用を上回る場合、の2

つの場合が想定される。これらを判断するには、当

該地域の開発のボトルネックに対する深い洞察と事

業評価に関する総合的な分析が不可欠であり、それ

を欠いては、経済合理性を欠くのみならず、他所に

て得られたであろう経済的・社会的効用の多大な損

失を招く恐れがある。しかしながら、民間活動との

補完関係においては、特に、意志決定のタイミング

とスピードに留意すべき点を併せて確認しておきた

い。

いまひとつ言及すべきは、重債務国が少なからず

存在する南部アフリカ域内における広域インフラ整

備等の事業展開のあり方である。例えば、域内の重

要なイシューである広域運輸・交通インフラの整備

に関しては、特に本体事業において円借款が有効な

手段であるとされてきた。南部アフリカ地域におけ

る重債務貧困国とそれ以外の国に跨る国際プロジェ

クトへの取り組みに際しては、すでに検討の俎上に

のぼっている南部アフリカ開発銀行（DBSA）及びそ

の出資者としての南アフリカの保証機能活用などの

対応や、円借款の融資条件の弾力化を含めた柔軟な

対応が検討されなければならない。

考え方としては、円借款単体としての議論に替え

て、無償資金協力からOOF（特に国際協力銀行のア

ンタイドローン14）、民間資本、及びマルチ /バイの

チャネルに至るまで、幅広いメニューを改めて鳥瞰

しながら、かつこれらを適宜ミックスさせることに

よって最適解を求めていくというアプローチが望ま

れる。また、そのプロセスにおいては、技術協力を

活用し、上流のコンセプト作りの段階から、わが国

が共同形成に参画することが他のODAの投入との

整合性の確保などに鑑み有効であろう。

さらにこれらの検討に際しては、わが国が東南ア

ジアにおいて拡大メコン地域のプログラムの下で進

めてきた、種々の経験を活用する余地もあり得るで

あろう。

2－4 地域の平和と安定化

■地域の平和と安定化は、南部アフリカ地域にお

いて最も重要な課題のひとつであり、地域の発

展と福祉の向上のための大前提であると同時に、

それ自体が協力の目的、あるいは協力実施に際

して配慮すべきものとなっている。

■地域の平和と安定化という「視点」を、南部アフ

リカ地域に対するわが国のODAの実施に際して

積極的に取り込んでいくことは、これまで積み

重ねてきた協力の方法とは別の何かまったく新

しいものを導入するというものでは必ずしもな

く、むしろ、種々の領域におけるこれまでの協力

を平和構築の視点から「再構成」するということ

である。

12 この点について本研究会での議論は収斂せず、そもそも、これらの議論がそれぞれ二項対立しているとの与件による問
題設定そのものが生産的でないとの見解もあった。

13 スワジランドに対しては、現在マプト回廊につながる北部道路整備に対し円借款供与が進められようとしている。
14 例えば、国際協力銀行のアンタイドローンによって、南ア国内の火力発電所からモザンビーク、スワジランドまでの送
電線整備に対して資金協力を行ったが、これには、南アフリカのESKOM（国営電力公社）が保証を賦与している。
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Box 5. 南部アフリカ地域における回廊開発計画

南部アフリカ地域においては、多くの鉱物資源を有する内陸国の域内及び国際貿易に必要とされるさまざまな運輸交通網とし
ての「回廊（Corridor）」の整備を進めることが、これらの国々の経済発展に必要不可欠であるとの議論が、1970年代からなされて
きた。
特に、南アフリカがアパルトヘイト体制にあった時代には、南アフリカ以外のルートの整備が政治的に必要とされ、1980年代
以降、ジンバブエの首都ハラレからモザンビークのベイラ港を結ぶ「ベイラ回廊」や、マラウイの首都リロングエからモザンビー
クのナカラ港を結ぶ「ナカラ回廊」の整備が進められてきた。
この時期には、SADCの前身であるSADCC諸国による回廊整備プロジェクトが進められていたが、現在SADCは、SADC運
輸通信気象議定書（SADC Protocol on Transport, Communi-
cations and Meteorology）を策定し、各回廊計画を進めてい
くとの立場を明らかにしている。
これらのうち、現在最も活発に整備が進められてきてい
るのが、「マプト回廊」開発計画である。「マプト回廊」は、
南アフリカの産業中核地域であるハウテン州とモザンビー
クのマプト港を結ぶ交通網を整備することを目的としてお
り、マプト港のリハビリテーション、有料高速道路の建設、
鉄道の整備等、約180のプロジェクトに7億ドルの経費が
支出されてきた。これらのプロジェクトには、南アフリカ
及びモザンビーク両国政府の積極的な支援に加え、世銀か
らの融資や南アフリカの民間企業等、さまざまなアクター
が参画している。特に、「マプト回廊」開発に関する、交通
インフラ整備や工業団地等のプロジェクト情報、潜在的な
地域資源や地理的特性に関する情報をパッケージ化した、
「Bankable Package」が作成され、内外の企業に情報提供を
進めたりしたことやBOT方式の導入等により、公的資金の
みならず、民間資金も適宜組み合わせた様々な形態により
実施されてきている。
このようなフレキシブルな実施方式がこのプロジェクトの成功につながったとの指摘もあり、他の開発回廊計画でも、「マプ
ト回廊」をモデルとした開発が進められていく見込みである。

第四は、南部アフリカ地域の最も基本的かつ重要

な課題のひとつとしての、地域の平和と安定化の問

題であり、これに対して、わが国がODAを通じて如

何なる対応をとるべきか、あるいは取り得るかとい

うことを問う視点である。冷戦構造の崩壊とアパル

トヘイトの終焉は、東西陣営の代理戦争というかた

ちの紛争や、旧フロントライン諸国と白人南アフリ

カ政権との対立の終結をもたらしたが、結果として、

域内の人々すべてに平和と安寧をもたらすところま

でには至らなかった。むしろ、既往の枠組み崩壊は、

域内各国の脆弱な統治機構の間隙を縫った国内紛争、

あるいは地域紛争の契機を提供すると同時に、他方

で、域外各国が当該地域に対し介入するインセン

ティブを減衰させ、当該地域の周縁化が進んだ。ア

ンゴラや大湖諸国における国内武力紛争の慢性化な

どの状況が続き、かつ、これらに対する国際社会の

支援が不十分な中で、域内諸国は自らの努力による

自立的な取り組みを迫られている。

このような状況に関して、ODAも無関係ではあり

えない。なぜなら、第一に、地域の平和と安定は、

ODAが本来目的とする当該地域の発展と福祉の向上

にとって不可欠の要件であり、これらが保障されな

い限り本来の開発目的は達成できないからであり、

第二に、同地域内の紛争の根本的な原因として、貧

困やガバナンスなどの地域の開発を巡る諸問題が根

深く関係しており、これらの開発の諸問題を扱う

ODAは、その意図に関係なく、紛争に対して、正あ

るいは負の影響を与えているものと推察されるから

である。

アフリカ地域に対してわが国が関与してきた歴史

は、旧宗主国を含む他の援助国との比較において極

めて浅く、特に、平和構築への直接支援15に関して

●�

●�Dar es Sallam

●�
Lilongwe

●�Nacala
●�Harare

●�Maputo
●�Pretoria

●�Durban

●�Walvis Bay

Lobito
●�

南部回廊�

ウォルビスベイ回廊�

マプト回廊�

ロビト回廊� タザラ回廊�
ナカラ回廊�

南部アフリカ地域の回廊計画�

ベイラ回廊�

Lusaka

出所：佐野浩明、水野兼悟（2000）

15 ODAを通じた平和構築支援の枠組みは、直接支援と、平和配慮を通じた間接支援に大別される。さらに、直接支援は、
緊急援助、復興開発援助及び紛争予防・再発防止のための援助に分けられる。（本研究会とほぼ同時並行して進められ
ている「事業戦略調査研究：平和構築－人間の安全保障の確保に向けてー」に係る報告参照。）
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は、限定的なものにとどまっていたと言える。また、

同地域に限らず、一般論としてODAの枠組みにおけ

る平和構築に対する直接支援は、未だ緒についたば

かりであり、そのための人材も事業の仕組みも十分

とは言えない。

他方、貧困緩和などを通じた平和構築への間接的

な貢献の面では、わが国のODAは、モザンビークの

内戦からの復興や民主南アフリカの支援などに貢献

することを企図して実施されてきた。また、近隣国

が相次いで戦火にまみれながらも「地域の安定化要

因16」として重要な役割を担ってきたザンビアに対し

ても、わが国は、同国を域内の援助対象重点国とし

て支援を行ってきており、同国の平和と安定化に対

して、間接的に貢献してきたとも言えるであろう。

こうした状況に鑑みつつ、かつ、南部アフリカ地

域とわが国の間の現在の「距離感」や歴史の浅さを冷

静に測れば、平和構築への直接支援の充実を急ぐよ

りは、わが国の経験が比較的豊富な経済インフラの

整備や各種社会サービスの提供を中心に地道な協力

を続けることがより重要であり、平和構築支援のよ

うな新しい協力の理念や領域に新たに手を染めるこ

とは得策ではないという見方もあり得る。

他方、平和と紛争に係る諸問題が当該地域の歴史

や文化に深く根ざしたものであるという理解に基づ

けば、ODAを通じた貢献は一筋縄ではいかないとの

指摘もあった。また、南アフリカや周辺国がこれま

での過程で育んできた知見に鑑みれば、むしろ域内

の平和構築への貢献活動への参画を通じて、「わが国

が学ぶ」という姿勢が大切であるという強い議論も

展開された。

これらを総合すると、少なくとも、「平和と安定

化」という課題に対する取り組みの第一ステップと

しては、既往の領域における協力の存続・拡充に際

して、地域の平和や安定化への影響に従来以上に

「配慮」した事業の推進に心がけるとともに、可能な

範囲で平和構築に対する直接支援を漸次強化してい

くというアプローチが考えられる。前者の作業は、

これまで積み重ねてきた協力の方法とは別の何か

まったく新しいものを導入するというものでは必ず

しもなく、むしろ、種々の領域におけるこれまでの

協力を平和構築の視点から「再構成」するという作業

に重点が置かれるべきである17 。このようなアプ

ローチは、わが国のODAの実施体制の現状に鑑みて

も現実的な検討が可能であろう。その上で、2－1－

2で後述する平和構築への直接支援についても、周

到な考慮のもとに魅力的なアイデアの具体化が可能

であれば、積極的に挑戦すべきであると考えられる。

2－5 わが国との互恵的友好関係の強化と地域間協

力への展開

■わが国と南部アフリカ地域の互恵的友好関係の

強化においては、アジアの一員としてのわが国

と南部アフリカ地域の域内大国としての南アフ

リカの位置付けが重要であり、これがアジアと

アフリカの両地域間の関係深化の基軸となり得

る。

■アジア・アフリカ両地域間の関係深化それ自体

は手段であり、それが目指す理念が必要である。

例えば、グローバルな視野から、平和主義の理念

に基づく国際社会への貢献という展望が拓ける。

最後に、これまで述べてきた援助理念や平和の視

点などと密接に関係するが、わが国が如何にして南

部アフリカ地域との互恵的友好関係を強化していく

べきかという視点に言及したい。この視点は、他の

援助国や多国間援助機関などとの比較において、わ

が国がどのような形で「個性」を発揮していくかとい

う問題と密接に関係している。

これは、わが国の歴史、文化、経済、社会、そし

て地政学的地位から派生するところの、わが国ODA

の理念が全体として醸し出す個性、さらに言えば、

16 近隣国の不安定な状況にも拘わらず、ザンビア自体は戦火にまみれなかった、という事実のみを以て、即、同国が「地
域の安定化要因」であると断じるのは誤りであるが、同国の平和と安定化が域内において非常に大きな意味を持つとい
う点では異論なきところであろう。南部アフリカ地域あるいは赤道以南アフリカ地域の中央に位置し、域内の多数の
国々と直接国境を接している同国の平和が危機に瀕したならば、それはすなわち地域全体の平和にとって大きな脅威と
なることは疑念の余地がない。

17 平和と安定化の視点に関するこのような議論は、アフリカの安全保障に係る有力なシンクタンクである南アフリカのISS
（Institute for Strategic Security）の所長Dr.Cillierなども強調している。（2000年 3月 31日同氏との意見交換より）
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わが国と域内大国としての南アフリカを擁する南部

アフリカ地域との「関係性」が有する個性が、如何に

すれば、より有効にお互いを益する形で発揮される

か、という議論である。

TICAD II では、日本とアフリカの関係における、

いわゆるアジアカードの有効性を踏まえ、アジア・

アフリカ・投資・技術移転促進センター、アフリカ・

アジア・ビジネス・フォーラムその他、新たな国際

協力の展開可能性を示す構想を打ち出しており、そ

の方向性は少なくとも近未来に関する限り正しい18。

しかし、これらが仮に、地域間の関係の深化という

テーマ設定の自己目的化に留まっているとすればそ

れは政策理念として十分ではない。最も大切なこと

は、グローバルな視野の中に、アジア・アフリカの

地域間連関を位置付け、両地域間の関係の深化のた

18 ここでアジアカードとは、主に、日本が欧米先進国との比較において、アジアの経済大国としての域内諸国との密接な
関係（特に経済関係）を有していることから派生するところの優位性を指す。ただし、この優位性が経済活動等のグロー
バル化が急速に進展する中で、遠い将来にわたって堅持されるかどうかは不明である。例えば、南アフリカ政府が日本
に対して期待するものは、必ずしも欧米諸国に対するものと同一ではなく、その背景には、かつて途上国であったとい
う歴史も含めた日本の特殊性にあるが、仮に、今後、日本が、欧米先進国と異なる理念やそれに基づく枠組み構築をア
ジアにおいて打ち出すことなく、アジアにおける「個性的存在感」を減衰させてしまったならば、いわゆるアジアカード
も同時に色あせたものとなってしまうであろう

19 ただし、この場合、当然のことながら単なる地域エゴや伝統保存の名を借りた搾取構造の温存などに陥ることは避けな
ければならない。可能な限り内向きの発想を避け、種々の領域でグローバリズムが進む状況下で、伝統や価値多元性、
個性ある地域社会の創出などの理念に基づき、アジア・アフリカから地球市民社会に発信していくという「外向きの」志
向が望まれる。

図2　南部アフリカ地域における主要な紛争
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出所：毎日新聞外信部編（1999）.

めのグローバルな展開の可能性を常に模索するとい

うことであろう。これには、グローバリゼーション

に対する地域主義の拡大という「外向きの」文脈に対

して、環境、人口その他地球規模の課題やグローバ

ル経済への統合などに対して両地域が協同して取り

組むことを支援するといったアプローチがある。ま

た、域外からの各種の圧力や特定の経済社会システ

ムの普遍化の流れに対する拮抗力、あるいは緩衝帯

の形成という「内向きの」文脈においては、未成熟な

地域経済を保護するための協同を支援したり、伝

統・文化の多元的共存の理念を追求するものとして

アジア・アフリカ間連携を意義づけ、わが国と南部

アフリカ地域の間の連帯はその地域間連携の中核と

して位置付ける、といったアプローチも含まれる19。

特に、「外向きの」文脈において、両地域間の個性
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化という点から、最も有力な理念のひとつは、「平和

主義」の理念である。対地域協力政策の視点として

この点の重要性は、前項で述べたとおりであるが、

アパルトヘイトの歴史を平和裡に克服つつある南部

アフリカ地域と、半世紀にわたって平和主義に基づ

く国際貢献を模索し続けてきたわが国との間には、

平和、就中、武力によらない平和の構築をキー・コ

ンセプトとして連帯協調するための潜在的な共通基

盤がある20。これをODAを活用して、平和の理念の

下に世界に発信できるとすれば、それは、新世紀に

おける世界平和に対するわが国による貢献の有力な

方途であるのみならず、いわば平和のための地球公

共財として国際社会において貴重な資産となるであ

ろう。

もちろん、平和構築のための総合的な取り組みや

対南部アフリカ地域協力において、ODAが現実にど

の程度寄与しうるかという点を考えると、実施体制

やわが国のODAが、南部アフリカ地域に対して投入

し得る限られた援助資源に鑑みれば、新しい理念を

肉づけるためには相当の工夫と努力を要する可能性

がある。しかし、他方で、平和構築というイシュー

に関しては、アイディア次第でアジア・アフリカ地

域間の経験・交流を深めていくことができると思わ

れる21。

最後に付言すれば、アジアの一部における開発の

「成功体験」をアフリカに「移植」するという観点から

の議論については、第一に、当然のことであるが、両

地域間の諸条件の大きな相違と各地域内の多様性の

認識から慎重な留保が必要となるという点、第二に、

単にアジアからの一方通行のみならず、アフリカの

玄関口であり、かつ域内大国である南アフリカを擁

する南部アフリカ地域からアジアへ発信するといっ

た双方向のアプローチが現実的なものとしてあり得

るという点をここで改めて確認しておきたい。

20 勿論、このような共通の基盤が見出せる一方で、南アフリカがアフリカ有数の軍隊を有し、かつ軍需産業を抱えている
ことを踏まえて置かねばならない。

21 例えば、TICADプロセスにおいて、地雷除去等に関するプノンペン国際フォーラムへの南部アフリカ地域からの参加
の慫慂というコンセプトが俎上にのぼっているし、本研究会においても、これとは逆に、南部アフリカが有する平和の
ための諸資源をアジアの紛争経験国などにおいて共有すべきであるとして、南アフリカの真実和解委員会（TRC）や寛容
教育（tolerance education）、地雷除去産業などを南部アフリカ域内の「地域公共財」として活用すべきであるという、アイ
ディアも出された。
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1.　国境を越えた課題への取り組み

1－1 人と物の移動に伴う諸課題への対応

■対地域協力という枠組みが有効な介入しうる契

機としては、次の2つが想定される。

・資源の最適配分や域内相互依存関係の深化を

目的として、人や物の移動を促進するための

貢献

・人や物の移動によってもたらされる弊害を極

小化するための貢献

南部アフリカ地域においては、「南アフリカと周辺

国」という軸、「内陸国と沿岸国」という軸、さらに

「資源保有国と資源需要国」という軸などが交錯しつ

つ、人の移動及び物流に対するニーズを生み出して

いる。特に、南部アフリカ地域の特性として、域内

に多くの内陸国を抱えている点に着目すれば、経済

のグローバル化の流れの中で、同地域が競争力を確

保するためには、これらの内陸国から沿岸国に至る

輸送経路の確保は重要な課題であるが、他方、同時

に、これらの人や物の移動が、域内に新たな課題を

生み出している。

これらに鑑み、ここでは、対地域協力という枠組

みが有効な介入をなしうる契機として、（1）資源の

最適配分や域内相互依存関係の深化を目的として、

人や物の移動を促進するための貢献と、（2）人や物

の移動によってもたらされる弊害を極小化するため

の貢献、の2つに大別して、想定される協力テーマ

やアプローチについて略述する。

Box 6. 南部アフリカ地域運輸交通分野ワークショップ

TICADIIのフォローアップの一環として、1999年 2月 24-26日の3日間、南アフリカのヨハネスブルグにおいて、
JICAとSADCの交通・通信委員会（SATCC）の共催により「南部アフリカ地域運輸交通分野ワークショップ」が開催さ
れた。
このワークショップは、特定分野域内協力ワークショップの一つであり、複数の国々が協力して解決すべき特定の
開発課題について、被援助国、他の援助機関、国際機関などが、当該分野にかかる域内の現状と課題の全体像につき
共通の理解を形成し、その後に続くプロジェクト形成調査を経て、わが国として最終的に開発調査や無償資金協力な
どの二国間協力案件の発掘・形成につなげることを目的とする。南部アフリカ地域では、南ア-ジンバブエ間国境で
の出入国業務による遅延とともに輸送コストが製品価格の3-4割を占める現状や、南部アフリカ地域が地域経済圏の
確立のため運輸交通網の整備が必要であることを受けて、「物流と効率化及びコストの低減」をテーマとしたワーク
ショップが開かれることとなった。
南部アフリカ域内諸国12カ国の運輸省関係者、他ドナー、OECF, JICA関係者らが出席して、「域内の道路及び道
路輸送の改修と改善」、「複合一環輸送サービスを目指した鉄道の改修と改善」に関する報告と討論が行われ、最終日
には議論をとりまとめ「候補プロジェクト／プログラム」について話し合われた。このワークショップ開催にあたっ
ては、プログラムをJICAとSATCCが共同作成・調整し、3人の次官級代表者が交替でワークショップの議長を務め
るなど、SADC諸国のオーナーシップにも配慮がなされた。

第2章　地域の重点課題への取り組み

前項では、対地域協力を二国間協力を補完するものとして位置付け、対地域協力が優位性を発揮する局面

として次の2つの場合があると述べた。

・国境を越えた課題への取り組み

・域内の「資源」を生かした地域共通の課題（特に貧困削減に向けての諸課題）への取り組み

本節では、この整理に従って、それぞれ次項以下で、中長期的な取り組みの方向性を示し、さらに、その

一部に関連して想定される具体的構想の「参考例」を適宜示すこととする。
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1－1－1 資源の最適配分や域内相互依存関係の深

化を目的として、人や物の移動を促進す

るための貢献

・域内広域運輸・交通インフラ整備全般

この領域においてわが国が本腰を入れるのであ

れば、後述する通り、SADC の部門別調整機関

（SCU）あるいは南部アフリカ運輸通信委員会

（SATCC）に対する技術協力を通じて、地域開発構

想の上流部分から関与していくことが期待できる。

また、UNDPが推進している運輸・交通データ整

備への貢献も、地域のニーズに対応した適切なプ

ロジェクト構想を検討する基盤を整備するものと

して有益であろう。

なお、多額の投資を必要とするインフラ整備本

体事業に関する一般的留意点としては1．で言及

した広域インフラに関する議論にあるとおり、民

間活動との重複の回避、公的資金を誘い水として

投入した場合に確保されうる社会経済的便益、多

額の資金の投入に際してこれを他の目的に充当し

た場合に得られる便益に相当する機会費用、資金

借り入れ国の債務ポジションなどを総合的に踏ま

えつつ、慎重に検討を進める必要がある。

・UNDP主導のZMM-GT構想支援

ZMM-GT（Zambia-Malawi-Mozambique Growth

Triangle）構想は、ザンビア、マラウィ及びモザン

ビークの3カ国を成長の三角地帯と模して、テレ

センター、貿易振興、市場拡大等のための官民連

携及びこれらのための人材育成などを含む総合的

な拠点開発を展開する構想である。南部アフリカ

地域におけるバランスのとれた多極構造の定立を

目指す方向性は評価できるが、他方で、投資回収

や持続可能性の点で不安が残り、構想倒れになる

危険性も排除できない。

この構想に関しては、当該内陸国各国の経済発

展に係るボトルネックの分析を通じて、この構想

の具体化がこれらの解消にどの程度貢献するのか、

あるいは、この構想が現実性を持つために関係各

国においていかなる開発を進める必要があるのか、

という視点、すなわち国別アプローチと地域アプ

ローチの双方からのアプローチによる分析が必要

であろう。そしてこれらの分析の結果、民間資本

の誘い水的な役割を含め、わが国ODAによる介入

の合理性が認められる場合は、積極的な取り組み

を検討すべきであろう。

・国境管理、通関能力の強化等

これらの課題については、将来における地域共

同体化への動きを踏まえ、SADC等ですでに議論

の俎上にのぼっているが、自ら域内加盟国間の国

境管理について豊富な経験を有するEUの存在が

無視できない。また、通関の迅速化とエイズ伝播

の防止という2つのテーマを掛け合わせたアイデ

ア22に基づき米国がわが国に連携協力を打診して

いる。わが国は、これらのドナーの動向を踏まえ

つつ、わが国の協力のあり方を検討していく必要

がある。

・広域電力網

これは、コンゴー民主共和国（DRC）から南アフ

リカへと域内を南北に貫流する壮大な水資源開発

（電源開発）プロジェクトであり、南アフリカ電力

公社エスコムが関心を示している。この電力網の

整備は、単に域内の電力需要の充足にとどまらず、

南部アフリカ地域、あるいは赤道以南アフリカ地

域の域内相互依存関係の深化を通じた地域の安定

化への貢献に繋がる可能性を秘めたものである。

従って、累次述べてきた地域の平和と安定化とい

う政策理念に合致するものと考えられるが、ODA

が単体として有効に作用する余地は僅少であると

推察され、域内及びわが国の民間経済活動やOOF

を包含した総合的なアプローチが必要である。

22 南部アフリカ地域においては、国境通関が一般に円滑に行われないために、通関待ちの運送業者が国境地帯に滞留し、
これがエイズ伝搬の一因になっているといわれており、米国のアイデアは、その原因としての国境通関の円滑化を促進
することによってエイズ伝搬に対しても抑制効果をもたらそうというものである。
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1－1－2 人や物の移動によってもたらされる弊害

を極小化するための貢献

・エイズ対策促進

UNDPなどによる域内セミナーの開催等、すで

に他国間あるいは二国間において多くの協力が実

施されてきており、これらを踏まえた参入が必要

であるが、特に、未だ十分に活用されていない南

アフリカの研究機関等の知的資産の活用を促進す

ることは、後述の南アフリカの「地域公共財化」の

観点から有効である。ちなみに、第13回世界エイ

ズ会議は2000年7月に南アフリカで開催され、日

本からはNGOも参加したが、南アフリカによるこ

れらのイニシアティブへの具体的な支援を検討し

ていくことが今後の協力案件形成における課題と

なろう。

ザンビアやタイでは、全国及び地域レベルでの

対策に取り組んだ結果、感染率が下がりつつあ

る23が、その過程でザンビア政府が培ってきた知

見を域内各国に生かしていくことをわが国が支援

するといったアプローチも検討に値するであろう。

また、わが国が1994年来推進してきた「人口・エ

イズに関する地球規模問題イニシアティヴ（GII）」

の延長において、南部アフリカ地域では1998年に

ジンバブエに対してプロジェクト形成調査を派遣

するなどして取り組みの可能性を検討してきたが、

これらの成果を踏まえつつ、域内への協力の展開

を図っていくことも検討の対象となろう。

・予防接種等の感染症対策、寄生虫駆除等の域内

展開の支援

これは、特に子供を対象として、国境地帯など

に焦点を当てつつ、WHOやUNICEFなどと連携し

た展開を目指しながら、感染症対策や寄生虫駆除

等への支援を行うものである。これらについては

必ずしも形式としての対地域協力に限らず、域内

各国に対する同分野における二国間協力の実施に

際して、相互に連携を保って協調した取り組みを

行うという対応もあり得る。

なお、これらの構想の具体化に際して特に留意

すべき点としては、次の3点である。

・WHOやUNICEFなどとのコミュニケーショ

ンを密にして、南部アフリカ地域での重要イ

シューの同定過程に参画し、常に「先を見越

した」対応を心がけること

・既往の協力拠点の活用（各拠点が、その役割

認識を限定的に解釈せず、地域に対して開か

れた情報拠点として自らを位置付け直すため

の意思と能力が備わっていることが前提とな

る。）

・情報伝播の迅速性と確実性を確保するため

の、新しい情報技術（IT）の導入（これについ

ては、域内各国の拠点をネットワーク化した

うえで予警報システムの確立と早期対応のた

めの体制の強化を目指すというコンセプトの

プログラムなどが有望であると考えられるの

で、わが国としても積極的に取り組み、有効

な提案については早急に具体化を検討するこ

とが望まれる。）

・家畜防疫、病虫害対策の支援

基本的には、上記の感染症対策などと同様のコ

ンセプトに基づくが、家畜防疫や病虫害対策なら

ではの問題もある。人間の場合と異なる問題とし

て、①家畜等の移動の制限、屠殺等に係る強制措

置の発動の問題、②強制措置の発動に伴う補償の

問題などが挙げられる。これらの問題の取り組み

に際しては、強制措置を発動するための執行力の

正当性を担保する仕組みや財政基盤の確保などの

課題に加え、国境を接している国の過剰負担を解

23 本研究会報告書第4巻別冊・ザンビア現状分析資料編第9章（保健医療）参照。更に、1999年8月、本研究会がUNDPの
南アフリカ駐在代表Mr.Whaleyにインタビューしたところによれば、「自分の当地におけるこれまでの取り組みのうち
最大の成果のひとつは、南アフリカの保健大臣にザンビアを訪ねてもらい、同国のエイズに対する取り組みを視察させ
たことである。帰国後、同大臣は南アフリカはエイズ対策の分野でザンビアから多くの学ぶべきことがあると述べてい
たことが大変印象的であった。つまり、域内大国である南アフリカも周辺国から学ぶべきことがあることを認識したの
である。」と述べている。ちなみに、南アフリカは1994年、世界で最も包括的であるエイズ対策を策定したが、資金不
足その他の理由でこの対策は殆ど実施されていない。（CNN World Report, 4 July 2000）
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Box 7. サブサハラ・アフリカのHIV/AIDS状況

エイズは現在、サブサハラ・アフリカの主要死因となっており、1999年までに約1,400万人のアフリカ人がエイズが原因で死
亡している。1999年末現在、世界のHIV感染者数は3,430万人、そのうちサブサハラ諸国の感染者は2,450万人にのぼり、1,210
万人のエイズ孤児がいると推定される。さらに1998年にはサブサハラ・アフリカで約53万人のHIV感染新生児（全世界同新生
児の90％）が誕生している。
サブサハラ諸国の1999年の新規感染者は400万人にのぼる。中でも南部アフリカはHIV/AIDSの広がりが最も早い地域であり、
生殖可能年齢層（15-49歳）（以下、成人）感染率上位8カ国は南部アフリカ諸国である。サブサハラ諸国では、成人人口の10％以
上がHIVに感染している国が16カ国もあり（下表参照）、ボツワナのHIV感染率は35.8％に達している。南アフリカでは、1997
年12.9％だった感染者の割合は1999年には19.9％と急増しており、3,960万人の国民のうちHIV感染者は420万人と世界最大の
感染者人口を抱える国となっている。南アフリカやジンバブエのように国民成人の約2割が感染している国では今から予防キャ
ンペーンに取り組んでも現在15歳の男女の半分（ボツワナでは約3分の2）はいずれエイズで死亡するという。ジンバブエのある
地域では、妊婦の半数がHIVに感染しており、ボツワナ、ナミビア、ザンビアでも妊婦感染率は20-40％と推定されている。ザ
ンビアとジンバブエの幼児死因のトップがエイズである。マラウイやザンビアの教師の30％以上が、南アフリカの鉱山労働者の
5分の1がHIVに感染していると報告されている。ザンビアでは、2000年中に子供の3分の1がエイズ孤児になると推測されて
おり、その多くがストリート・チルドレンになると言われている。
エイズ感染・死亡の影響は、まだ1割のみしか現れていないと言われる。HIV成人感染率10％以上のアフリカ9カ国では、出
生時平均余命が2010-15年までに約17年下がり、さらに1990年時点で、エイズは感染症による死亡の8.6％に過ぎないが、2020
年には37.1％にのぼると推測されている。乳幼児死亡率の上昇、若年層（特に女児）の感染増加、生産性の高い年齢層の感染、エ
イズ孤児の増加、国内生産および地域経済への影響が今後懸念される。
エイズの影響の大きい国は、往々にして保健医療費用の負担の増加ができない国でもある。象牙海岸、ザンビア、ジンバブエ
では、HIV感染患者は都市病院病床の80％を占めているものの、その他の緊急性が高いものやPHC支出に押されて、費用のか
かるAIDS治療はあまりなされていない。また、ナミビア、ケニア、タンザニアではエイズの影響によりGNPが8-25％減少する
とも見られている。
一方、VCT（自発的カウンセリングとHIVテスト）、コンドームのソーシャル・マーケティング、健康教育、性感染症の早期診
断・治療、抗ウィルス剤の短期投与による母子感染予防、血液スクリーニングの徹底1による輸血感染予防等によって危険行動
（の変化）やその他のHIV感染リスクが減少したという研究事例が報告されている。効果的な介入によりHIV感染の広がりを押
さえ、影響を最小にすることは可能であり、セネガルでは、タイミング良く各関係者一丸となって予防キャンペーンを行った結
果、HIV感染率は1.77％と低い。タイやウガンダでは、全国および地域レベルでの予防努力を行い、HIV罹患および性感染症が
大きく減少した。
UNAIDSやドナーでは、サブサハラ・アフリカのHIV予防だけで最低6億万ドル（年間2ドル/成人）が必要であるとの認識に
至っている。世界銀行は、エイズに取り組む際に困難な点として、エイズに対する政治的コミットメントの低さ、他の課題に押
されて後回しにされがちな点、対応のためのリソース、キャパシティ不足、文化・宗教の壁等をあげている。途上国政府に市民
社会、民間部門を含めて行動を起こすよう呼びかけ、世銀側でもHIV/AIDSを世銀のサブサハラ・アフリカの開発アジェンダの
中心に起き、行動のための能力を育成し、エイズ対応のためのリソースの拡大、マルチセクトラル・アプローチの採用、国際的
取り組みへの呼びかけ、知識・予防策の蓄積を行う予定である。USAIDでは、2000年度に、エイズ予防、ケア、エイズ孤児支援、
途上国政府のエイズ政策実施能力構築支援など1億ドル相当の支援を行う予定である。

国　名
HIV/AIDS感染者（1999年末現在）

エイズ エイズによ

全感染者数 15-49歳 15-49歳 15-49歳女 0-14歳 孤児総数 る死亡者数
感染者数 感染率 性感染者数 感染者数 （99年）

アンゴラ 160,000 150,000 2.78 82,000 7,900 98,000 15,000
ボツワナ 290,000 280,000 35.80 150,000 10,000 66,000 24,000
コンゴー民主共和国 1,100,000 1,100,000 5.07 600,000 53,000 680,000 95,000
レソト 240,000 240,000 23.57 130,000 8,200 35,000 16,000
マダガスカル 11,000 10,000 0.15 5,800.0 450 2,600 870
マラウイ 800,000 760,000 15.96 420,000 40,000 39,000 70,000
モザンビーク 1,200,000 1,100,000 13.22 630,000 52,000 310,000 98,000
ナミビア 160,000 150,000 19.54 85,000 6,600 67,000 18,000
南アフリカ 4,200,000 4,100,000 19.94 2,300,000 95,000 420,000 250,000
スワジランド 130,000 120,000 25.25 67,000 3,800 12,000 7,100
タンザニア 1,300,000 1,200,000 8.09 670,000 59,000 1,100,000 140,000
ザンビア 870,000 830,000 19.95 450,000 40,000 650,000 99,000
ジンバブエ 1,500,000 1,400,000 25.06 800,000 56,000 900,000 160,000
南部アフリカ計／平均 920,077 880,000 16.49 491,523 33,227 4,379,600 992,970
サハラ以南アフリカ計／平均 24,500,000 23,400,000 8.57 12,900,000 1,000,000 12,100,000 2,200,000
全世界計／平均 34,300,000 33,000,000 1.07 15,700,000 1,300,000 13,200,000 2,800,000

参考文献：UNAIDS （2000）.  The World Bank, Africa Region（1999）. The White House （1999）.

1 ちなみに、ケニアでは1999年度より血液スクリーニングに関する第三国研修を実施している。
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消し、域内諸国のフリーライダー化を防止する24

といった対応の必要からも、地域的な取り組みが

重要となる。

また、家畜防疫に関しては、南アフリカにおい

て蓄積されてきた知見の活用に加え、これまでわ

が国の技術協力の拠点の一つであったザンビア大

学獣医学部が、例えばタンザニアのソコイネ大学

獣医学部やその他の研究教育機関などとの連携を

進める過程で、域内協力支援の糸口を模索してい

くといったアプローチも検討に値するであろう。

・組織犯罪対策、麻薬・小火器等の流通防止対策

などの支援

これらの問題は、地域の平和と安定化に直接関

係するものであり、すでにSADC等において域内

の重点課題として議論の俎上にのぼっている。わ

が国はこれらの領域で必ずしも豊かな経験を有す

るものではないが、例えば、麻薬に関しては、ODA

の枠組みにおいて代替作物奨励などに立ち入って

問題の根本的な解決を試みているもの（ミャン

マーのそば栽培）や、小火器に関しては、わが国の

NGOがモザンビークなどで武器を回収する運動に

参画した経験があることなどを踏まえ、広い視野

から協力の可能性を探っていくことが望まれる。

また、南アフリカとモザンビークの警察が共同

で実施した「レイチェル作戦（Operation Rachel）25」

は、小火器の密輸やモザンビークにおける治安の

改善に成果を挙げているが、このような既に一定

の成果を上げている域内の取り組みに対して側面か

ら支援するといったアプローチも現実的であろう。

なお、これら以外に、今般の研究会では十分な

情報が得られなかったが、国際河川の保全、国境

地帯における森林・生物資源の保全など広域環境

に関する問題についても検討の余地があり得る。

1－2 域内協力機構の能力強化への支援

■地域の地殻変動に伴い、地域協力機構の流動化

が進行している。

■これを踏まえたわが国の取り組みへの提言は、

次のとおり。

・対地域協力政策に裏打ちされた地域機構支援

・SADC以外の地域協力機構を視野に入れた対

応

・対地域協力プログラム形成の触媒機能の強化

・アジアの地域機構との連携の強化

南部アフリカ地域における代表的な地域機構とし

ては、南部アフリカ開発共同体（SADC）、東南部ア

フリカ共同市場（COMESA）、南部アフリカ関税同盟

（SACU）、共通通貨圏（CMA）などがあるが、近年、

民主南アフリカの誕生などに起因する同地域の地殻

変動に伴って、域内協力機構のメンバーシップや位

置付けなどについての流動化が進み、さらには、域

外の諸機構との関係も複雑化の様相を呈している26。

また、アフリカ全域の経済統合を将来課題として念

頭に置いたサブ・リージョン間の交流も僅かずつな

がら進捗してきている27。これらを踏まえ敢えて総

括すると、「アフリカ地域内の地域協力機構は、そう

遠くない将来迎えるかもしれない抜本的再編の時代

に備え、流動化を開始した」と言えるかもしれない。

このような認識を踏まえ、わが国の取り組みに基

本的な論点としては、以下の4点が想定される。

24 例えば、万一ボツワナの畜産業において問題が発生した場合、家畜の処分に伴う当該国の負担と国境を接している南ア
フリカ等における防疫措置に係る負担が想定されるが、これらの措置は、域内に裨益するものであり、域内諸国におい
て費用負担の合理化が求められる。

25 本研究会報告書第2巻別冊・現状分析資料編第2章（政治・行政）参照
26 本項においては、本報告書の第2部に加え、JICA客員研究員による2つの論文、すなわち、坂本喜久雄（1999）, 田渕俊
次（2000）から多くの示唆及び事実関係に関する情報を得た。

27 アフリカ地域共同体（African Economic Community: AEC）構想やその先にあるやアフリカ合衆国（United States of Africa）
構想については、1991年のAEC共同体設立条約のOAU加盟48カ国による署名されて以来、OAU、ECA及びアフリカ
開発銀行の3機関の合同事務局の設置、SADCなどの地域機構を交えた定期協議の開催などを経て、2034年を最終目標
年次とする統合計画の具体化に向けての検討が進められている。また、サブ・リージョン間の交流（例えば、SADCと
西アフリカ諸国開発共同体（Economic Community of Western African States: ECOWAS）（SADC Today vol.3,No.4,2000年 2
月）なども継続されてきている。これらの動きのみから、AEC構想が具体化に向けて加速したと理解するのは早計であ
るが、アフリカ・サブ・リージョンの流動化を示すひとつの現象として興味深い。
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1－2－1 対地域協力政策に裏打ちされた地域機構

支援

今後、SADCへの支援等を継続する場合において、

それが、TICAD IIIや新しく策定されるであろう対南

部アフリカ地域協力政策において、どのような意義

が与えられているのかが明確にされていることが望

まれる。

例えば、南アフリカにおける種々の「資源」を活用

して、特に社会セクターでの域内の福祉の向上と相

互依存関係の深化を図るべく、その戦略目的に適し

た機構のひとつとしてSADCを位置付け、南アフリ

カをはじめとする域内国が持つ既存の機能・施設を

「地域公共財」として活用していく際の手段として

SADCが有効に機能するように支援していくといっ

たようなアプローチもある。SADCがこのように機

能するならば、同機関への協力の強化を通じてわが

国の限られた援助資源を更に有効に活用することに

繋がる28。また、その際、新しい情報技術（IT）の活

用もあり得る。

1－2－2 SADC以外の地域協力機構を視野に入れ

た対応

これまで、南部アフリカ地域における地域機構に

対するわが国のODAによる支援は、主にSADCに対

するものに限られてきた29。今後は、域内外の情勢

の流動化に伴って、SADC以外の他の域内外の協力

機構にも目配りしつつ、特に、複数の機構の間にお

いて形成されつつあるネットワークの構築を支援す

ることを含め、より一層柔軟性と機動性を持った対

応の検討が望まれる。

具体的には、例えば、次のようなアイデアが想定

される。

・SADC以外の域内機関への人材の派遣（特に、短

期かつ反復型。これらの諸機関を短期で巡回す

るような方式を含む。）

・SADC、COMESA、ECOWAS等の機関、及びこ

れらとOAU等の大陸レベルの諸機関とのネッ

トワーク化支援（合同セミナー開催支援その他

ネットワークのための諸インフラの整備等、こ

れらの連携調整を促進する触媒としての人材派

遣等）

1－2－3 対地域協力プログラム形成の触媒機能の

強化

例えば、SADCの場合、具体的な事業の計画調整

は、加盟国所管省内に設置される部門別調整機関

（Sectoral Coordinating Unit: SCU）において実施される

が、わが国が、対南部アフリカ地域協力においてダ

イナミックな展開を政策的に志向する場合、そして

将来的にわが国による協力プログラムの具体化に向

けて可能な限り上流の構想段階から有効な関与を行

う必要がある場合は、当該セクターのSCUに対して

人員を派遣することは、援助政策の策定や優良案件

の形成に結びつきうる情報の収集などの上で有効な

手段となる。さらに、重要セクターと位置付けられ

ている運輸通信及び農業に関しては、それぞれ、運

輸通信セクター、マプト回廊開発計画、南部アフリ

カ運輸通信委員会（Southern African Transport and

Communications Commission: SATCC）及び南部アフリ

カ農業天然資源研究研修協力センター（Southern Af-

rican Centre for Co-operation in Agricultural and Natural

Resources Research and Training: SACCAR30）などへの

派遣可能性も検討の余地がある。ただし、これらは

あくまでも、わが国として当該セクターにおける対

地域協力に対する強いコミットメントの用意がある

ことが前提となる。

1－2－4 アジア・アフリカ間の連携協力の促進

アジアとアフリカの地域間関係の強化のために、

すでに、TICADプロセスにおいて、アジア・アフリ

カ・フォーラムという枠組みが設けられているため、

ここでは、その枠組みの内実を強化するための各論

28 ちなみに、EU、アメリカ、ノルディック諸国などは、それぞれ、地域指向プログラム（Regional Indicative Programme:
RIP）、US/SADCフォーラムや南部アフリカ地域センター（USAID Regional Center for Southern Africa: USAID RCSA）、
Nordic/SADCイニシアティブなどの枠組み及び体制を構築し、SADC支援を推進している。（田渕俊次（2000）pp.35-37.）

29 民主南アフリカ誕生前の状況におけるSADC支援は、旧フロントライン諸国への支援として位置付けられていた。
30 SACCARに関しては、1996年のSADC閣僚会議での決定に基づき、縮小整理され、ボツワナ所管の農業研究部門の調
整機関に整理されている模様. （坂本（1999） p.15.）
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として、若干の参考例を略述するに留める。

・東京行動計画の推進と拡充

生産性向上、投資貿易促進、研究開発機関間の

ネットワーク構築などについて、アフリカにおけ

る拠点の強化を支援するなど、TICAD IIの東京行

動計画の構想の推進を図るとともに、その延長線

上において、新しい地域間連関強化のための方策

の多様化を図る。

・アジア・アフリカ高度通信情報ネットワーク

UNDPによるインターネット・イニシアティブ

（Internet Initiative for Africa）への支援などを通じ

て、域内最貧国の開発支援の観点からコンセプト

作りに参入し、特に経済社会発展への寄与度の高

い部分に対して支援するもの。平和教育の推進、

紛争予防と早期警報、防疫などの観点からのITの

活用も含み得る。

・地域協力機構間の連携支援

すでに一部試みられていることであるが、

「ASEAN-SADC連絡協議会」、「APEC-SADC連絡

協議会」等の設置支援や活動支援等を行う。

1－3 地域の平和と安定化への支援

■域内でODA事業を進めるに際しては、プログラ

ム形成の前段階から事業の平和への影響を評価

しこれに配慮したうえで進めるべきである（「平

和への配慮／平和アセスメント」）。

■平和構築への直接貢献は、TICAD II東京行動計

画における「開発の基盤」構想の推進を最優先し

たうえで、この構想を、例えば、「地域の平和の

ための特別プログラム」といったコンセプトの下

に拡充していくことが望まれる。

■域内各国への援助のあり方は、当該地域の情勢

を鳥瞰したうえで、その中でも各国の位置付け、

各国の平和構築への姿勢や紛争との関わりに応

じて検討されるべきである。（「平和リンケー

ジ」）

1－2で述べたとおり、地域の平和と安定化は、南

部アフリカ地域において最も重要な課題のひとつで

あり、地域協力が目指す地域の発展と福祉の向上の

ための大前提であると同時に、それ自体がODAによ

る協力の目的、あるいは協力実施に際して配慮すべ

きものである。

ここでは、ODAの枠組みにおいて想定される平和

構築への取り組みについて、以下の3点について述

べる。

Box 8. アジア・アフリカ投資・技術移転促進センター（別称：ヒッパロス・センター）

1998年 10月に開催された「第2回アフリカ開発会議」（TICAD II）において、小渕総理（当時）は、民間部門の役割
を重視し、アフリカの民間部門の発展を、特にアジアとの貿易・投資促進を通じて実現することを支援するため、「ア
フリカ投資情報センター」（仮称）を設置するという構想を発表した。これを実現するために、我が国は国連工業開発
機関（UNIDO）への拠出金により、インターネットを通じた開発途上国間の投資情報交換に実績のあるサイベックス
リンク社（在マレイシア）の協力を得て、1999年8月に「アジア・アフリカ投資・技術移転促進センター（Asia-Africa
Investment & Technology Promotion Centre：別称ヒッパロス・センター）」をマレイシアのクアラルンプールに開設し
た。
このセンターの活動内容は、以下の通りである。
①外国投資を求めるアフリカ諸国の経済状況、投資環境（法制度、労働力等）、投資機会等に関する情報をインター
ネットを通じ紹介（URL：http://www.unido-aaitpc.com）
②アフリカ諸国の投資誘致能力の向上のための技術協力の実施
③対アフリカ投資を考えるアジア企業へのアドバイス提供やアジア民間投資家によるアフリカ産業の視察の実施
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1－3－1 「平和への配慮／平和アセスメント」

南部アフリカ地域に関しては、域内及び周辺にお

いて、武力紛争が頻発しかつ恒常化していることに

加え、武力紛争が顕在化していないところでも、潜

在的脅威に対する抵抗力が不十分である国・地域が

ほとんどであることから、ODAの開始に先立って、

それが、少なくとも地域の平和にとって不安定要因

を助長したり、脅威とならないように配慮する必要

性は特に高いものであると言える。

「平和への配慮」や「平和アセスメント（Peace Im-

pact Assessment）31」という概念は国際社会において未

だ確立されたものではなく、就中わが国のODAにお

いても定着しているものではない32が、端的に言え

ば、「環境アセスメント」と同様の作業に基づく配慮

を、平和についても行うという趣旨である。南部ア

フリカ地域については、上述の理由から、この「平和

への配慮」や「平和アセスメント」についての検討を

進め、これらの概念を具体的な実務の過程に反映さ

せていくことが望まれる。

さらに言えば、単に、各案件ごとに個別に平和ア

セスメントを行うのではなく、地域に対する協力プ

ログラム等の形成過程において、地域社会の安定化

や平和促進への貢献度が高いと考えられるもの、あ

るいは、平和への悪影響の少ないと推定されるもの

を予め構想した上で、それらを優先的に具体化して

いくといった、いわば「戦略的平和アセスメント

（Strategic Peace Assessment）33」にまで取り組むことが

できれば望ましいであろう。

このような視点を取り入れることで必然的に域内

交流の活性化を指向する対地域協力の大きな可能性

が拓けてくる。例えば、特に教育施設の共有等によ

る域内の人的交流の促進、基幹エネルギーの域内共

同開発と相互依存関係の深化などに対して積極的に

関与していくことは、結果として域内の平和と安定

化に貢献しうるものである。

1－3－2 「平和構築への直接貢献」

TICAD II東京行動計画の中で、UNDPのアフリカ

ン・ガバナンス・フォーラムやOAU紛争予防管理解

決メカニズム、UNHCRへの支援等の構想が掲げら

れているが、まず第一には、これらの構想の相互間

の連携を密に図りつつ、着実に履行していくことが

重要であろう。そして、これらの諸過程においては、

単に、多国間協力機関への資金の拠出を通じた協力

に留まらず、極力、二国間技術協力と連携させるこ

とを通じて、わが国の援助機関や人材が、その方法

論やアプローチについて「学んでいく」ことが、今後

の協力の更なる質的向上に繋がるであろう。

なお、上記東京行動計画にある「開発の基盤整備」

という概念は、あくまでも「開発」に資する基盤を整

えるための諸活動として、あるいは、下位の目的と

して、ガバナンスや紛争予防等を位置付けている。

これに対して、「平和」という価値の実現を「開発」と

等価のものとして前面に出し、今後新たに加えられ

得る構想で平和貢献に関わるものを含めて、ひとつ

のプログラムとして統合したうえで、例えば、「地域

の平和のための特別プログラム（Special Programme

for Regional Peace、あるいは、Special Programme for

Peace in Southern Africa）」などの概念をわが国が率先

して打ち出し、上述の取り組みを拡充していくこと

も考えられるであろう。

一般に、平和構築を直接の目的としたものは、①

「紛争予防、再発の防止への貢献」、②「緊急人道援

助」、③「復興開発支援」、の3つに大別し得るが、そ

れぞれの紛争の要因や状況は異なっていることに鑑

みると、これらの援助の枠組みにこだわることは、

各枠組み間において捕捉できない隙間34を生じ、か

えって望ましくない結果を招くおそれがあるため、

31 平和アセスメントに際して、考慮の対象となる一般的なメルクマールの例は次のとおり。地域間格差への影響、民族・
社会階層・社会集団間の格差への影響、相互依存・交流関係の深化への寄与、その他緊張緩和への寄与、紛争地域・ポ
スト紛争地域、（ポスト）紛争緩衝地帯等の区別、武装解除、復興開発等への寄与、等。また、アセスメントの際には、
対象となる事業の性格、規模に応じつつ対応を柔軟に行う必要があるが、基本的には、いかなる事業であってもすべて
何らかのアセスメントの対象とすべきであろう。

32 このような平和アセスメントの必要性については、前掲の「平和構築」の報告書においても言及される予定である。
33 ここでは、「ODA事業の実施に先立って、当該事業が、対象となる地域社会の安定化や平和の促進に与える正負の影響
を予め評価すること」を指して用いている。

34 特に、緊急人道援助と復興開発援助の間の円滑な連携の必要性については、「コンティニュアム（continuum）の確保」と
いうテーマでDAC等の場で議論が重ねられてきた。この点については、前掲の「平和構築」研究会報告書を参照された
い。
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個別の状況に応じて、機動的かつ総合的に対応して

いくことが望まれる。

上述の東京行動計画における構想に加え、この領

域において考えられる協力内容としては次のとおり。

・南アフリカの真実和解委員会（TRC）その他によ

る和解プロセスの知見の集積と活用

・南アフリカにおける寛容教育（tolerance education）

等の教育カリキュラムの活用・普及

・平和構築のための研究支援（既存の研究機関助

成、ネットワーク化支援、中核研究施設の新設）

・南アフリカを中心とする通信教育・知識普及

ネットワーク等を活用した平和教育の推進

・組織犯罪防止、小火器流通取り締まりなどに関

する警察・司法制度の整備・強化

・市民団体等による平和推進活動の助成、基金創

設支援等の強化

・メディアの活用（和解、信頼醸成のための番組

作成等支援）

・上記に関する域内連携支援（特にサブ・リー

ジョン・レベルの地域協力機関の連携支援35）、

アジアとの地域間連携の支援

1－3－3 「平和リンケージ／平和構築政策対話」

域内の各国による平和構築への努力、あるいは、

紛争との関わり方などに応じて、当該国への援助の

多寡や方法を適宜見直していくことを、仮に、「平和

リンケージ36」と呼ぶこととする。平和リンケージの

発動を検討するに際しては、単に、当該国を個別に

見ていくことでは不十分であり、南部アフリカ全体

を鳥瞰しながら、その中での当該国の状況を評価し

ていく作業が必要である。

この「平和リンケージ」の概念をODAに取り入れ

るならば、例えば、域内において平和構築への努力

を重ねている国に対しては、その傾向を助長すべく

ODAに関しても積極的な支援を行うことになる（ポ

ジティブ・リンケージの適用）。アパルトヘイトを廃

止し、民族融和と民主化に努めている新生南アフリ

カ、あるいは和平を達成して戦後復興に努めている

モザンビークに対する支援パッケージはこのケース

に該当するであろう。また、ザンビアその他の紛争

周辺国で、当該紛争の拡大防止に貢献している国

（あるいは貢献しうる国）に対しては、これを「地域

の安定化要因」として積極的に支援することも考え

られるが、当該紛争周辺国が紛争に直接間接に関与

している場合は、支援強化が逆効果を招くことも十

分にあり得るので注意を要する。

他方、平和構築に向けての努力が見られない国、

あるいは、紛争の危険性を助長するような行動が見

られる国に対しては、援助を抑制するという対応

（ネガティブ・リンケージの適用）が理論的には想定

され得るが、その効果については議論がある。むし

ろ、紛争国あるいは紛争に何らかのかたちで関与し

ていると推察される国に対しては、プロモーショナ

ル・リンケージ37、すなわち「平和構築政策対話」な

どを域内協力機構等とともに行い、紛争解決や紛争

の惨禍を極小化すべく、上述の直接支援の可能性を

踏まえつつ、ODAの枠組みにおける対応も念頭に置

いた対話を重ね、望ましい方向を支援、助長してい

くことが重要である。

無論、当該地域における経験、人脈等に乏しいわ

が国が、これらの局面においてイニシアティブを発

揮することは少なくとも現時点では困難であり、ま

た、域内のオーナーシップ尊重の趣旨からも慎重を

要する。当面の、現実的な取り組みとしては、SADC

やOAUの「紛争防止中央機構（Central Mechanism for

Conflict Prevention）」などの活動を側面から支援する

ことに重点が置かれるべきであろう。

35 2000年3月、東京にて、外務省と（財）世界平和研究所が「アフリカの紛争の予防と平和イニシアティブにおける準地域
機関とNGOの役割」という国際シンポジウムを開催した。これは大変に質の高い有意義なものであったが、今後は、こ
のようなテーマに関し、ODAを含む「開発援助」の視点からの議論がより積極的になされていくことが望まれる。

36 近年では、インセンティブ（民主化、平和構築などの努力を慫慂すること）とディスインセンティブ（人権抑圧、軍事化
などの悪い傾向を改めさせるようにすること）が用いられることも多い。

37 国際協力事業団（1995）プロモーショナル・リンケージという考え方は、同報告書が、「良い統治」のための支援の中で初
めて概念化し、かつ提唱したものであるが、これは、いわゆる非民主的途上国に対するわが国の支援のあり方を特徴づ
けるものとしても興味深い。
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Box 9. DAC新開発戦略

1996年5月にOECDの開発援助委員会（DAC）上級会合で採択された『21世紀に向けて：開発協力を通じた貢献』（通
称「DAC新開発戦略」）は、「すべての人々の生活の質の向上」を最も重要な開発の課題とし、貧困軽減や社会開発・環
境の持続可能性の改善と再生（「社会開発と環境改善」）、中長期的な視点からの途上国のグローバリゼーションへの参
画を通じた「経済成長」、そしてそれを支える適切な「政府の役割」を３つの柱として重視する開発のビジョンを示す
ものである。そして、このビジョンを明確にするために、「経済的福祉」「社会開発」「環境の持続可能性と再生」の各
項目で達成されるべき目標を設定している。

DAC新開発戦略による国際開発目標
・2015年までに極端な貧困人口割合を1990年の半分に削減する。
・2015年までに全ての国で初等教育を100％普及する。
・2005年までに初等・中等学校の男女格差を解消する。
・2015年までに乳幼児死亡率を1990年の1/3に削減する。
・2015年までに妊産婦死亡率を1990年の1/4に削減する。
・2015年までに性と生殖に関する基礎保健サービスを普及する。
・2005年までに全ての国で持続可能な国家戦略を策定し、2015年までに環境資源の減少傾向を逆転させる。

また、これを実現するための方策として、途上国の自助努力（オーナーシップ）とそれを支援する先進国との協調
（パートナーシップ）、開発に対してあらゆるレベルの政府、民間および非政府機関（NGO）を動員する包括的アプロー
チや各途上国の事情に個別に対応する個別アプローチ、成果重視のアプローチなど、包括的な開発と援助の考え方を
示すものである。
国際協力事業団では、1996年11月に「DAC新開発戦略援助研究会」を設置し、DAC新開発戦略の実現に向けて、わ
が国の本課題に対する取り組み、効果的かつ的確に実施していくための方針を検討し、提言として取りまとめた。
DAC新開発戦略実施に向けた基本的な考え方は以下の通りである。
①途上国を新開発戦略実施の中心に置き、途上国のオーナーシップを重視
②グローバリゼーションの中で「国際的な援助協調」の重視
③途上国の成長と分配面の「バランスある発展」を支援
④途上国における「ガバナンス」の確立と強化を重視
⑤途上国の個々の状況に合う「国別アプローチ」を重視
⑥DAC新開発戦略の「実施意思の表明国」を優先
⑦DAC新開発戦略の実施に向けた わが国の「援助実施体制」の整備（特に国別アプローチの強化とセクター横断的
なパッケージ援助により貧困軽減を目指すマルチセクター・アプローチを可能とする援助体制の整備）

2. 域内の「資産」を生かした地域共通の課題（特に貧

困削減に向けた諸課題）への取り組み

1－1で述べた通り、各国がそれぞれ抱えている開

発課題の中にも、各国が有する限られた人的・物的

資源を用いて個別に対応するよりも、域内の特定国

が有する種々の優れた資源をいわば「地域公共財」と

して活用したり、あるいは、各国の諸資源をネット

ワーク化してそれぞれの長所を生かしながら機動的

に活用することを通じて、より効果的・効率的に対

処することが可能となる場合があり、その際には、

地域協力が有効である。

南部アフリカ地域において、ODAによる対地域協

力支援の枠組みの中で最も高い優先度をもって取り

組むべき地域共通の課題について、本研究会におい

て完全な意見の一致をみることはできなかったが、

南部アフリカ地域において、最も重要な課題である

貧困削減を巡る諸課題、特に、より貧しい人々に対

する支援に焦点を当て38、上述の各国個別の実状に

対応する二国間援助を補完するものとして、次の2

点について述べる。

38 ちなみに、1999年のIMF・世銀合同開発委員会での決定を受けて、現在,重債務貧困国を含むIDA融資適格国等におい
て、貧困削減戦略ペーパー（Poverty Reduction Strategy Paper: PRSP）の作成が進められつつある。PRSPは直接的には、IDA
融資等の判断材料となるものであるが、1996年にわが国のイニシアティブによりDAC上級会合で採択された「新開発戦
略」における貧困削減目標達成に向けての動きとも相俟って、現在、貧困削減、特に、絶対的貧困層を含むより貧しい
人々に対する支援に対する重点的な取り組みを慫慂するモメンタムとなっている。（第3部援助動向参照）
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2－1 社会セクター（保健医療、教育等）の諸課題へ

の対応

■社会セクターの開発は、貧困削減の観点から域

内諸国への二国間協力においてほぼ例外なく重

点分野とされている。

■地域協力支援に際しては、二国間協力によって

培われた拠点を活用し、拠点間のネットワーク

化を推進するというアプローチが有効となりう

る。

保健・医療及び教育等の社会セクター、貧困削減

の観点から、LLDCである域内各国のみならず、南

アフリカを含めほぼ例外なく、重点課題とされてい

る。このような領域における取り組みは、基本的に

は各国の個別の事情に応じてきめ細かい対応が必要

とされるが、一方で、他の域内国の取り組みが有益

な知見や教訓を提供する可能性も少なくないものと

39 第2巻別冊＜南アフリカ・現状分析資料編＞第5章BOX「保健医療セクターにおける「地域公共財」としての南アフリカ
の役割に関して」参照。

Box 10. アフリカン・バーチャル・ユニバーシティ（African Virtual University: AVU）

アフリカでは、現在、教育予算（特に高等教育）の減少、質の高い講師の不足、地元のニーズに沿わない遅れたア
カデミック・プログラムなどの問題に直面している。
世界銀行は、1997年にAfrican Virtual Universityをエチオピアの首都、アジスアベバを拠点として立ち上げた。Af-
rican Virtual Universityとは、衛星を利用した遠隔教育プロジェクトであり、インターネット機能を利用したウェブサ
イトネットワークである。つまり、Eメイルなどで送られてきたテキスト・資料とともに、生の、あるいは録画され
た授業をTVスクリーンなどで受けることができるのである。
98年の4月から英語圏アフリカの12大学（エチオピア、ガーナ、ケニア、タンザニア、ウガンダ、ジンバブエ）が
AVUを通して欧米の大学とネット上でつながった。98年の6月末までには、フランス語圏アフリカ（ベニン、ブルキ
ナ・ファソ、コート・ディボワール、モーリタニア、ニジェール、ルワンダ、セネガル、トーゴ）を含めた25の大学
がAVUプログラムに参加している。欧米側では、マサチューセッツ大学、ニュージャージー工科大学、アイルラン
ドのゴルウェイ大学が参加している。
パイロット・フェーズでは、アフリカの大学にある理数学部、工学部のコースの一部を対象にビデオ講義、イン
ターネット、Eメイルを活用した授業が行われた。99年1月からの第2フェーズでは、学士取得のためのカリキュラ
ムが提供された。第3フェーズでは、アフリカ大学側がプログラムを作成していくことが予定されている。世銀の
ホームページ1によれば、これまでに約12,000人の生徒が1学期のコースを修了している。また、電子図書館では、
1000の雑誌を見ることができる。AVUは、世銀のプロジェクトから、ナイロビを拠点とした独立したNPOに移行し
つつある。今後は、コンピュータ関連の学士コース、IT、外国語の短期コース、MBAコースを設ける予定である。
しかしながら、Okuni（2000）2は、時間と物理的距離を克服し、アフリカでの理数系を勉強する人口を増やすであ
ろうAVUを評価しながらも、AVUへのアクセスは、国の通信システム状態によること、利用者の料金が高くなるこ
と、コンピュータへのアクセスがあり、使える能力があることが基本であること等を指摘している。アフリカでは、
IT普及は質・量ともに他国に大きく遅れており、教育やインターネットへのアクセスのコストが高い限り、工業国と
アフリカの差は縮まりにくいと見られる。

1 http://www.avu.org/
2 Okuni, A.（2000）.

推定される。また、高等教育の拡充には、莫大なコ

ストが必要であるのに対して、各国の狭隘な教育市

場において、貴重な公的資源を割いて、各国個別に

施設等を整備することは、規模の経済を享受し得ず

合理的でない場合が少なくない。

地域協力においては、これらの領域への二国間援

助の動向を踏まえ、これらとの補完性を重視しなが

ら、そして、既往の援助によって整備された拠点を

活用することが有効となりうる。社会セクターにお

いて、地域協力が効果を発揮しやすいと想定される

ものは以下のとおりである。

・子供の健康のための総合プログラム

前項で述べた、エイズ対策、感染症対策などに

ついて、エイズ孤児、戦災孤児などの課題も包含

しつつ特に子供に焦点を当てて域内展開を図り、

南アフリカが有する機関と域内各国の拠点との

ネットワーク化を推進する図るものである39。こ
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の学習センターの整備など）、域内LLDC諸国から

の就学生への補助、日本の技術協力によって整備

された域内外の高等教育施設（ザンビア大学、

ジョモケニアッタ農工大学など）との教員交流、

単位・学位相互認定等の連携促進を図る構想であ

る。

例えば、南アフリカで試みられている「成人基

礎教育プログラム（Adu l t  B a s i c  E du c a t i o n

Programme: ABET）」42やその他の基礎教育に関す

る教員養成カリキュラムやその速成コースの整備

（無資格教員の再訓練を含む。）などを通じて質の

高い教員の養成や再訓練を図ることは、域内で高

いニーズがあるものと推定される43。

2－2 農村の自立的発展、基幹食糧増産、産業開発

等への支援

■農村の自立的発展及び基幹食糧増産は、すべて

の域内国において農村の貧困削減を推進するた

めの重要課題とされており、これらについては、

二国間の援助の枠組みのみならず域内外の知見

を結集し、かつこれらの活用を促進するような

地域協力支援が有効である。

■産業開発、地域振興等への支援を、地域協力の枠

組みにおいて行うに際しては、二国間援助との

補完性に加え、特に民間経済活動との補完性が

前提となる。

農村の自立的発展及びメイズ等の基幹食糧増産、

就中、これらの鍵となる小農に対する支援は、すべ

ての域内国において農村の貧困削減を推進するため

の重要課題とされている。これらについては、これ

40 この場合の「核」とは必ずしも新たな施設の建設等を意味するのではなく、既存の技術協力の拠点を活用したり、あるい
は、SADC内の関連部会においてそのような機能を担わせるべく能力強化のための支援を行うといったアプローチがよ
り現実的かつ効率的であろう。

41 UNISAは、すでに域内各国のみならず世界全域に対して広く通信教育サービスの提供を行っており、特に、SADC域内
の学生に対しては、南アフリカ政府が学費補助を行っているなど、すでに「地域公共財化」は既成事実化している。なお、
UNISAが、当該構想の拠点としてわが国協力対象となりうるか否かは、別途現地における検証を必要とする。

42 成人に対する初等教育における取り組みのひとつ。成人の社会参加能力の向上という観点から、教育と職業訓練の双方
の視点を統合し、就学者のインセンティブを保持させようとしている点に特徴がある。

43 例えば、モザンビークでは、教員の養成と質の向上が急務であり、わが国の無償資金協力によって師範学校の建設など
の協力を行っているが、域内の膨大なニーズに対して、効率的に応えるには、国別アプローチに加えて地域的なアプ
ローチを併せて活用することが有効であろう。例えば、初・中等教育施設や核となる教員養成施設などは国別アプロー
チによって対応しつつも、短中期的に相当程度の教員の養成を図るべく、域内周辺国の施設を活用した通信教育を拡充
するなどといった地域的なアプローチによって補完していくことも検討に値するであろう。

れらの領域においては、すでに各援助機関が多様

な試みを展開しているので、それらとの競合・重

複を避け、UNICEFなど当該分野の専門機関との

積極的な連携のもとに、総合的なアジェンダ・

セッテイング（課題や取り組みのためのアプロー

チの同定）やネットワーク化に必要な情報交換の

ための設備やシステムの整備などに重点を置く。

また、既往の基金の拡充や新設なども検討する。

・基礎的社会サービス拡充、貧困対策のための

「知識銀行」設立支援

公衆衛生、栄養改善や、初等教育等の基礎的な

社会サービスに関し、さまざまな援助機関によっ

て実施されている協力事業に関する知見や教訓を、

域内の高等教育機関や研究機関、あるいはNGOな

どを活用しつつ集積し、域内に還元していくとい

う構想である。しかしながら、膨大な情報を体系

化することは容易ではなく、また、各国の取り組

みからどの程度有益な知見が得られるかも不明で

あることから、費用対効果の予測も困難である。

従って、特に初期段階においては、あまりコスト

をかけないようにして、「域内知識銀行」的な情報

集積のための核40を結成し、例えば、乳幼児の栄

養改善、地方給水などのサブ・テーマごとに各国

の多様な試みについてのインベントリーを作成し

たうえで、これらの試みとのリンクを形成してい

くようなアプローチが想定される。

・通信教育支援

域内に対する高等教育の通信教育を長年にわた

り行ってきた南アフリカの南アフリカ大学

（UNISA）41などを活用し、同大学設備の拡充（域内
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まで二国間協力により、参加型農村開発などを含め

種々の試みが展開されているが、これら試みから得

られた域内の知見、あるいはアフリカ全土や他の地

域（特にアジア）における知見を結集し、かつ活用を

促進するような地域協力支援が有効であると考えら

れる。これには、南アフリカやジンバブエなどにお

ける先進的な技術や研究成果の普及に加え、域内各

地に存在する伝統的な知見から新たな展開を模索す

るものが含まれる44。

産業開発、特に地域の基幹産業に関しては、基本

的に民間の経済活動に委ねるべきであり、ODAの役

割は補完的なものに留まるという点はすでに述べて

きたとおりである。他方、中小・零細企業や小農の

育成・振興に関しては、域内の現況に鑑み民間資本

の自立的な活動が必ずしも期待できないために、

ODAに対するニーズは比較的高く、南部アフリカ地

域においても、二国間協力によって、すでに種々の

試みがなされてきた。

この分野において有効と思われる協力アプローチ

とは、前項（2－2－1）と同様に、域内知見の共有と

活用及び域内資源の公共財化、ネットワーク化であ

り、以上の視点から想定される取り組み方としては、

以下のとおりである。

・農村の自立発展のための特別プログラム

SADCの「南部アフリカ農業天然資源研究研修

協力センター（Southern African Centre for Co-opera-

tion in Agricultural and Natural Resources Research and

Training: SACCAR45）」などを拠点として、農村開

発に関する研究機関、行政機関及び援助団体など

のネットワーク化を進め、農業開発や農村環境保

全などを含む農村共同体支援のための成功事例、

教訓等を集積し域内に還元するという構想であ

る46。基礎的社会サービスの供給、栄養、衛生など

に関する生活の知恵から所得創出活動まで幅広く

視野に入れた「セクター横断的な」開発の知見の集

積・活用を目指すところがポイントとなる。

集積された知見を還元するプロセスにおいて

は、前項（2－2－1）で言及した通信教育施設、メ

ディアや ITの活用が想定される。

また、その具体的展開に関しては、将来的に広

くアフリカ全域においてネットワーク化を進める

ことを念頭に置きつつ、とりあえず南部アフリカ

地域内での具体化を進めるといったアプローチが

望まれる。

・基幹食糧増産のためのネットワーク構築支援

これは、基幹食糧増産のための域内連携を促進

しようとする構想である。「現状認識」の部で言及

があったが、「国際トウモロコシ・小麦改良セン

ター（CIMMYT）」（ジンバブエ支部）、「国際半乾燥

熱帯地作物研究所（ICRISAT）」（マラウィ支部）な

どと、南アフリカの研究諸機関とのネットワーク

化によって、域内の知的資産を効果的に動員し、

域内の基幹食糧増産に関する営農改善や技術革新

を狙うものである。

・域内の産業人材育成のための連携調整機能強化

への支援

SADCにおいて南アフリカが担当する人的資源

開発部会、資格認定技術委員会などが、域内の産

業人材育成や職業訓練の促進に資する連携調整機

能を強化すべく支援するという構想である。産業

人材育成や職業訓練については、基本的には、民

間経済主導で行われるべきであり、不用意な公的

セクターの関与はかえって資源分配の非効率を招

く危険性がある点に留意しつつ、この分野におけ

るSADCの機能を、情報提供や連携調整機能に限

定したうえで、当該機能の強化を目指すものであ

る。

ちなみに、TICADプロセスでは、アジア・アフ

リカ投資・技術移転促進・センターや、アフリカ・

アジア中小企業ネットワーキング、南部アフリカ

地域における観光開発などの構想が挙げられてい

44 これに対しては、本研究会においては、域内各国における農村及び農業事情の多様性への対応こそが重要であり、域内
で共有化しうる知見には自ずと限界があるとの議論もあった。

45 SACCARに関しては、既述のとおり1996年のSADC閣僚会議で縮小整理されていること、及び農業以外の分野で農村
開発に密接に関わるものに対する関与の度合いが不明であることなどからして、本件構想の拠点とするか否かという点
については現地事情の確認を踏まえる必要がある。

46 モザンビークの農村開発については南アフリカが自ら支援を行っている。
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るが、これらの構想の具体化に際しては、南アフ

リカその他の域内各国における既往の資源（特に

組織制度）の活用やSADCをはじめとする域内協

力機関の活用とこれらの機関間のネットワークの

構築が鍵となる。

・南部アフリカの伝統保全と活用のための特別プ

ログラム

伝統的共同体、生活様式、生産様式等に関する

情報集積、研究活動支援、伝統的知識の見直し・

活用、近代的知見との融合などに関する活動支援、

伝統的共同体システムその他伝統的知見活用によ

る開発成功事例・教訓の集積と活用及びこれらの

諸活動の拠点となる研究所／データベース等の設

立支援を目指す構想である。

伝統的知見を重視することは、将来に向けたア

フリカ乃至南部アフリカにおける「個性ある内発

的発展」を指向するためである47。このような営み

をわが国ODAによって支援する試みは、未だ緒に

ついたばかりである。しかしながら、このような

新しい試みを、地道に続ける過程において、単に

個別のプロジェクトの推進のみならず、これらの

努力を繋ぎ合わせ、サブ・リージョナルな規模に

高めて行うことを通じて、域内住民が各自の伝統

文化を再認識するところから、自らの発展の今後

の方向性を模索することに資するというのが本構

想の狙いである48。

47 例えば、タンザニアのソコイネ大学においては、わが国の協力で「地域開発センター」が設立され、環境親和型伝統農法
その他伝統的知見の集積と活用に関する研究が進められようとしているが、これは、アフリカの伝統社会の知識を再発
見し、それを活用することを通じてアフリカ人自身による内発的な発展を目指すものである。

48 南アフリカにおいては、アパルトヘイトの歴史の過程で、およそ農村伝統社会というものは破壊し尽くされたかの感が
ある。僅かに残存するかもしれない伝統社会の知見を再発見するという作業は、南アフリカの農村創生という課題に資
するものとして喫緊の課題のひとつである。このような域内各国における種々の努力を集結していくことによって、南
アフリカ農村の「伝統」も再活性化される可能性があろう。ちなみに、南アフリカでは、日本のNGOも含め、各地方の
伝統的農法を活用した村落振興のための活動を展開しているケースもある。
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1. 現場主義の推進と知見のネットワーク化

1－1 責任と権限のある現場体制の構築

■アセアン諸国などと比べわが国の協力実績が少

ない南部アフリカ地域においては、現地の実状

に即応し、現地から評価される質の高い協力を

展開するためにも、現場への責任と権限の委譲

が求められる。

■現場主導の方式による協力を拡充することを通

じて、現場の援助実務に係る人材への責任と権

限の委譲を進めることは、事業の効率化と迅速

化をもたらすのみならず、現場における相手国

関係者や他の援助機関との信頼関係の構築を促

進する。

質の高い協力実現のための第一の鍵は、現場で協

力の実施を担う部署、人材の権限と責任の強化であ

る。アセアン諸国などとの比較において、わが国の

協力実績が少ない南部アフリカ地域においては、援

助受入れ国側の理解を深める努力も必要ながら、地

域の実情に応じた形で、現地から評価される質の高

い協力を展開するためにも、現場への責任と権限の

委譲をこれまで以上に積極的に拡充すべきである。

この点で、南アフリカにおいてすでに活用されて

いる草の根無償資金協力に加え、技術協力の分野に

おいても、「開発福祉支援49」や「開発パートナー事

業50」などの現場主導の方式は、特に手続きの簡素化

を図りつつ、拡充することが望まれる。加えて、「社

会開発総合プログラム51」のように現場のイニシア

ティブで多分野にわたって総合的な事業を進めるた

めの核となる予算、あるいは、在外専門調査員の確

49 1966年のリヨン・サミットで橋本首相（当時）が提唱した「世界福祉構想」を受け、途上国における福祉向上を図るJICA
事業のひとつであり、かつ、DAC新開発戦略の開発目標（貧困人口割合の半減等）の達成のために1997年度から予算措
置を認められたもの。地域住民に直接裨益することを目的とした事業であり、現地で活躍するNGO（ローカルNGO、わ
が国NGO、国際NGOを問わない）を実施のパートナーとする。

50 途上国の自助努力支援のためにわが国のNGO、大学、自治体等の知見や活力を広く活用することを目的として、1999
年度からJICA事業として予算措置を認められたもの。JICAが指定する国について広くプロジェクト案を募集する公募
型と、先方政府からの要請に基づきJICAがプロジェクトの計画を予め示したうえで受託者を募集する公示型の2種類
がある。

51 1997年のデンバー・サミットにおいてサブサハラ・アフリカの貧困削減に向けた能力構築の必要性が確認されたのを
受けて、1998年度に新たに予算化されたJICA事業のひとつである。貧困対策等の多分野に跨る社会セクターの課題に
対して、現場において、中央から地方までの行政システムの整備への協力から地域住民の参加促進のための協力に至る
までの種々のプロジェクトを組み合わせながら複数年次にわたり、総合的に事業を展開していくものである。ただし、
現在ではガーナ1国において実績を有するのみであり、平成13年度以降に向けて、新たな制度の構築が検討されてい
る。

第3章　取り組み体制の強化

前項まで述べてきた、地域協力政策のための視点や地域の重点課題への取り組みについては、いずれも何

らかのかたちで、従来の事業の進め方に対して新たな視点の導入その他の知的付加価値を求めたり、あるい

は事業の企画や実施方法に際して工夫が必要である。

他方、当該地域におけるわが国ODAの実施体制については、厳しい行財政状況を反映して、大幅な人員

の増加は望めない状況にある。

このような状況認識を踏まえ、その中でもより質の高い協力を「対地域協力支援」という枠組みの中で行っ

ていくためのアプローチは、①現場主義の推進と知見のネットワーク化と、②包括的な政策対話機能の強化、

の2つに大別されるであろう。

これらについては、南部アフリカ地域における固有の問題というよりは、一部を除けば、むしろわが国の

ODA全体が抱える問題に通ずるところがあり、すでに他所にて累次論じられてきているものもある。した

がって、ここではその要諦をごく簡単に整理する。
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保経費など、「情報を入手する」ために現場の創意工

夫が生かせるような予算については、重点セクター

に関する援助国会合において、わが国にとって有益

な現場からの知見をもたらすための貴重な資源とし

て拡充が求められる。

また、これは、南部アフリカ地域に限ったことで

はないが、事業を効率的かつタイムリーに実施する

ためには、できるだけ現地に判断権限を委譲するこ

とが重要であり、それによって、最前線の人材と相

手国関係者や他の援助関係者との信頼関係の構築を

円滑にすることが可能となる点を留意すべきであ

る52。

1－2 援助人材の機動的活用と知見の

ネットワーク化

■様々なドナーによる援助が行われている南部ア

フリカ地域において、わが国の協力がそれなり

の「存在感」を発揮するには、質の高い人材を特

定の任国一国の用務に留めず、複数の国におい

て、より効果的に活用することについて、次のよ

うなアイデアを含め、検討すべきである。

・域内における援助人材の機動的活用

・地域担当の設置

・本邦及びアジア等からの支援機能の強化

■広域安全管理についても、援助人材の保護及び

平和と安全に対する課題への取り組みの強化な

どの観点から人員体制を強化すべきである。

1－2－1 域内における援助人材の機動的活用

援助協調に際してイニシアティブを発揮すること

を含め、質の高い協力にとって不可欠なのが、質の

高い援助人材の確保活用であるが、厳しい行財政状

況を踏まえ、少なくとも現況においては現地事務所

員の定員増を含め人材の大幅な「量的」拡大は望めな

い。

また、援助の新たな課題としての「平和と安定化」

や、域内共通の課題に取り組むに際しての域内の諸

資源の「地域公共財」としての活用や地域間連関の強

化のための取り組みが必要とされるなど、南部アフ

リカ地域への援助の目的及び方法の双方が今後益々

高度化、多様化することを考慮すると、従来の取り

組み方を再検討し、新しく工夫していく必要がある。

また、特に南アフリカにおいては、官民に人材が

豊富であり、質の高い人材を民間や諸外国から採用

することも可能であるため、これらの人材との比較

でわが国の技術協力専門家のレベルが測られること

となり、わが国からの専門家を受け入れるインセン

ティブに乏しい。そのような状況においてわが国に

よる協力が「存在感」を示すためには、相当に質の高

い専門家の投入が必要となる。また、外国援助への

依存度が高いモザンビークやザンビアなどの国、あ

るいは、SADCなどの域内協力機構においても、ド

ナー間の競争が熾烈であり、そこにおいて遜色のな

い人材を投入しなければならない53。

また、質の高い協力を実現するための取り組みの

ための第二の鍵は、「援助人材の機動的な活用」、特

に、将来性のある人材もしくはこれまでの協力実績

に高い評価を得ている質の高い人材の「機動的な」活

用を徹底することである。このためには、域内各国

に個別の業務のために配置されている人材を「地域

において共有すること」が重要である。例えば、一国

に配置された限られた人員・体制では対応困難で

あっても、域内全体の人員・体制をうまく活用すれ

ば、主な重点領域についての専門性をある程度カ

バーすることが可能となったり、一国の特定プロ

ジェクトに専念することからは得られなかった知見

を複数の国を経験することを通じて得ることができ、

それをさらに元のプロジェクトにフィードバックす

ることによってより質の高い協力が展開できる。こ

52 この点に関しては、経理処理を含む業務の適正処理、公平性確保の観点からの国ごとの業務処理形態の統一などの要請
を踏まえ、現場への思い切った権限委譲は難しいとの議論があるが、今後一層配慮すべきは、権限委譲の是非のみを
云々するのではなく、「権限とともに責任を併せて委譲する」という点であることを改めて確認しておきたい。

53 この点に関し、そもそも日本人の専門家を派遣するということについて固執する必要はないという議論もある。確かに、
「顔の見える協力」と言う場合の「顔」とは、必ずしも日本人の顔そのものではなく、むしろ、協力の理念やそれに対する
アプローチがはっきりと受け手の側に伝わるということによって確保されるという認識は重要であろう。ただ、いずれ
にせよ、そのような理念やアプローチを構築するためには、日本の協力の枠組みに置いて、質の高い人材が確保される
ことが不可欠であることには変わりはない。
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のように、域内において、人材を国境を跨って活用

すること（域内巡回方式54（仮称）」）に関しては、広域

企画調査員の拡充その他、場合によっては、旧来の

二国間協力の制度的枠組みを超えて検討を進めるべ

きである55。

1－2－2 地域担当の設置

人材の「域内における共有」という発想を更に進

め、域内の専門家や事務所スタッフを、当該分野の

「地域担当」として位置付け、対南部アフリカ地域協

力支援についての知見を深めることができれば、大

幅な質の向上が期待できるであろう。この点は、本

邦における体制についても同様であり、本邦におい

ても「地域担当」を設け、さらに、すでにJICAなど

において検討が進められている「地域別の協力指針」

の策定を進めることは有益である。

1－2－3 本邦及びアジア等からの支援機能の強化

本邦やその他の地域からの人材を「出張方式56（仮

称）」で活用していくことも検討すべきである。これ

については、長期滞在のベースとなる任国あるいは

本邦における業務にメリハリを付けたうえで、可能

な範囲にて、他国において同分野の業務にも従事す

ることにより現実的な対応が可能となる。複数の国

の同分野での業務を通じて、分野に共通する知見の

集積と多角的な視点からの把握が可能となるという

「シナジー効果57」を期待しつつ、これらの複数の途

上国における知見を集積することによって、当該国

のニーズにより一層適した提言を行うことが期待で

きる。特に、アジアにおけるわが国の経験を南部ア

フリカ地域に対し活用していくという点で、わが国

の協力がその個性を発揮することも期待される。

1－2－4 安全管理の強化と域内における人材の活用

域内において武力紛争が絶えず、また、内戦等か

らの復興過程にある国においても、有り余る小火器

の流通などによって治安が不安定な国が少なくない

こと、域内大国である南アフリカは世界最高水準の

犯罪多発国であることなどに鑑み、南部アフリカ地

域における協力の展開に際しては、治安状況の変化

に対する情報収集の徹底と不幸な事態を未然に回避

するための周到な体制の整備が重要であり、特に、

安全管理を専門とする人材を域内において機動的に

活用していくことの必要性は高い。援助人材の保護

及び平和と安全に対する課題への取り組みの強化の

両方の観点から、安全管理に関する人員体制の強化

は高い優先度をもって対応すべきである。

1－3 援助協調を通じた「顔の見える協力」の推進

■援助協調と「顔の見える協力」との両立

－情報と目的の共有化は積極的に行い、援助の手

段の共有化については、わが国の強みを発揮

できるよう、区別して検討する。

－わが国の「理念の見える協力」を推進する。

■わが国の重点協力領域等におけるイニシアティ

ブの発揮（計画過程における積極的貢献、Pro-

activeな参画）

54 例えば、ザンビア大学の獣医学部へ派遣された専門家は、そこを拠点としつつも、同国内及び域内の畜産分野の案件発
掘形成やモニタリングなどにも適宜参画し、集積された知見は、ザンビア及び場合によっては他の域内国における援助
国会合等への出席などにおいても生かされる。これまで任国外での活動はあくまでも例外として認められてきたもので
あるが、今後は、周辺国における同様の活動に参画することを当然の前提とし、そこから得られる多角的な視点から、
より質の高い協力を目指すものである。

55 これに関し、域内の現場事務所及び専門家等の連携、情報交換等の強化という策も挙げられる。しかし、実際の「責任
と権限」が伴わなければ、逆に手間暇がかかり、インセンティブが欠如する場合も考えられる。

56 基本的には、本邦あるいは域外国にベースを置きつつも、電子メールのやりとりや年数回短期間の出張などを通じて、
南部アフリカ地域における特定イシューを継続的にフォローするような方式。特に、本邦における職務の都合で長期間
日本を離れることが許されない人材であっても、短期間の出張を継続する方式によって活用が可能となることもある。
また、長期に本邦を離れることによって、得られる情報が限定されてくるという長期派遣専門家制度の課題も、本邦か
らの「出張方式」の場合は解消される。ちなみに、JICAでは2000年1月の組織改革を経て、援助人材の確保機能の強化
及び国・地域別の軸と課題・分野別の軸に沿った専門性の深化が期待されているが、そのような流れの中で、この方式
は現実味を帯びたものとなりうる。

57 例えば、これまでA国のX分野のことしか知らなかった専門家を、B,C及びD国のＸ分野に対して、短期専門家などの位
置付けで部分的にせよ参画させることを通じて、A～D国のX分野に共通する知見を集積することができるのみならず、各
国間の比較を通じて、それぞれの国のX分野における問題の個性についても多角的な視点からの把握ができるようになる。
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1－3－1 援助協調と「顔の見える協力」の両立

援助協調と「顔の見える協力」の2つを両立させる

ことの重要性については、従前より援助関係者の認

識するところであり、また、南部アフリカ地域に

限った課題でもない。特に、ザンビアやモザンビー

クなど、域内の援助重点国において援助協調が積極

的に進められている状況に鑑み、この課題について

は、域内の援助の現場において共通する重要な課題

として、本研究会においても累次議論がなされた。

現在、南部アフリカ地域では、セクターや開発課題

ごとのドナー会合等が頻繁に開催され、協力のあり

方についての関連情報の交換や協力方針の検討が行

われている58が、これらのプロセスにおけるわが国

のプレゼンスは、わが国が実施している協力の規模

との比較において必ずしも十分なものではない。　

　本研究会においてはその原因を詳細に分析にする

に至らなかったが、現地調査の結果等を踏まえ、援

助協調と「顔の見える協力」の両立についての基本的

考え方や戦略に関する共通認識の問題と援助協調プ

ロセスに積極的に参画するための援助実施体制の2

つの観点から述べる。

通常、援助協調は、次の3つのレベルで行われる。

■「情報」の共有

■「目的・理念」の共有

■「手段」の共有

本研究会では、上記の「情報」及び「目的・理念」の

共有と「手段」についての共有を峻別し、前者には積

極的に推進するが、後者については、他のドナーと

の相互補完性に留意しつつ、わが国の個性と強みを

生かした対応をすることを提案する。具体的には、

モザンビークのSWAp（Sector-Wide Approach process）

やザンビアのSIP（Sector Investment Program）59などの

既往の援助協調の枠組みが目指す「目的・理念」を共

有しつつも、その執行手段としてのコモン・バス

ケット方式60や財政支援については、必ずしもすべ

てに対して歩調を合わせるのではなく、状況に応じ

て無償資金協力の見返り資金を活用したり、従来の

プロジェクト型のアプローチを含め、わが国の「強

み」を生かして独自のアプローチをとることで差し

支えないと考える。しかし、この場合、被援助国側

と援助国側が構築してきた枠組みにそぐわない協力

を行うことは論外であり、また、援助資源の分断や

細分化（fragmentation）に対する配慮は不可欠である。

これらの弊害を極小化し、かつ当該セクター等にお

ける援助協調の枠組みを理解し尊重したうえでわが国

が独自の味を出していくことは可能であろう61。

さらに、今後の「顔の見える協力」のあり方として

は、自国の協力プロジェクトを際だたせるといった

アプローチでは自ずと限界がある。すなわち、援助

全体の効果効率を高めるために、今後、援助協調が

益々重要となっていく中で、援助協調の推進と「顔

の見える協力」の両立を図っていくためには、援助

協調のプロセスにわが国がより一層積極的な貢献を

行うこと、つまり、各セクター、各開発課題への取

り組みや理念の構築への貢献を含む、いわば、「理念

の見える協力」を推進していくことが重要である62。

58 特にザンビアやモザンビークにおいては、ドナー会合というかたちで検討が行われることが比較的多いのに対し、自ら
のオーナーシップを意識する南アフリカにおいては同国政府主導のかたちで、ドナーを招聘したうえで開発課題ごとに
議論の場が設定されることが多い。

59 SWApやSIPはともに、多数の援助国・機関からの援助と被援助国自身による開発事業がそれぞれの開発セクターごと
に整合性をもって効率的に実施されるように、セクターごとに策定される計画のことを指す。

60 あるセクターの開発需要を賄うために、各ドナーが個別にプロジェクトを実施するのではなく、共通の口座に資金を
プールして各種事業を進めようとする方式。北欧、英などが提唱しているが、①被援助国のオーナーシップが十分でな
い状況においてこれを進めることは、資金の適切な管理による透明性（transparency）の確保が困難であり、結局は発言権
の強い一部のドナーの主導によって事業が進められる可能性が高いこと、②その結果、その他のドナー（国・機関）がそ
の費用の最終負担者（各国の納税者等）に対する説明責任（accountability）を果たすことが難しくなること、などの指摘が
ある。

61 例えば、保健医療や教育の分野の基礎的なサービスを提供するための施設の整備のためにわが国の援助が貢献すること
それ自体として援助協調の枠組みに背馳することではない。しかしながら、施設建設後に生じる被援助国側の財政負担
や人員の配置がセクター全体に与える影響については、十分な吟味が必要であり、いわゆる初期投資支援型の協力に関
しては、後年度財政負担の極小化及び裨益対象による自立運営への支援が今後益々求められてくる。

62 本件研究会による現地調査などを通じ、わが国のODAに関する率直な印象として、南アフリカ政府関係者及び他の援
助機関関係者からは、「わが国のODAが本当のところは一体何を目指しているのか理解できない」というコメントに遭
遇することが少なからずあった。
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この観点から、例えば、援助協調の枠組みについて

わが国として仮に異論がある場合は、独自のプロ

ジェクトを実施する前に、まず、既往の枠組みにつ

いての具体的な問題を指摘しかつわが国としての代

案を提示することなどにより、途上国の現実により

即した協力の枠組み構築に貢献していくべきであろ

う。

これらを総括し、援助協調と顔の見える協力の両

立に向けての本研究会としての基本的な考え方は、

次の2点に集約される。

①援助協調に際しての「情報」と「目的・理念」の共

有は積極的に行い、特に援助協調の目的・理念

に十分に留意することを前提としたうえで、具

体的な「手段」については、わが国の個性を発揮

するよう検討する。

②今後は、さらに援助協調の上流部分、すなわち、

各セクター、開発課題への取り組みや理念の構

築のために目に見える貢献を行っていくことを

通じて、「理念の見える協力」の推進を図る。

1－3－2 わが国の重点協力領域等における

イニシアティブの発揮

上述の「理念の見える協力」を具体化するための方

策に関し、援助協調の上流部分でわが国が貢献を行

うためには、実施体制、援助人材の確保、知見の蓄

積などに関して、相当の努力が必要であり、これら

をすべての国のすべての開発課題において追求する

ことは当然のことながら現実的ではない。また、現

場の人材の絶対数が他のドナーと比較して少ないわ

が国はこの点で少なからぬハンディを負っていると

言える。

したがって、まず、わが国が積極的に参画すべき

セクター・開発課題を絞り込んでいくことが不可欠

である。特に、2－2で述べた通り、域内共通の課題

に効率的に取り組むためには、域内共通の重要課題

に対して、援助人材を選択的かつ集中的に活用する

ことにより、目に見える形での改善が可能となる。

特に南部アフリカ地域のすべての域内国にとって

の課題である、貧困削減のための社会セクターの開

発及び農村開発等の「地域共通の」重点課題に対して

は、援助協調の局面においても、域内の人材の共有

化などを含む「地域としての」体制の整備によって応

えることが効果的であると考えられる。もちろん、

その際に、各国の多様性を重視した協力の展開が期

待されることは言うまでもない。さらに運輸、交通、

通信の分野に関しては、まさに、域内各国の開発に

際して「地域開発」の視点が不可欠となっており、こ

れらについても援助協調に際しての地域的アプロー

チが効果的であると考えられる。

現時点においては、援助協調は、域内各国に対す

る協力を主たる対象として進められており、対南部

アフリカ地域協力など、いわゆる協力の地域的展開

に際して、援助協調の具体的仕組みの構築を議論す

るには至っていない。早晩、このような事態が現出

することを想定し、これに先駆けて、わが国として

の考えを整理し、かつ具体的な体制の強化を進めて

いくことが強く望まれる。また、その一環として、従

来から実施してきた域内運輸交通セミナーなど、域

内の重要課題について当該地域の視点から対応を検

討するための機会を、今後はより積極的に開催して

いくことは有効であると考える。

1－4 新しい情報技術（IT）の活用

■新しい情報技術（IT）の活用は、人と物の移動に

大きな制約がある南部アフリカ地域において、

国境を跨る課題や地域共通の課題への取り組み

のために、画期的な突破口を提供する可能性が

ある。

■ITによる域内・域外における知見の蓄積と共有

化が、現行の不十分な援助実施体制を補って、協

力の質の飛躍的な向上と、より一層機動的な展

開を実現する可能性がある。

■しかしながら、ITは、貧困削減その他の援助本

来の目的にとって、重要であるがあくまでもひ

とつの手段に過ぎない。ITを如何なる理念・目

的に従って、具体的に如何なる形で活用するか

といった、いわばITのコンテンツに係るしっか

りとした構想が不可欠である。

1－4－1 ITの活用が拓く新しい可能性

途上国における新しい情報技術（IT）の活用につい

ては、九州・沖縄サミットにおける議論を含め、昨
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今一段と脚光を浴びているが、南部アフリカ地域に

おいては、少なくとも次のような地域的諸課題の取

り組みに際して、ITの活用に関する潜在的な可能性

は大きく、その構想如何によっては画期的な突破口

となる可能性を有していると言える。

・南アフリカの諸都市を拠点として、すでにアフ

リカ有数のIT関連の基礎的なネットワークが整

備されかつ利用されているが、これらを効果的

に活用しつつ地域展開していくことが可能であ

る。

・広大な域内において人口が分散しており、かつ

域内の内陸国と沿岸国との間の運輸・交通イン

フラなどの整備が、必ずしも円滑に進められな

い状況において、これらに一部代替する形での

通信インフラの整備及びこれを活用したITに対

しては潜在的に大きな需要がある。

・国境を越えた課題への取り組み（2－ 1）及び域

内の「資産」を生かした地域共通の課題への取り

組み（2－2）のいずれにおいても、人と物の移動

に代替する情報の移動、共有化によって、かな

り多くの部分が対応できる可能性がある。

これらの認識を踏まえて、ITを活用した取り組み

の主な事例を改めて整理すると次のとおりである。

・E -フォーラムの設置・拡充支援等を通じた域内

機構（SADC等）の機能強化支援63（1－ 2参照）

・アジア・アフリカ高度情報通信ネットワーク（1

－2－4参照）

・地域協力機構間の連携強化支援（ASEAN、

APEC等と南部アフリカ域内機構との連携強化

支援。1－2参照）

・南アフリカを中心とする通信教育・知識普及

ネットワーク等を活用した平和教育の推進（1－

3参照）

・平和構築対話等を推進するための情報通信ネッ

トワークの整備（1－3参照）

・感染症対策、防疫などに関する予・警報システ

ムや早期対策のための情報通信ネットワークの

整備（1－1－2参照）

・子供の健康、基礎的社会サービス拡充、貧困対

策のための「知識銀行」の設立支援、通信教育支

援などに係る情報通信ネットワークの整備（2－

2参照）

・農村自立支援、基幹食糧増産その他産業開発な

どに関する情報通信ネットワークの整備（2－2

参照。TICAD IIにおけるアジア・アフリカ間の

投資促進や中小企業ネットワーキング支援もこ

の範疇に含まれる。）

1－4－2 援助実施体制の強化と具体的な事業展開

との結びつき

このようにITは、今後の対南部アフリカ地域協力

に新たな展開をもたらしうる大きな可能性を有して

いるが、他方、これらがもたらすであろう具体的な

成果について見通すことは必ずしも容易ではない。

しかしながら、確実に言えることは、ITによって、域

内のみならず域外における知見の蓄積と共有化が、

しかも、官民の垣根を越えて容易になることから、

現行の援助実施体制を補って、協力の質の飛躍的な

向上とより一層の機動的な展開が実現する可能性が

あるという点であろう。このようなITの特性を活か

すことにより、3－1－2で提起した援助人材の機動

的活用が可能となる。さらに南アフリカの高等教

育・研究機関は、わが国と遜色ないほどにITを活用

しているが、これらの諸機関とのネットワークを形

成していくことを通じて、域内におけるITの功罪と

限界を測りつつ、具体的な案件形成に繋げていくと

いう発想は現実的であろう。

1－4－3 コンテンツの重要性

しかしながら、上述のような可能性を現実のもの

としていくためには、ITを如何なる理念・目的のも

とに、如何なる形で活用するか、といった、いわば

ITのコンテンツに係るしっかりとした構想が不可欠

63 2-1-2で述べたような域内各国の地域公共財の活用の手段として域内機構を位置付け、当該機構と地域公共財の連携強
化を図るといったアプローチに加え、これらのプロセスにおいて、わが国を含む域外各国の種々のアクターの積極的な
参画を慫慂するといったかたちでITを活用するといったアプローチも有効である。また、この際、EUの地域指向プロ
グラム（Regional Indicative Programme: RIP）、米のUS /SADCフォーラムや南部アフリカ地域センター（USAID Regional
Center for Southern Africa: USAID RCSA）、ノルディック諸国によるNordic / SADCイニシアティブ、などの既往の取り
組みとの重複を回避する必要がある。
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である。ITはあくまでも貧困削減その他の援助の目

的に資するためのひとつの手段に過ぎないのであり、

維持管理、ハード・ソフトのバージョン・アップ、あ

るいは、頭脳流出の問題など、種々の問題があるこ

とを踏まえたうえで、他の手段との比較優位を論じ

なければならない。安易な発想に基づく IT の活用

は、他に用いれば有効であったかもしれない、限ら

れた援助資源と援助を受け入れる側の能力を空費す

ることになりかねないという点を特に注意しなけれ

ばならない64。

これらの危険を回避するためには、全く新規の取

り組みよりも、すでにある程度の実績なり成果が確

認されている情報ネットワーク65などの拡充のため

に、ハード面のみならずコンテンツの支援について

も、具体的な構想特に裨益対象と裨益の有り様につ

いての明確なイメージを形成したうえで支援してい

くといったアプローチがより現実的である。他方、

ITの特性を生かすには、当初から構想を固めきって

しまうのではなく、状況に柔軟に対処しながら発展

させていくといった方式（Learning Process Approach）

が望ましいといった見方もある。上述の諸点を踏ま

えつつ基本的なアプローチを例示するとすれば、次

のとおり。

・現場の援助実施体制を強化するために、より積

極的に ITを活用していく中で形成されていく

ネットワークなどの延長から、具体的な事業の

アイデア造りに繋げていく。

・IT導入に際しての理念としては、民間のみに委

ねては裨益しない貧困層への直接的な裨益を最

優先する。

・地域住民・共同体による具体的な目的意識やイ

ニシアティブを重視し、コンテンツを十分に検

討することにより、具体的協力内容を固めてい

く。（住民等の具体的な要請に根ざしたもの、特

に、基礎的な社会サービス向上や零細企業、コ

ミュニティ・ベースの所得創出支援への貢献な

どを、住民等の主導でより効果的・効率的に進

めるための手段としてIT導入を協力の構成要素

として位置付けていく。）

・他の手段との比較優位を確認する。（IT導入は、

南アフリカ以外においては、長期に亘る包括的

な支援が必要となる可能性が高い点に留意。加

えて、上述の種々のリスクにも配慮したうえで

も、IT 導入に比較優位が認められることが必

要。）

2. 包括的な政策対話機能の強化

■有効な対南部アフリカ地域協力の推進のために

必要なのは、わが国の知力を結集して、総合的な

視点から状況の変化の先にあるものを見通した

うえで、わが国と南部アフリカ地域、ひいてはア

フリカ全体との関係について恒常的に考えてい

く仕組みを構築することである。

■その一例として、既存の「日・南アフリカ・パー

トナーシップ・フォーラム」などと随時緩やかな

連携を保ちつつ、非ODAや民間活動を包摂した

総合フォーラムを、南部アフリカ地域とわが国

の協力のあり方を考えるために設置し、かつ IT

を活用したE-フォーラムのような形式を含め常

設化することを検討すべきである。

南部アフリカ地域に対する協力は、ODAの枠組み

を超えた協同と同時に、その中でODAの役割分担を

明確化するというプロセスを経てとり進める必要が

ある。特に、域内の共通の課題への対処に際しては、

本稿で累次述べてきたように、対地域外交政策から

民間経済の動向までを視野に入れた、総合的な取り

組みの中でODAを位置付けていくという作業が求

64 2000年7月に東京で開催された「国際シンポジウム－ITと国際協力」において、途上国におけるITの活用について造詣
の深いMr.Rovert Valantin（カナダ国際開発センター（IDRC）上級アドバイザー）は、途上国でのIT活用に関する懸念とし
て、IT活用が途上国の発展に必ず寄与するという確証（empirical evidence）は誰も持っていないこと、現時点では、途上
国の多くでは、ITへの継続的な外部からの支援なしに持続可能性を確保することが難しいこと、導入の方法如何によっ
ては、特定の言語なり文化の支配に繋がること、などを挙げている。また、同シンポで、わが国外務省は、ITを「チャ
ンス」と捉えるべきであるとの基本的認識を示しつつも、同時に、IT導入がもたらし得るリスクに触れ、特に、途上国
の地理的、歴史的なハンディや途上国の多様性に対する認識の重要性を指摘した。

65 すでに世銀主導によるAfrican Virtual UniversityやUSAIDによるRegional Telecommunication Restructuring Program for
Southern Africa、UNDP等によるNet-Aidなどの試みが先行している。
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められる。それは各界の知見の単なる寄せ集めでは

なく、また、時代状況に「反応的（reactive）」に適合し

ていくこと66でもなく、これらの知見を総合したと

ころから生まれてくるダイナミックな構想力、「時代

の先を見据えた企画力」が求められているのである。

南アフリカを含む南部アフリカ地域が、総体とし

てわが国のODAを必要とし、わが国との信頼関係の

深化を指向するとすれば、他の欧米先進国にないわ

が国としての「個性」を体現した理念に基づく協力を

行うべきである。

この点で、1998年のムベキ大統領訪日を契機とし

て具体化された「日・南アフリカ・パートナーシッ

プ・フォーラム」は、まさにこのようなアプローチを

実践しようとした試みとして高く評価される。これ

が土台となって、南部アフリカ地域とわが国の対話

が発展する可能性も内包している。

本稿では、「平和主義」の理念に基づく今後の協力

の展開の可能性などを例示したが、肝心なのは、こ

れらの理念なりアプローチを恒常的に拡大再生産し

ていくためのわが国の知力の結集である。そのよう

な観点から、例えば、NGOや学識者、民間経済主体

を含め、総合的な視点からわが国と南部アフリカ地

域、ひいてはアフリカ全体との関係について恒常的

に考えるための枠組みとして、「南部アフリカ地域と

わが国の関係を考える総合フォーラム」を設置する

ことも検討に値するであろう。その際、このような

枠組み自体の維持管理に要するコストを勘案すると、

ITを活用したE-フォーラムのような形式が現実的で

あるかもしれない。但し、当該フォーラムの存置そ

のものが自己目的化することのないよう、あくまで

もフォーラムの位置付け及びその枠組みは、非公式

ベースで、かつ柔らかい構造のものとすべきである。

また、既往の「日・南アフリカ・パートナーシップ・

フォーラム」や「アジア・アフリカ・フォーラム」な

どと随時、緩やかな連携を保ちつつ、状況に応じて

変化させていくことが大切である。

南部アフリカ地域は、わが国から最も遠く、最も

なじみの薄い地域のひとつである。そしてアパルト

ヘイトに対する闘争や、東西陣営の代理戦争、内戦

などの凄惨な歴史を通じて、人々の人権が蹂躙され、

尊い命が失われてきた地域でもある。しかし、アフ

リカの南端から新たな発展の契機が胎動を始めたこ

と、そして、数多くの課題に喘ぎながらも自立に向

けての道を模索していることに対し、わが国のODA

の量的拡充や援助人員の増などが見込めない現況に

おいて、既成概念に囚われない新しい思考により、

この地域の希望を現実のものとしていけるよう、そ

して、その過程において、アジアとアフリカの間の

信頼と友好関係を地道に築いていくよう努力すべき

である。
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第 4部　南部アフリカ地域への援助のあり方

（1）人間開発

国　名

HDI値 GDI値 （％） （％） （％） （％） （PPPドル）（PPPドル）
1997 1997 1997 1997 1997 1997 1997 1997

アンゴラ 0.398 - - - 27 - - 1,430 -17
ボツワナ 0.609 0.606 76.9 71.7 70 27.5 - 7,690 -70
コモロ 0.506 0.500 48.2 62.9 39 34.6 - 1,530 -1
コンゴー民主共和国 0.491 - - - 39 - - 880 21
レソト 0.582 0.570 92.5 71.5 58 23.0 137 1,860 -2
マダガスカル 0.453 - - - 39 - 203 930 13
マラウイ 0.399 0.390 43.4 72.8 75 42.2 - 710 10
モーリシャス 0.764 0.754 79.2 86.9 63 12.1 - 9,310 -15
モザンビーク 0.341 0.326 25.0 56.7 25 49.5 - 740 -2
ナミビア 0.638 0.633 78.5 81.2 82 25.0 - 5,010 -44
南アフリカ 0.695 0.689 83.2 84.7 93 19.1 516 7,380 -47
セイシェル 0.755 - - - 61 - - 8,171 -18
スワジランド 0.644 0.636 76.3 78.9 73 27.6 - 3,350 -15
タンザニア 0.421 0.418 62.0 81.7 33 29.8 217 580 16
ザンビア 0.431 0.425 67.5 83.3 49 38.4 216 960 8
ジンバブエ 0.560 0.555 87.6 94.3 68 29.2 420 2,350 -16
南部アフリカ 0.543 0.542 68.4 77.2 56 29.8 285 3305 -11
サブサハラ・アフリカ 0.463 0.454 49.6 65.9 44 34.6 - 1534 -
注：第9列では、正数はHDI順位が1人当たりGDP（PPP$）順位よりも高いことを示し、負数はその逆を示す

（2）援助と債務状況

国　名

（100万 $） （％） （$） （100万 $） （$） （100万 $） （％） （％）
1997 1997 1997 1997 1997 1997 1997 1997

アンゴラ 436 9.9 45.5 11.98 1.0 10,159.8 231.8 15.9
ボツワナ 125 2.6 95.1 9.75 6.3 562.0 11.5 5.2*
コモロ 28 14.5 63.1 0.43 0.7 197.4 101.9 3.9
コンゴー民主共和国 168 3.2 4.4 5.76 0.1 12,329.6 232.3 0.9
レソト 93 7.3 52.8 5.74 2.8 659.8 51.9 6.4
マダガスカル 838 24.3 70.5 29.46 2.0 4,104.7 119.2 27.0
マラウイ 350 14.1 40.0 35.13 3.5 2,206.0 89.0 12.4
モーリシャス 42 1.0 39.4 3.47 3.1 2,471.6 56.7 10.9
モザンビーク 963 37.4 66.8 38.12 2.1 5,990.6 232.9 18.6
ナミビア 166 5.0 119.7 4.94 3.0 85.0* 2.6* -
南アフリカ 497 0.4 13.8 28.91 0.7 25,221.6 20.0 12.8
セイシェル 15 2.8 212.0 0.64 8.5 149.1 28.2 4.0
スワジランド 27 1.9 34.0 9.34 10.1 368.2 25.4 2.5
タンザニア 963 13.0 36.6 55.37 1.8 7,177.1 97.2 12.9
ザンビア 618 16.9 77.0 43.50 5.1 6,757.8 184.6 19.9
ジンバブエ 327 3.9 32.6 38.67 3.4 4,961.3 58.5 22.0
南部アフリカ 354 9.9 62.7 20.08 3.4 5,554.4 102.7 12.2
サブサハラ・アフリカ 13,726 6.7 33.5 802.8 - 198,224.2 66.3 13.70
注 1：＊は1996年のデータ
注2：日本のサブサハラ・アフリカへのODAの供与にスーダンは含まれない。支出純額である。
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《参考》

南部アフリカ諸国の主要指標
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（3）人口・保健

国　名

（千人） （人 /km2） （％） （歳） 出生千人 出生千人 出産10万 （Cal/ 日） （％）
当たり 当たり 件当たり

1997 1995 1997 1997 1997 1997 1990 1996 1990-97
アンゴラ 11,715 9 11.5 46.5 170 292 1,500 1,933 69
ボツワナ 1,541 3 66.1 47.4 39 49 250 2,272 10
コモロ 640 271 31.5 58.8 69 93 n.a. 1,824 47
コンゴー民主共和国 47,987 19 29.2 50.8 128 207 870 1,815 58
レソト 2,016 63 25.6 56.0 95 137 610 2,209 38
マダガスカル 14,620 23 27.6 57.5 96 158 490 2,001 74
マラウイ 10,067 82 14.2 39.3 135 215 560 2,097 53
モーリシャス 1,133 546 40.7 71.4 20 23 120 2,952 2
モザンビーク 18,443 22 36.5 45.2 130 208 1,500 1,799 37
ナミビア 1,622 2 38.0 52.4 58 75 370 2,168 17
南アフリカ 38,670 31 49.7 54.7 49 65 230 2,933 13
セイシェル 75 n.a. 33.3 n.a. 14 18 n.a. 2,424 n.a.
スワジランド 925 50 33.0 60.2 66 94 n.a. 2,529 50
タンザニア 31,417 32 25.7 47.9 92 143 770 2,028 34
ザンビア 8,585 11 43.6 40.1 112 202 940 1,939 62
ジンバブエ 11,215 28 33.2 44.1 53 80 570 2,083 21
南部アフリカ 200,671 － 33.7 51.5 83 129 675 2,188 39
サブサハラ・アフリカ 595,687 23 32.4 48.9 105 169 979 2,205 50
全世界 5,823,143 42 46.1 66.7 58 85 437 2,751 -
注 1：第1列および第2列は国連人口部推計（1998改訂）の中位推計により、その他の列はUNDP（1999）による。
注2：サブサハラ（サハラ以南）アフリカの定義は、国連人口部と人間開発報告では異なっている。
注3：*はデータが指定の年次や期間以外のもの、標準的な定義によらないもの、あるいは国内の一部の地域のものであることを示す。

《用語》
人間開発指数：出生時平均余命、成人識字率（2/3）と就学率（1/3）、1人当たりの実質GDP（PPS$）で測定される生活水準より算出。
ジェンダー開発指数：GDIはHDIと同様の変数を使用して計測されるが、GDIでは、女性と男性の達成度の差に合わせて、寿命、教

育達成度、所得における国別平均達成度を調整している。
成人識字率：15歳以上で読み書きのできる人の比率。
初・中・高等レベルの総就学率：就学該当年齢にかかわらず就学する生徒の就学該当年齢人口に対する比率。
人間貧困指数（HPI）：開発途上国の人間貧困指数（HPI-1）はすでにHDIに反映されている人間の生活の基本的側面における剥奪状況

（長命、知識、人間としてのまずまずの生活）に注目し、比較的若年に死亡する可能性の高さ、読解やコミュニケー
ションによって成立する世界からの排除、全体的な経済資源供給という点からみた人間としてまずまずの生活水
準を示す。

1人当たりの実質GDP（購買力平価、PPPドル）：購買力平価の交換レートを基準にしたUSドルに換算したある国の1人当たりのGDP。
5歳未満児死亡率：出生時から５歳になるまでに死亡する確率で、出生1000人当たりの死亡数で表す。
乳児死亡率：出生時から1歳になる日までに死亡する確率で、出生1000人当たりの死亡数で表す。
1人当たり1日のカロリー供給量：その国の純食糧供給量（国内生産量に輸入量を加え輸出量を引いたもの）をカロリーに換算し、そ

れを人口数で割った1日当たりの量。

出所：外務省経済協力局編（1999）、UNICEF（国連児童基金）（1999）、UNDP（国連開発計画）（1999）.
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